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は じ め に

大分県衛生環境研究センター年報第４１号発刊にあたり、一言ごあいさつ申し上げます。
本県は、緑豊かな山野、大地を潤す清らかな河川、変化に富んだ海岸線、そして湧出量・源泉数
ともに日本一の温泉など、全国に誇れる豊かな自然環境と豊かな海の幸、山の幸に恵まれています。
中でも昨年１１月には、大分県の観光ＰＲキャッチフレーズ「おんせん県おおいた」が商標登録され
ました。
現在、様々な機会を通じて、このキャッチフレーズとロゴマークを活用し、大分の温泉をはじめ、

観光と食の魅力を全国に広めようとしているところです。これらは県民共有の財産であり、私たち
は、このかけがえのないふるさとの環境と食文化を将来の世代へと確実に継承していく重要な役目
を担っています。
さて、平成２５年度に目を向けますと、平成２０年の中国製冷凍ギョーザの農薬混入事件に続き、年
末には国内でも冷凍食品へのマラチオン混入事件が発生し、我が国の食の安全が脅かされました。
また、ＳＦＴＳや麻疹などの新興・再興感染症の発生、ＰＭ２．５等の越境大気汚染など課題は山積
しています。これらの課題に的確に対応するために、迅速かつ信頼性のある試験検査結果の提供に
加え、県民の安全と安心につながる調査研究等が求められます。
当センターとしては、日頃から技術の研鑽に力を注いでいますが、ここ数年にわたる団塊世代の
退職により研究員の年齢構成の偏りが顕著になってきたことから、特に若手職員の人材育成を目的
とした研修をより充実させているところです。
今後も、健康危機管理や環境問題に迅速・的確に対応できる試験検査技術の確保と、保健衛生及
び環境分野における科学的、技術的根拠を提供する中核機関としての役割を果たすため、職員が一
丸となって諸課題に取り組んで参りますので、皆様のより一層のご指導を賜りますようお願い申し
上げます。
この年報は、平成２５年度の試験検査及び調査研究業務を中心にとりまとめたものです。ご高覧の
うえ忌憚のないご意見ご提言をお寄せいただければ幸いに存じます。

平成２６年１２月

大分県衛生環境研究センター

所 長 氏 田 尚 之
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沿 革１

組織及び分掌事務２

昭和２６年 ７月 予防、環境及び薬務の３課に属して
いた各試験室を統合し、大分県衛生
研究所として発足した。

昭和２８年 ８月 大分市寿町に独立した新庁舎が完成
した。

昭和２９年１０月 組織改正により庶務及び試験検査２
係制となった。

昭和３３年 ４月 組織改正により化学試験及び細菌検
査の２課制となった。

昭和４１年 ４月 組織改正により庶務、化学試験及び
細菌検査の３課制となった。

昭和４５年 ４月 組織改正により化学試験課及び細菌
検査課がそれぞれ部に昇格した。

昭和４５年 ７月 大分市大字曲 芳河原団地に新庁舎
が完成した。

昭和４６年 ５月 機構改革により大分県衛生研究所に
公害検査部を新設し、１課３部制と
なった。また、県下の試験研究機関
が、公害に関して有機的連携が図ら
れるよう機構が改められ、大分県公
害センターが発足し、６部制となり、
各試験研究機関の専門者が部長兼務
として発令された。

昭和４８年 ３月 大分市大字曲 芳河原団地に公害セ
ンター庁舎が完成した。

昭和４８年 ４月 機構改革により１０部１課制となり、
大分県公害衛生センターとして発足
した。

昭和５２年 ４月 組織改正により細菌部が微生物部と
なった。

昭和６２年 ５月 組織改正により化学部に理化学科と
食品衛生科、微生物部に細菌科とウ
イルス科、大気部に大気科と情報調
査科、水質部に水質科と環境生物科
を新設して、１０部１課８科制となっ
た。

平成３年 ５月 衛生環境研究センターに名称が改め
られ、組織改正により５部及び全科
が廃止され、管理部が管理情報部と
なり、管理課及び企画情報課を設
け、技術部門の化学部、微生物部、
大気部及び水質部と併せて５部２課制
となった。

平成１２年 ３月 特定化学物質分析棟が完成した。
平成１２年 ４月 組織改正により管理情報部が管理部

となり、企画情報課が廃止され、新
たに企画・特定化学物質部を設け、
６部１課制となった。

平成１４年 ４月 組織改正により管理課が廃止され、
６部制となった。

平成１５年 ３月 大分市高江西２丁目８番に新庁舎が完
成し、芳河原団地から移転した。

平成１８年 ４月 組織改正により６部制が廃止され、
企画・管理担当、化学担当、微生物
担当、大気・特定化学物質担当及び
水質担当の５担当制となった。

⑴ 組 織 平成２６年４月１日現在

企画・管理担当
化 学 担 当

所長 次長 微 生 物 担 当
大気・特定化学物質担当
水 質 担 当

⑵ 分 掌 事 務

○企画・管理担当
１ 公印の管守に関すること
２ 文書の収受、発送、編集及び保存に関すること
３ 職員の身分及び服務に関すること
４ 庁舎の維持及び管理に関すること
５ 予算の執行に関すること
６ 現金、有価証券及び物品の出納命令に関すること

１



職 員３

７ 諸収入の徴収に関すること
８ 県有財産の維持及び管理に関すること
９ 衛生及び環境情報の収集及び解析に関すること
１０ 検査及び分析並びに調査研究の調整に関する

こと
１１ 衛生及び環境教育の技術指導の企画並びに調

整に関すること
１２ 研修指導並びに精度管理の企画並びに調整に

関すること
１３ 衛生及び環境に係る広報に関すること
１４ その他、他の担当の所掌に属しないこと

○化学担当
１ 医薬品、毒物、劇物等の試験検査に関すること
２ 食品衛生及び環境衛生の試験検査に関すること
３ 衛生化学に係る調査研究に関すること
４ 食品衛生検査等に係る業務管理に関すること
５ 衛生化学的試験検査技術の研修及び指導並び
に精度管理に関すること

○微生物担当
１ 病原微生物の試験検査に関すること
２ 血清学的検査に関すること
３ 感染症に係る疫学的試験検査に関すること
４ 食品衛生及び環境衛生に係る微生物学的検査
に関すること

５ 微生物学に係る調査研究に関すること
６ 食品衛生検査等に係る業務管理に関すること

７ 微生物学的試験検査技術の研修及び指導並び
に精度管理に関すること

○大気・特定化学物質担当
１ ばい煙及び粉じんの分析及び解析に関すること
２ 環境大気の測定、分析及び解析に関すること
３ ばい煙発生施設における排ガス並びに燃料の
測定及び解析に関すること

４ 悪臭物質の測定、分析及び解析に関すること
５ 環境放射能の測定、分析及び解析に関すること
６ 大気汚染に係る環境の常時監視に関すること
７ 特定化学物質の分析及び解析に関すること
８ 大気汚染及び特定化学物質に係る調査研究に
関すること

９ 大気汚染及び特定化学物質の試験検査技術の
研修及び指導並びに精度管理に関すること

○水質担当
１ 公共用水域の水質の分析及び解析に関すること
２ 工場排水等の水質の分析及び解析に関すること
３ 水質に係る有害物質の分析に関すること
４ 水質の生物学的検査に関すること
５ 汚泥、底質等の調査及び分析に関すること
６ 廃棄物に係る有害物質の分析に関すること
７ 温泉の分析に関すること
８ 水質汚濁に係る調査研究に関すること
９ 水質環境の試験検査技術の研修及び指導並び
に精度管理に関すること

職員配置表 平成２６年５月１日現在

種 別
組織別

事務吏員 技術吏員 非常勤嘱託 臨時職員 計 備 考

所 長 １ １
次 長 １ １
企 画 ・ 管 理 担 当 ４ ２ １ ７
化 学 担 当 ６ １ １ ８
微 生 物 担 当 ７ １ ８
大気・特定化学物質担当 ６ １ １ ８
水 質 担 当 ６ １ １ ８

計 ５ ２６ ６ ４ ４１

２



施 設４

経理執行の状況５

○所在地
大分市高江西２丁目８番

○敷地面積
１３，２３８．８２㎡

○建物構造面積
①研究棟
鉄筋コンクリート３階建
面 積 ２，２８４．９１㎡（延面積５，２５５．３５㎡）

②附属棟
設備棟、車庫、倉庫等
延床面積（合計） ３６７．５４㎡

○完工期日
平成１５年２月１０日

○工事費総額
２，０３８，１９０千円

⑴ 平成25年度歳入調書 （単位：円）

科 目 調定額 収入済額 収入未済額
（款）使用料及手数料 １６２，８９２ １６２，８９２ ０
（項）使 用 料 ７３，１１２ ７３，１１２ ０
（目）総務使用料 ７３，１１２ ７３，１１２ ０
（節）庁舎等使用料 ７３，１１２ ７３，１１２ ０

（項）手 数 料 ８９，７８０ ８９，７８０ ０
（目）保健環境手数料 ０ ０ ０
（節）衛生免許試験その他手数料 ０ ０ ０
（目）証紙収入 ８９，７８０ ８９，７８０ ０
（節）証紙収入 ８９，７８０ ８９，７８０ ０

（款）財 産 収 入 ０ ０ ０
（項）財産売払収入 ０ ０ ０
（目）物品売払収入 ０ ０ ０
（節）物品売払収入 ０ ０ ０

（款）諸 収 入 １，０９５，９５３ １，０９５，９５３ ０
（項）受託事業収入 ９５３，５３０ ９５３，５３０ ０
（目）その他受託事業収入 ９５３，５３０ ９５３，５３０ ０
（節）水質分析調査事業分 ４９５，２８０ ４９５，２８０ ０
（節）衛生試験検査事業分 ４５８，２５０ ４５８，２５０ ０

（項）雑 入 １４２，４２３ １４２，４２３ ０
（目）雑 入 １４２，４２３ １４２，４２３ ０
（節）健康対策課所属 ０ ０ ０
（節）環境保全課所属 ７，２５６ ７，２５６ ０
（節）生活環境企画課所属 １３５，１６７ １３５，１６７ ０

合 計 １，２５８，８４５ １，２５８，８４５ ０

３



⑵ 平成25年度歳出調書

予算主務課

目名
節

人 事 課 福祉保健
企画課 健康対策課 医療政策課 生活環境企画課

職員厚生費 人事管理費 社会福祉
総務費 予防費 薬務費 温泉費 センター費 公害対策費

報 酬 ２６８，８００ １４，０３１，３００

共 済 費 ３，３２９，０００ ２１８

賃 金 ６，００９，６５５

報 償 費 ４３，０００

旅 費 ８０，２６０ ３５０，０００ １２０，０００ １４，０００ ３，０５０，０４６

交 際 費

需 用 費 ２６４，３００ ６，０００ ３５，３３２ ８，５６０，０４５ ９６，０００ ３９３，０００ ２２，４９７，６７４

食 糧 費 ４０，５００

その他需用費 ２６４，３００ ６，０００ ３５，３３２ ８，５６０，０４５ ９６，０００ ３９３，０００ ２２，４５７，１７４

役 務 費 ８４，７１６ ５，０００ １，４５９，３９６

委 託 料 １４，３０３，３４９

使 用 料 及 賃 借 料 ５，０００ ３８，０００ ５５，０５０

工 事 請 負 費

備 品 購 入 費 １６，１７３，０００

負担金補助及交付金 ３５６，９５０

公 課 費 ５０，８００

合 計 ５３３，１００ ８６，２６０ ３５，３３２ ８，９９４，７６１ ２１６，０００ ４１７，０００ ８１，３４２，１７０ ５５，２６８

予
算
執
行
の
状
況

令 達 予 算 額 ５３３，１００ ８６，２６０ ３５，３３２ ８，９９４，７６１ ２１６，０００ ４１７，０００ ８１，３４２，１７０ ５５，２６８

支 出 済 額 ５３３，１００ ８６，２６０ ３５，３３２ ８，９９４，７６１ ２１６，０００ ４１７，０００ ８１，３４２，１７０ ５５，２６８

予 算 残 額 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

４



（単位：円）

環境保全課 廃棄物
対策課 食品安全・衛生課 漁業管理課 全国高校総体

推進局
計

公害対策費 環境整備
指導費

食品衛生
指導費

環境衛生
監視費 水産振興費 体育振興費

14,300,100

230,748 3,559,966

1,451,164 7,460,819

43,000

1,004,490 51,000 419,710 52,820 60,000 2,360 5,204,686

０

25,251,235 6,149,677 11,064,324 247,600 ０ 74,565,187

40,500

25,251,235 6,149,677 11,064,324 247,600 74,524,687

347,439 9,600 1,906,151

22,819,965 5,147,310 42,270,624

165,356 263,406

０

6,825,735 182,910 23,181,645

356,950

50,800

58,096,132 6,383,587 16,631,344 52,820 317,200 2,360 173,163,334

58,096,132 6,383,587 16,631,344 52,820 317,200 2,360 173,163,334

58,096,132 6,383,587 16,631,344 52,820 317,200 2,360 173,163,334

０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

５



主要機器６
⑴ 化学担当

⑵ 微生物担当

品 目 取得年月日 メーカー 型 式 備 考

固相抽出システム Ｈ ６．６．１０ 日本ミリポア S.P.C.CONT

ガスクロマトグラフ Ｈ ８．１１．２７ ヒューレットパッカード社 HP-６８９０ NPD,FID

ガスクロマトグラフ質量分析装置 Ｈ ９．２．２４ ヒューレットパッカード社 HP６８９０MSD

ガスクロマトグラフ Ｈ１４．２．１９ ㈱島津製作所 GC-２０１０ FPD,FTD

高速液体クロマトグラフ質量分析装置 Ｈ１５．３．１６ アプライドバイオシステムズ社 API-２０００

超高速冷却遠心機 Ｈ１５．３．２５ KOKUSAN H‐９R

質量検出器（MS分析計） Ｈ１７．２．１ 日本ウォーターズ㈱ ZQ２０００

ガスクロマトグラフ質量分析計 Ｈ１８．２．１０ アジレントテクノロジー Agilent５９７５inert MSD

高速液体クロマトグラフ装置（MS/MS·PDA） Ｈ２１．９．７ アジレントテクノロジー HPLC１２００MS/MS６４６０A MS/MS,PDA

超純水製造装置 Ｈ２１．１１．３０ ヤマト科学 オートピュアWR７００

有機化合物クリーンアップGPCシステム Ｈ２１．１２．１８ ジーエルサイエンス㈱ G-PREF GPC８１００single

分光光度計 Ｈ２４．９．１９ ㈱日立ハイテクノロジーズ U-２９００ オートシッパ

純水製造装置一式 Ｈ２４．９．２０ メルク株式会社 Elix Advantage１５ １００L

品 目 取得年月日 メーカー 型 式 備 考

万能写真顕微鏡 Ｓ６１．９．１ 日本光学工業 MICROPHOT-FX‐２

バイオハザード対策システム Ｓ６３．３．２８ 新興精機 特注 P３

パルスフィールド泳動装置 Ｈ１０．３．３１ 日本バイオラッドボラトリズ CHEF-DRⅢチラーシステム

蛍光微分干渉顕微鏡 Ｈ１０．９．１ ㈱ニコン E８‐FL-DIC

遺伝子増幅装置 Ｈ１２．８．２ MJ RESEARCH RCT-２２５DNAエンジンテトラッド

電子顕微鏡 Ｈ１５．３．２７ 日本電子 JEM-１２３０,JSM-６３６０LV

リアルタイムPCR装置 Ｈ１７．１２．２６ ロッシュ・ダイアグノスティックス Light Cycler DX４００

遺伝子取り込み・解析装置 Ｈ１９．１１．２６ バイオ・ラッドラボラトリーズ㈱ GelDocXR/WindowsP

ジェネティックアナライザ Ｈ２０．１２．２５ アプライドバイオシステムジャパン㈱ ３１３０xl-１００

遺伝子増幅装置 Ｈ２１．１０．１ 日本バイオラッドボラトリズ PTC-２４０

パルスフィールド泳動装置 Ｈ２１．１０．１ 日本バイオラッドボラトリズ CHEF-DRⅢチラーシステム

リアルタイムPCR装置 Ｈ２１．９．２４ アプライドバイオシステムジャパン㈱ StepOnePlus-０１

超高速遠心機一式 Ｈ２２．３．１６ 日立工機株式会社 CW８０WX

６



⑶ 大気・特定化学物質担当
品 目 取得年月日 メーカー 型 式 備 考

大気汚染観測用コンテナ Ｓ６１．８．１５ 矢野特殊自動車 特注 別府青山中学校設置
位相差顕微鏡 Ｓ６３．８．８ カールツァイス Axioskop４０ デジタルカメラ付き
硫黄分析計 Ｈ ２．１２．５ 理学電機工業㈱ サルファX
校正用ガス調製装置 Ｈ１０．１２．２ 電気化学計器㈱ CGS-１２型
マイクロウェーブ分解装置 Ｈ１１．３．２３ マイルストーン ETOHOS１６００ ICP-MS用試料分解、濃縮
自動ソックスレー抽出装置 Ｈ１２．２．１０ 柴田科学㈱ B-８１１ ３台
高分解能ガスクロマトグラフ質量分析装置 Ｈ１２．３．１５ 日本電子㈱ JMS-７００D
大気汚染観測用コンテナ Ｈ１２．３．３１ 特注 西部振興局設置
電気炉 Ｈ１５．２．２８ アドバンテック東洋㈱ KM-１０００S 原子力規制庁備品
自動ソックスレー抽出装置 Ｈ１５．６．１３ 柴田科学㈱ B-８１１
窒素酸化物測定装置 Ｈ１６．３．１２ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-２５４ 津久見市役所設置
窒素酸化物測定装置 Ｈ１６．３．１２ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-２５４ 臼杵市役所設置
硫黄酸化物測定装置 Ｈ１６．３．１２ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-２１２J 大気環境測定車に搭載
一酸化炭素測定装置 Ｈ１６．３．１２ 東亜ディーケーケー㈱ GIA-２７２H(S) 大気環境測定車に搭載
オキシダント測定装置 Ｈ１６．３．１２ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-２１３J 大気環境測定車に搭載
データ収録処理装置 Ｈ１６．３．１２ 東亜ディーケーケー㈱ DNS３０９(S) 大気環境測定車に搭載
浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ１６．３．１２ 東亜ディーケーケー㈱ DUB-２２２ 大気環境測定車に搭載
窒素酸化物測定装置 Ｈ１６．３．１２ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-２１４J 大気環境測定車に搭載
オキシダント測定装置 Ｈ１８．１．２５ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-２５３ 日出町鷹匠設置
オキシダント測定装置 Ｈ１８．１．２５ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-２５３ 西部振興局設置
硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ１８．６．３０ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-２５６ 西部振興局設置
窒素酸化物測定装置 Ｈ１８．１２．８ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-２５４ 別府青山中学校設置
VOC分析用前処理装置 Ｈ１９．３．１６ エンテック社 ７１００A/４６００A/３１００A
γ線核種分析ソフト及びデータ処理装置 Ｈ１９．９．７ キャンベラジャパン㈱ 原子力規制庁備品
窒素酸化物測定装置 Ｈ１９．１０．２ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-２５４ 西部振興局設置
硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ１９．１０．２ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-２５６ 別府青山中学校設置
液体窒素蒸発散防止装置 Ｈ１９．１１．３０ キャンベラジャパン㈱ CA２０１ 原子力規制庁備品
ガスクロマトグラフ質量分析装置 Ｈ１９．１２．２８ アジレント・テクノロジー㈱ Agilent ５９７５CMSD
ベータ線自動測定装置 Ｈ２０．１０．１５ アロカ㈱ JDC-３２０１ 原子力規制庁備品
オキシダント測定装置 Ｈ２１．３．２７ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-３５３ 別府青山中学校設置
オキシダント測定装置 Ｈ２１．３．２７ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-３５３ 中津総合庁舎設置
硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ２１．３．２７ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-３２７ 臼杵市役所設置
窒素酸化物測定装置 Ｈ２１．３．２７ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-３５４ 日出町鷹匠設置
硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ２１．５．２９ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-３１２ 豊肥保健所設置
窒素酸化物測定装置 Ｈ２１．５．２９ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-３５４ 豊肥保健所設置
オキシダント測定装置 Ｈ２１．５．２９ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-３１３ 豊肥保健所設置
モニタリングポスト Ｈ２１．１０．１ アロカ㈱ MAR-２２ 原子力規制庁備品
ガスクロマトグラフ（悪臭等分析装置） Ｈ２１．１１．２７ アジレント・テクノロジー㈱ ７８９０A FPD,FID
オキシダント動的校正装置 Ｈ２２．１．２０ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-３１３,OZ-２００
硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ２２．２．１０ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-３２７ 南部振興局設置
オキシダント測定装置 Ｈ２２．３．１０ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-３５３ 臼杵市役所設置
γ線核種分析装置（Ge半導体検出器） Ｈ２３．３．２５ キャンベラジャパン㈱ GC３０１８ 原子力規制庁備品
硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ２３．３．３１ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-３２７ 日出町鷹匠設置
窒素酸化物測定装置 Ｈ２３．３．３１ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-３５４ 中津総合庁舎設置
超純水製造装置 Ｈ２３．９．２８ アドバンテック東洋㈱ RFU６６５DA、RFP７４２HA
オキシダント測定装置 Ｈ２３．１０．３１ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-３５３ 南部振興局設置
オキシダント測定装置 Ｈ２３．１０．３１ 東亜ディーケーケー㈱ GUX-３５３ 津久見市役所設置
硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ２４．３．８ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-３２７ 中津総合庁舎設置
γ線核種分析装置 Ｈ２４．３．９ キャンベラジャパン㈱ GC３０１８ 原子力規制庁備品
モニタリングポスト Ｈ２４．３．２７ 日立アロカメディカル㈱ MAR-２２ 原子力規制庁備品、４台
サーベメーター Ｈ２４．３．２７ 日立アロカメディカル㈱ TCS-１７１B
気中水銀測定装置 Ｈ２４．９．２７ 日本インスツルメンツ㈱ マーキュリーWA‐４
硫黄酸化物・浮遊粒子状物質測定装置 Ｈ２５．２．１２ 東亜ディーケーケー㈱ GFS-３２７ 津久見市役所設置
窒素酸化物測定装置 Ｈ２５．２．１２ 東亜ディーケーケー㈱ GLN-３５４ 南部振興局設置
微小粒子状物質自動測定装置 Ｈ２５．２．１４ 東亜ディーケーケー㈱ FPM-３７７‐２ 西部振興局設置
大気環境測定車「ほしぞら号」 Ｈ２５．３．１８ 日野自動車
微小粒子状物質自動測定装置 Ｈ２５．４．２５ 紀本電子工業㈱ PM-７１２ 南部振興局設置
微小粒子状物質自動測定装置（屋外設置型） Ｈ２５．４．２５ 紀本電子工業㈱ PM-７１２ 中津総合庁舎設置
イオンクロマトグラフ Ｈ２５．１２．２４ 日本ダイオネクス㈱ ICS-１６００

７



⑷ 水質担当

品 目 取得年月日 メーカー 型 式 備 考

携帯型ラドン計 Ｓ６０．８．２３ ＥＤＡ社 RD-２００

超音波ネブライザー Ｈ ７．９．１３ 日本ジャーレルアッシュ㈱ U-５０００AT

元素分析計 Ｈ ７．１１．２１ ヤナコ分析工業㈱ MT‐５

水分析用自動固相抽出装置 Ｈ１３．１．２３ ジーエルサイエンス㈱ ASPE-５９９

ＩＣＰ発光分光分析装置 Ｈ１５．１２．１５ サーモエレクトロン㈱ IRIS lntrepid Ⅱ XSP

ガスクロマトグラフ質量分析計 Ｈ１９．３．２９ 日本電子㈱ JMS-Q１０００GC K９ ヘッドスペースオートサンプラー付

原子吸光分析装置 Ｈ１９．３．３０ サーモエレクトロン㈱ SOLAAR S‐２ 水素化物発生装置付き

ｐＨ等自動測定器 Ｈ１９．１１．１３ 東亜ディーケーケー㈱ MM-６０R型他 多検体pH、EC測定装置

還元気化水銀測定装置 Ｈ１９．１１．１４ 日本インスツルメント㈱ マーキュリーRA-３

ガスクロマトグラフ質量分析計 Ｈ１９．１１．１５ 日本電子㈱ JMS-Q１０００GC K９

全有機炭素分析計 Ｈ２０．１２．９ ㈱島津製作所 TOC-VCSH

ガスクロマトグラフ分析計 Ｈ２０．１２．１５ アジレント・テクノロジー社 ７８９０GC ＥＣＤ検出器

水質自動分析計（オートアナライザー） Ｈ２１．９．３０ ビーエルテック㈱ SWAAT,QuAAtro２‐HR 分光光度計付き

ＩＣＰ質量分析装置 Ｈ２２．１２．２２ サーモフィッシャーサイエンティフィック㈱ Xシリーズ２

イオンクロマトグラフ Ｈ２３．１１．８ ダイオネクス㈱ ICS１６００

高速液体クロマトグラフ Ｈ２４．１０．１７ ㈱島津製作所 Prominence LC-２０AD

冷却高速遠心機 Ｈ２５．１１．２９ コクサン H-２０００B

超純水・純水製造装置 Ｈ２５．１１．２９ メルク㈱ Milli-Q Integral１０

８



業務概要７
⑴ 企画・管理担当

企画・管理担当は、予算執行等の管理的業務とと
もに、調査研究に関する総合調整及び評価、衛生及
び環境教育の技術指導に関する企画・調整、衛生及
び環境情報の収集及び解析、研修指導及び精度管理
に関する企画・調整、衛生及び環境に係る広報等を
主な業務としている。
これらの業務の概要は、次のとおりである。

ア 調査研究の調整及び評価

センターで実施する調査研究の総合調整をすると
ともに、提出された新規課題、継続課題、終了課題
について、それぞれ評価要綱に基づき内部評価、外
部評価を実施した。また終了課題について結果報告
会を行った。

イ 環境・衛生教育

環境月間に地元の小学校３年生を対象に、実習や
施設見学を通して環境や健康の大切さを学ぶ体験学
習を行った。
また、各種団体からの依頼による体験学習や実技
研修の受け入れも行った。

ウ 情報の整備

所内ＬＡＮを構築し、同時に複数のクライアント
からサーバ上のデータを利用することができるよう
になり、業務の効率化が図られている。
関係担当において、これまでに次のシステムを開
発し、これらのシステムの改良やデータの更新等の
運用・管理が行われている。
①温泉情報データベース
②公共用水域水質測定管理
③地下水水質測定管理
④大気常時測定結果管理
⑤酸性雨測定結果管理
⑥図書管理
⑦備品管理
⑧関係機関住所録
⑨公用車予約管理
⑩地方衛生研究所業績集検索
⑪会議室・分析機器の予約管理

工 広報

広報誌「衛生環境研究センターだより」は、トピッ
クスとして「SFTS‐マダニが媒介する新しい感染
症‐」及び「PM２．５に関する情報」、調査研究の
紹介として「大分県内で飼育された豚から検出した
日本脳炎ウイルスの遺伝子解析」などの内容を掲載
しており、県内各保健所、市町村等関係機関に配布
した。
また、衛生環境研究センターのホームページを運
営し、当センターの施設や業務の紹介、感染症情報
等について情報提供している。また、調査研究の課
題及び外部評価結果、研修指導など時期に応じて速
やかに更新を行った。
（URL http : //www.pref.oita.jp/soshiki/１３００２/）

⑵ 化学担当

化学担当は、食品衛生法、薬事法、有害物質を含
有する家庭用品の規制に関する法律などに基づく行
政検査や依頼検査のほか、それぞれの分野に関連し
た調査研究、研修指導等を主たる業務としている。
これらの業務の概要は、次のとおりである。

ア 食品衛生に関する業務

（ア）行政検査
食品衛生法に基づき食品安全・衛生課が策定した
大分県食品衛生監視指導計画により、県特産食品、
県内広域に流通する食品、輸入食品を重点に、以下
の項目について、県下５ブロックの食品衛生監視機
動班が収去・搬入した食品及び食中毒、違反・苦情
食品の検査を行う。
ａ 残留農薬
県産或いは輸入野菜・果物等に残留する農薬の
検査を３０検体で行った。また、一斉試験法の測定
項目の拡大を随時検討し、現在では２４６項目３１８成
分が測定可能である。
ｂ 動物用医薬品（合成抗菌剤、抗生物質等）
市販されている食肉、鶏卵、養殖魚介類等に残
留する合成抗菌剤及び抗生物質等の検査を９９検体
で行った。現在では９３項目１１２成分が測定可能で
ある。
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ｃ 食品添加物
市販されている県産の漬物等について、合成保
存料（ソルビン酸、安息香酸等）や漂白剤、甘味
料、発色剤の検査を６０検体で行った。
ｄ 特定原材料（アレルギー物質）検査
アレルギー物質７品目（乳、卵、小麦粉、そば、
落花生、えび、かに）を使用している場合は、そ
の旨を表示する義務がある。流通している食品で
使用表示のない３０検体について検査を行った
かまぼこの検査で１件の小麦混入違反事例が
あった。

（イ）委託業務等
貝類毒化モニタリング検査
漁業管理課からの委託を受け、年間計画に基づき
ヒオウギガイ、アサリ、カキ、イワガキ等について
麻痺性貝毒の検査を17検体行った。

イ 家庭用品に関する業務

薬務室の行政検査として、有害物質を含有する家
庭用品の規制に関する法律に基づき、市販の乳幼児
用衣類おむつ、下着等に使用されているホルムアル
デヒド及び有機スズの残留量検査を１５検体について
行った。

ウ 薬事に関する業務

ＧＭＰ（医薬品及び医薬部外品の製造管理及び品
質管理の基準）調査要領に基づき、組織や品質マニュ
アル等を整備し公的認定検査機関として、平成２５年
３月２５日認定を受けた。

工 食品衛生検査施設における検査等の業務管理

（GLP : Good Laboratory Practice）
内部点検標準作業書（SOP : Standard Operating
Procedure）に基づき、信頼性確保部門責任者によ
る内部点検を実施している。

オ 外部精度管理

食品衛生外部精度管理事業として、食品薬品安全
センター秦野研究所が実施している外部精度管理に
参加し、食品添加物（ソルビン酸）、動物用医薬品
（スルファジミジン）及び農薬６成分（チオベンカ
ルブ、マラチオン、クロルピリホス、テルブホス、
フルシトリネート、フルトラニル）中、３成分につ
いて精度管理を実施している。
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区 分
項 目

検 体 数 成 分 数

総 件 数 ６１７ ５９，９７０

◎行 政 検 査
残 留 農 薬 ３０ ５，６５０
動 物 用 医 薬 品 ９９ ６，８２５
食 品 添 加 物 ６０ ４３５

食 品 衛 生
ア レ ル ギ ー 物 質 ３０ ３０
カ ビ 毒 ０ ０
違 反 ・ 苦 情 食 品 ２７ ２７
ス ク リ ー ニ ン グ ３０ ３０

計 ２７６ １２，９９７
薬 事 衛 生 ０ ０
家 庭 用 品 １５ ４５

小 計 ２９１ １３，０４２

◎委託業務検査
貝 毒 モ ニ タ リ ン グ （ 漁 業 管 理 課 ） １７ １７

小 計 １７ １７

◎依頼検査
食 品 衛 生 １１ １１
そ の 他 メ ラ ミ ン 等 ０ ０

小 計 １１ １１

◎調 査 研 究
残 留 農 薬 ・ 動 物 性 医 薬 品 １２８ １２，８００
危 機 管 理 対 策 １ ３００
食 品 添 加 物 ０ ０
精 度 管 理 ・ 妥 当 性 評 価 等 １６９ ３３，８００

小 計 ２９８ ４６，９００

表１ 平成25年度業務実績（化学相当）

⑶ 微生物担当

微生物担当の業務は、細菌、ウイルス、リケッチ
アおよび血清免疫学等に関する各分野の行政検査、
委託業務検査、依頼検査、調査研究ならびに検査技
術の研修・指導などである。
行政検査では、感染症、食中毒、収去食品等の検
査、公共用水域や海水浴場等の水質検査、公衆浴場
水等のレジオネラ属菌検査、特定性感染症（クラミ
ジア、エイズ等）の検査および保健所からの依頼に
よる検査を行っている。
委託業務検査では、厚生労働省の感染症流行予測
事業、大分市（中核市）との委託契約に基づく食品

等の微生物学的検査および検疫所との委託契約に基
づく検疫感染症検査を行っている。
依頼検査では、つつが虫病の血清学的検査などを
行っている。
調査研究では、感染症・食中毒の動態及び疫学に
関する研究や新しい検査方法の開発・導入に関する
研究等に取り組んでおり、その一部は国や他の地方
衛生研究所等との共同研究（分担研究、研究協力を
含む）である。
研修・指導業務では、主に保健所の検査担当者を
対象とした検査実技等の研修を行うとともに、「大
分県試験検査精度管理事業実施要綱」に基づき微生
物部門の精度管理を実施している。また、「大分県
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衛生環境研究センター研修生取扱要綱」に基づき県
内の臨床検査技師専門学校の臨地実習等を行ってい
る。
このほか、県健康対策課内に設置している大分県
感染症情報センターに関して、感染症情報の収集・
解析・還元等の業務支援を行っている。

ア 感染症

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に
関する法律」に基づき実施している大分県感染症発
生動向調査事業における全数把握疾病では、２０１３年
は結核２９５人、細菌性赤痢２人、腸管出血性大腸菌感
染症２７人、Ｑ熱１人、つつが虫病７人、デング熱１人、
マラリア１人、ライム病１人、レジオネラ症１３人、ア
メーバ赤痢３人、ウイルス性肝炎１人、後天性免疫不
全症候群８人、侵襲性肺炎球菌感染症４人、梅毒３人、
破傷風４人および風しん３１人の報告があった。
当所では同調査事業の一環として、検査定点で採
取した臨床検体からの原因微生物検索を行ってお
り、細菌関係は主に溶血レンサ球菌感染症及び感染
性胃腸炎の検体を検査している。溶血レンサ球菌感
染症では、２０１３年は１１５検体を検査し、８２検体（７０％）
からA群７７株、C群４株、G群菌１株の溶血レンサ球
菌を分離した。A群菌のＴ型別では、T４型、T１２型、
T２５型、T２８型が多く分離された。感染性胃腸炎で
は、２０１３年は３８検体を調べ、２２検体（５８％）から下
痢起因細菌を検出した。その内訳はサルモネラ属菌
１３株、黄色ブドウ球菌５株、カンピロバクター２株、
腸管出血性大腸菌１株、病原大腸菌１株であった。ウ
イルス関係は、インフルエンザ様疾患、無菌性髄膜
炎、感染性胃腸炎等の患者材料（咽頭拭い液、脊髄
液、糞便等）４９６検体を検査し、２６９件（５４％）の病
因ウイルスを検出した。検出ウイルスの内訳はコク
サッキーウイルスＡ６型２６件、エコーウイルス３０型
２５件、ライノウイルス２６件、インフルエンザウイル
スAH３亜型１６件、ノロウイルスGⅡ１３件等であっ
た。
感染症集団発生等に係る検査として、ウイルス性
胃腸炎は２事例８検体を検査し、２検体からノロウイ
ルスGⅡ、３検体からサポウイルスを検出した。腸
管出血性大腸菌については２７件の患者発生報告が
あったが、集団感染疑い事例はなかった。
麻しんについては、平成２２年７月２２日付けの健康

対策課長通知により、麻しんが疑われる患者全員の
PCR検査を実施している。５検体について検査をし、

すべて麻しんウイルスは検出されなかった。

イ 食中毒

微生物による食中毒が疑われた検査は２５事例で、
そのうち細菌関係は１２事例を検査し、３事例からナ
グビブリオ２件、毒素原性大腸菌１件を検出した。ウ
イルス関係は１３事例を検査し、５事例からノロウイ
ルスを、１事例からノロウイルスおよびサポウイル
スを検出した。原因不明事例として５事例について
寄生虫関係の検査をしたが、いずれも不明事例と
なった。このうちノロウイルス２事例、毒素原性大
腸菌１事例、ナグビブリオ１事例の４事例が微生物を
原因とする食中毒事件となった（大分市を除く）。

ウ 感染症流行予測事業

厚生労働省の感染症流行予測事業に基づき、県産
豚の血液による日本脳炎の感染源調査を行った。HI
抗体陽性率は８月２３日に５０％を超え、最初に抗体が
上昇した時期は８月１２日に採血された豚において認
められた。日本脳炎ウイルスは、８月１２日採血豚で２
株分離された。

エ インフルエンザ

２０１３年４週（１/２１‐１/２７）にピークに達した後、
２０１３年２２週（５/２７‐６/２）に終息する流行パターン
を示した。２０１３/２０１４シーズンは第４９週（１２/２‐１２/
８）から報告が増加し始めた。２０１３年１月からの２０１３
年１２月までのウイルス検出状況はAH３型６０件、B型
１２件で、２０１４年１月から３月までのウイルス検出状況
はAH１型１０件、AH３型８件、B型１０件であった。

オ 食品検査

大分県食品衛生監視機動班等が収去した食品１３９
検体について、食中毒起因菌及び抗生物質、二枚貝
のノロウイルス等を検査した。食用肉では８０検体
中、黄色ブドウ球菌が１０件、サルモネラ属菌が８件、
カンピロバクターが２件、腸管出血性大腸菌が１件、
検出された。県産ミネラルウォーターは２０検体につ
いて検査をし、１検体からレジオネラ属菌が検出さ
れ、７検体から一般細菌が検出された。うち６検体は
飲用不適となる１００cfu/ml以上の菌数が検出され
た。生食用二枚貝は１０検体検査し、ノロウイルスは
検出されなかった。
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カ 水の検査

水質汚濁防止法等に基づいて公共用水域、海水浴
場、公衆浴場等の微生物検査を実施している。２０１３
年度の総件数は４１８検体で、公共用水域の検査がそ
の大部分を占めている。公衆浴場のレジオネラ属菌
は５４検体を検査した。５４検体中３０検体（５６％）から
レジオネラ属菌が検出された。内訳は「掛け流し施
設」では浴槽水１９検体中１４検体（７４％）、湯口水１７
検体中７検体（４１％）で、「循環式施設」では浴槽
水１０検体中４検体（４０％）、湯口水８検体中５検体（６２％）
であった。

キ 血清学的検査

（ア）リケッチアに対する抗体検査
本県におけるつつが虫病患者は例年１０月から１１月
を中心に発生しているが、２０１３年度は疑い患者の血
清８検体について検査依頼があり、２検体が有意の抗
体上昇を示して、つつが虫病と診断された。
（イ）HIV抗体等の検査
「大分県HIV抗体検査実施要領」に基づくHIV抗

体の確定検査等を４検体実施し、３検体が陽性であっ
た。また、「大分県B型肝炎感染防止対策実施要綱」
による保健所職員等のHBs抗原・抗体について、１１４
検体２２８成分の検査を実施した。２００７年度からクラ
ミジアとHCVの検査を大分県特定感染症検査事業
として実施しているが、２０１３年度はクラミジア１７３
件の検査を行った。

ク 調査研究

細菌関係では、「大分県食品衛生指導基準の見直
し検討に係る基礎的細菌調査」等３題の調査研究に
取り組んだ。ウイルス・リケッチア関係では、「県
内マダニのSFTSウイルス保有状況調査」等３題の研
究課題に取り組んだ。

ケ 研修指導

保健所や食肉衛生検査所の検査担当者を主体に、
検査業務に関する実技研修や精度管理を実施した。
また、臨床検査技師専門学校の臨地実習を行った。

表２ 平成２５年度業務実績（微生物担当）

区 分
項 目 検 体 数 成 分 数

総 件 数 ４，１８０ １２，２４６
◎行政検査
（病原体分離・同定・検出）
感染症 ８９４ ５，４２６
食中毒 ２１０ １，２２２
食品 １５４ ５４２
水質検査 ４１８ ５９４
その他（血液製剤無菌試験） ０ ０
（血清検査）
エイズ ２ ８
Ｂ型肝炎 ２５８ ２５８
その他（Ｃ型肝炎、結核） ０ ０

小 計 １，９３６ ８，０５０
◎委託業務検査
感染症流行予測調査 １６０ １６０
食中毒・食品・血清等（大分市） ４ １８

小 計 １６４ １７８
◎依頼検査
（病原体分離・同定・検出）
飲用水 ０ ０
（血清検査）
つつが虫病 ８ ８０

小 計 ８ ８０
◎調査研究
共同研究 １，１５３ ２，１２２
感染症疫学調査研究 ６７５ ７３７
食中毒病原体調査研究 １７０ ８６０
検査法開発導入調査研究 ７４ ２１９

小 計 ２，０７２ ３，９３８
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⑷ 大気・特定化学物質担当

大気・特定化学物質担当は、大気汚染や特定化学
物質、悪臭等の環境保全対策に資するため、法律等
に基づく行政検査、委託検査業務並びに調査研究業
務を主たる業務としている。

ア 行政検査

（ア）大気汚染の常時監視
大気汚染防止法に基づき、昭和４６年度からテレ
メータシステムで監視を行っている。平成２５年度
は、大気汚染状況の常時監視を７市１町の８か所にお
いてオンラインシステムで二酸化硫黄、窒素酸化
物、浮遊粒子状物質、光化学オキシダント及び風向・
風速を測定している。
なお、微小粒子状物質の測定を平成２５年２月から
西部振興局で４月から中津総合庁舎及び南部振興局
で開始した。

（イ）交通環境・一般環境の大気測定調査
常時監視測定局が設置されていない道路沿道など
の地域の大気汚染物質濃度（二酸化硫黄、窒素酸化
物、浮遊粒子状物質、一酸化炭素、光化学オキシダ
ント）の実態を把握するためおこなっている。

（ウ）有害大気汚染物質調査
大気汚染防止法に基づき、平成９年度から一般環
境等における揮発性有機化合物（ＶＯＣ）等の有害
大気汚染物質についてモニタリング調査を行ってい
る。平成２５年度は、行政検査により５市の一般環境
等において最大１５項目の調査を行った。

（エ）浮遊粉じん調査
浮遊粉じんによる大気の汚染状況を把握するた
め、平成２５年度は、行政検査により重金属成分等の
調査を１市の固定発生源周辺で行った。

（オ）特定化学物質調査
ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、平成１２
年度から環境大気、公共用水域水質（河川、海域及
び湖沼）、底質（河川、海域及び湖沼）、地下水及
び土壌中のダイオキシン類の分析を行っている。平
成２５年度は、ダイオキシン類対策特別措置法に基づ
く行政検査によるものが４１検体であった。

（カ）悪臭物質等調査
悪臭等防止対策の資料とするため、平成２５年度
は、旧産業廃棄物最終処分場１カ所におけるアンモ
ニア、硫黄化合物等の調査を行った。
（キ）環境放射能調査
県外から搬入される産業廃棄物の性状を調査する
ため、放射性物質等の検査を行った。
また、県内の海水浴場における放射性物質の調査
を行った。

イ 委託検査業務

（ア）国設酸性雨測定所の管理運営
酸性雨による大気汚染の実態を把握するため、環
境省の委託を受け、平成６年度から、竹田市久住町
の阿蘇くじゅう国立公園の区域内に設置された国設
酸性雨測定所の管理運営を行っている。平成２５年度
も引き続き、同所における気象データの収集を行う
と共に雨水のpH、電気伝導率（EC）測定と成分分
析を行った。

（イ）環境放射能調査
放射能のバックグラウンドを測定し、環境放射能
の水準を把握するため、原子力規制庁の委託を受
け、昭和６２年度から調査を行っている。平成２５年度
も引き続き、定時降水中のβ線や、モニタリングポ
ストにより空間放射線量率の測定を行うとともに、
大気浮遊じん、降下物、土壌、野菜、牛乳等のγ線
を測定し、環境中に存在する放射性核種の調査を
行った。

ウ 調査研究

（ア）酸性雨調査
平成３年度から全国環境研協議会の酸性雨全国調
査に参加している。
また、県内における酸性雨の実態と推移を把握す
ることを目的として、大分市、日田市、竹田市久住
町において昭和６０年度から継続的に調査を行ってい
る。
（イ）由布地域の環境大気特性について
由布地域において大気環境測定車による調査を実
施したところ、他の常時監視測定局と比べ光化学オ
キシダント濃度が高い値を示しており、この原因調
査を行った。
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区 分
項 目

検体数 成分数

総 件 数 ７４２ ２０，８７１

◎行政検査
大気汚染常時監視 ９６ １５，５３６
交通環境・一般環境調査 ５ ３６
有害大気汚染物質調査 １２０ ７３７
浮遊粉じん調査 １２ ６０
ダイオキシン類調査 ４１ １，５９９
悪臭物質等調査 ２ ４４
環境放射能調査 ３４ １０２
その他 ４ ４５

小 計 ３１４ １８，１５９

◎委託業務検査
酸性雨調査（環境省） ４９ ４８４
環境放射能調査（原子力規制庁） １７１ ２７３
環境化学物質調査（環境省） １ １

小 計 ２２１ ７５８

◎依頼検査

小 計 ０ ０

◎調査研究
酸性雨調査 ２０７ １，９５４

小 計 ２０７ １，９５４

表３ 平成25年度業務実績（大気・特定化学物質担当）

⑸ 水質担当

水質担当は、水質汚濁防止法、廃棄物及び清掃に
関する法律、温泉法に基づく行政検査、委託業務検
査、依頼検査並びに調査研究を主たる業務としてい
る。

ア 行政検査

（ア）測定計画による調査（公共用水域及び地下水
の水質調査）
公共用水域の水質測定は、昭和４６年度から水質汚
濁防止法に定める測定計画に基づいて実施してい
る。平成２５年度は県担当分の３９河川５８地点、２湖沼６
地点において生活環境項目（８項目）、健康項目
（２６項目）、要監視項目（２４項目）、水生生物保全

項目（４項目）、特定項目（１項目）、特殊項目（２
項目）及びその他項目（８項目）について年２～１２回
の測定を行った。
また、地下水の水質測定は、測定計画に基づき県
担当分の６４井戸において環境基準項目（２７項目）、
要監視項目（２３項目）及びその他項目（７項目）に
ついて年１～２回の測定を行った。

（イ）海水浴場水質調査
県下の主要海水浴場（年間利用者数が、おおむね

１万人以上）の水質の現況を把握するとともに、そ
の結果を公表して住民の利用に資することを目的と
して、昭和４７年度から実施している。
平成２５年度は４箇所について、微生物担当、大気・
特定化学物質担当及び東部保健所と分担し、遊泳期
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間前２回、遊泳期間中１回調査を実施した。

（ウ）工場・事業場排水監視調査
水質汚濁防止法及び瀬戸内海環境保全特別措置法
に基づく規制対象工場・事業場の排水監視のため、
水質測定を行っている。
平成２５年度は、生活環境項目、健康項目等につい
て、延べ２１１箇所の事業場排水について、２２３検体、
１，２４１成分の水質測定を行った。

（エ）廃棄物処理施設等維持管理状況等調査
廃棄物及び清掃に関する法律に基づき県が指導・
監督を行っている産業廃棄物処分場等の維持管理指
導のため、水質測定を行っている。
平成２５年度は、金属等の有害物質を中心に排出さ
れる放流水、浸透水及び地下水等について、１５８検
体、２，６４４成分の水質測定を行った。

（オ）温泉資源監視基礎調査
平成１３年度から、温泉資源の現状を把握し、実施
してきた保護対策の効果を見守るために県が実施し
ている温泉資源監視基礎調査事業に基づき、実施し
ている。
平成２５年度は、温泉資源を保護するために指定し
た保護地域等において１３地点（大分市３、別府市４、
日田市１、竹田市１、由布市３、九重町１）の泉源にお
いて、年１回、泉温、遊離二酸化炭素等の現地試験
や試験室において密度、ナトリウム等の化学成分の
試験を１３検体、延べ５４７成分にわたり行った。

（カ）その他
測定計画外の公共用水域・地下水の水質調査や土
壌汚染対策にかかる調査等の分析を８６検体、延べ４７５
成分の検査を行った。

イ 委託業務検査

（ア）瀬戸内海広域総合水質調査
瀬戸内海全域にわたって、ほぼ同時期に調査を行
い瀬戸内海の水質状況を的確に把握するための調査
で、環境省の委託を受け、昭和４７年度から調査を行っ
ている。
平成２５年度は春季、夏季、秋季、冬季の年４回、

１５地点の表層水、底層水を現地船上において採水、
水温等の測定、試験室において生活環境項目、クロ
ロフィル‐a、栄養塩類等を延べ１１６検体、２，１５６成

分の検査を行った。

（イ）化学物質環境実態調査
環境リスクが懸念される化学物質について、特定
化学物質の環境中への排出量の把握及び管理の改善
の促進に関する法律の指定化学物質の指定、その他
化学物質による環境リスクに係る施策について検討
する際の暴露の可能性について判断するための基礎
資料等とするための調査で環境省の委託を受け、平
成２年度から調査を行っている。
平成２５年度は秋季（１１月）１回、大分川河口域の
船上で採水、採泥及び水温の現場測定等を行った。
また、水中の化学的酸素消費量等の一般項目を１検
体１０成分、底泥中の硫化物濃度等を３検体３９成分、
魚類の前処理及び脂質重量等を３検体１２成分測定し
た。
なお、化学物質の分析は、環境省委託分析機関で
実施した。

ウ 依頼検査

（ア）温泉分析
平成２５年度は、一般からの依頼により６検体２５２成
分の鉱泉分析試験（中分析試験）を行った。
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表４ 平成25年度業務実績（水質担当）

区 分

項 目
検 体 数 成 分 数

総 件 数 １，２４３ １６，００２

◎行政検査

測定計画による調査 ５８０ ８，５１８

海水浴場調査 ５４ １０８

事業場監視調査 ２２３ １，２４１

産業廃棄物処理施設等維持管理等調査 １５８ ２，６４４

中分析試験 １３ ５４７

温泉分析 うち飲用試験 （０） （０）

可燃性ガス測定 ０ ０

その他 ４６ ３８０

小 計 １，０７４ １３，４３８

◎委託業務検査

瀬戸内海広域総合水質調査 １１６ ２，１５６

化学物質環境実態調査 ７ ６１

小 計 １２３ ２，２１７

◎依頼検査

中分析試験 ６ ２５２

温泉分析 うち飲用試験 （０） （０）

可燃性ガス測定 ０ ０

その他 ４０ ９５

小 計 ４６ ３４７

◎調査研究

０ ０

小 計 ０ ０
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研修状況８
⑴ 研修生の受入状況

研 修 名 所 属 研 修 生 期 間 研修者数 担 当

インフルエンザ検査（AH７
型）研修 大分市保健所 末永 睦美

上杉 美穂 Ｈ２５．５．１７ ２ 微生物

環境学習 大分県立大分上野丘高校 教員２名
学生35名 Ｈ２５．５．３１ ３７ 化学、微生物

新任食監、環監、検査員研修会 南部保健所等 新任食監等 Ｈ２５．６．１０～ ６．１１ １１ 化学、微生物

微生物検査研修会 食肉衛生検査所 甲斐 雅裕 Ｈ２５．６．１０～ ６．１４ １ 微生物

専門学校生研修 大分臨床検査技師専門学校 川野 萌香 Ｈ２５．８．１～ ８．２９ １ 微生物

微生物研修 日本文理大学医療専門学校 大島由香里 Ｈ２５．８．１４～ ８．１６ １ 微生物

大分県公衆衛生獣医師イン
ターンシップ

北里大学獣医学部獣医学科
日本獣医生命科学大学獣医
学部獣医学科

長野 孝奎
海野友理絵 Ｈ２５．８．２３ ２ 微生物

大分県公衆衛生獣医師イン
ターンシップ 山口大学農学部獣医学科 山崎 窓 Ｈ２５．８．３０ １ 微生物

職場体験 大分市立判田中学校
原田 瑞穂
大戸菜々美
深田 春菜

Ｈ２５．９．５～ ９．６ ３
化学、微生物、
大気・特定化学
物質、水質

職場体験 大分市立王子中学校 ３名 Ｈ２５．９．１２ ３
化学、微生物、
大気・特定化学
物質、水質

アレルギー物質検査研修会 豊肥保健所 佐藤 萌 Ｈ２５．１０．１６ １ 化学

クドア研修 福岡市西区保健福祉セ
ンター

松本 弘子
鶴田小百合 Ｈ２５．１１．２０ ２ 微生物

マラチオン分析法 大分市保健所 村谷・田辺 Ｈ２６．１．８ ２ 化学

食品衛生監視機動班研修会
（微生物）、及び食品検査
担当職員研修会

豊肥保健所検査課ほか 森 弥生ほか Ｈ２６．１．２０～２４ ４ 微生物

食肉中の動物用医薬品分析研修 南部保健所 溝腰 朗人 Ｈ２６．１．２１～ １．２３ １ 化学

食肉中の動物用医薬品分析研修 豊肥保健所 佐藤 萌 Ｈ２６．３．４～ ３．６ １ 化学
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⑵ 研修生派遣状況

研 修 内 容 派 遣 先 派 遣 職 員 期 間所 属 氏 名
光化学オキシダント自動計測器校正
研修 福岡県保健環境研究所 大気・特定化学

物質担当 松田 貴志 Ｈ２５．４．１２

アジレント新製品GC,GC/MSD発表
セミナー iichiko総合文化センター

化学担当

大気・特定化学
物質担当

水質担当

衛藤加奈子
林 由美
橋口 祥子
高橋 尚敬
長野 真紀
安東 大悟
松田 貴志
岡本 英子
伊藤 豊信
首藤 弘樹

Ｈ２５．４．１２

大分大学ワークショップ（日本分析
化学会・機器分析） 大分大学

化学担当

大気・特定化学
物質担当

衛藤加奈子
林 由美
橋口 祥子
高橋 尚敬
二宮 健
入江 久生
松田 貴志

Ｈ２５．５．２３

ＧＣ－ＭＳカストマトレーニング
コース（オペレーシヨン基礎）

新川電機㈱分析カスタマセ
ンター

大気・特定化学
物質担当 松田 貴志 Ｈ２５．５．２８～ ５．３０

ＧＣ－ＭＳカストマトレーニング
コース（メンテナンス基礎）

新川電機㈱分析カスタマセ
ンター

大気・特定化学
物質担当 松田 貴志 Ｈ２５．５．３１

機器分析研修（Ａコース） 環境省環境調査研修所
化学担当

大気・特定化学
物質担当
水質担当

橋口 祥子
安東 大悟

伊藤 豊信
Ｈ２５．６．１３～ ６．２８

病原体システム研究会 福岡県保健環境研究所 微生物担当 田中 幸代 Ｈ２５．６．２５～ ６．２６

光化学オキシダント自動計測器校正
研修 福岡県保健環境研究所 大気・特定化学

物質担当 松田 貴志 Ｈ２５．６．２８

サーモフィッシャーサイエンティ
フィック㈱元素分析セミナー２０１３

博多バスターミナル９階
サーモフィッシャーサイエ
ンティフィック㈱

水質担当 山﨑 信之 Ｈ２５．７．２５

pH計基礎とトラブル対応 県産業科学技術センター

化学担当

大気・特定
化学物質担当
水質担当

衛藤加奈子
林 由美
橋口 祥子
高橋 尚敬
二宮 健
入江 久生
松田 貴志
中村 千晴
首藤 弘樹

Ｈ２５．８．２

信頼性確保部門研修会 厚生労働省 化学担当
微生物担当

長谷川昭生
小河 正雄 Ｈ２５．８．２８

ゲルマニウム半導体検出器による測
定法 （公財）日本分析センター 大気・特定化学

物質担当 岡本 英子 Ｈ２５．９．２４～１０．２

地方感染症情報センター担当者向け
ブロック疫学研修会 鹿児島市中央公民館 微生物担当 加藤 聖紀 Ｈ２５．９．３０

蛍光色素を使った二次汚染の体感実
験研修会 センター内 化学担当

衛藤加奈子
橋口 祥子
高橋 尚敬
二宮 健

Ｈ２５．９．２５

クレーム・トラブル対策のための異
物サンプリングと解析の実習セミ
ナー

県産業科学技術センター 化学担当

衛藤加奈子
林 由美
橋口 祥子
高橋 尚敬
二宮 健

Ｈ２５．１０．３

新興再興感染症技術研修会（麻疹・
風疹ウイルス検査） 国立感染症研究所村山庁舎 微生物担当 田中 幸代 Ｈ２５．１０．７～１０．１１
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研 修 内 容 派 遣 先 派 遣 職 員 期 間所 属 氏 名

食の安全に係る研修会 センター内 化学担当 化学担当７他 Ｈ２５．１０．２５
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要 旨

当センターではガスクロマトグラフ質量分析装置（以下、「GC-MS」）および高速液体クロマトグラフ
質量分析装置（以下、「LC-MS/MS」）の２種類の分析機器を用いて、厚生労働省が通知している一斉分析
法に従い、約２５０種類の残留農薬について検査を行っている。食生活の多様化により輸入農作物や加工食品
が多くなった今般、さらに多種多様な食品に含まれる数多くの農薬分析が必要となり、簡便で迅速な一斉分
析法が求められる。
このことから、迅速簡易な前処理方法１）であるQuEChERS法等を参考に残留農薬の抽出及び一部精製方法
の検討を行った。この結果、GC-MSにおいて農薬の回収率の改善、器具準備及び前処理時間の短縮、試薬
使用量の減少等に伴うコストの削減が可能になった。また、今回の検討法により、数次加工食品についても
添加回収試験を行ったところ、８０％～１０８％と非常に良好な結果が得られた。

残留農薬分析における前処理方法の検討について

は じ め に

平成１８年のポジティブリスト制度の導入に伴い、
残留農薬の分析は、一度に多数の農薬を分析する一
斉分析法が広まった。また、食生活の多様化に伴う
輸入食品及び加工食品の増加により、多種多様な食
品の分析が要求されるようになった。
当センターは、厚生労働省が示している「GC/MS
による農薬等の一斉試験法（農産物）」（以下、
「現行法（GC）」）および「LC/MSによる農薬等
の一斉試験法Ⅰ（農産物）」（以下、「現行法（LC）」）
により、残留農薬の試験検査を行っている。検量線
には、マトリックス検量線を採用しているため、食
品の種類の増加に伴い、操作検体数が増大する。こ
のため、多種多様な食品の、迅速な一斉分析法が求
められている。
そこで、現在使用している試薬等を変更または追
加することなく、迅速簡易かつ広範囲に適用可能な
一斉分析法を、QuEChERS法を参考に検討した。

材料および方法

１ 試料および試薬

試料は過去５年間で最も収去頻度が高いだいこん
及び冷凍加工食品９種類を用いた。
GC-MSを用いた検査について、試薬は標準品お
よび混合標準品として、食品分析用、残留農薬試験
用を使用した。標準原液はアセトン：ヘキサン（１：
１）を用いて、１０００㎍/mL若しくは５００㎍/mLに調整
した。混合標準原液は、アセトン：ヘキサン（１：１）
を用いて１㎍/mLに調製した。有機溶媒については、
残留農薬分析用を使用した。その他の試薬について
は、特級を使用した。
LC-MS/MSを用いた検査について、試薬は標準
品および混合標準品として、食品分析用、残留農薬
試験用、LC/MS用、HPLC用を使用した。標準原液
は、メタノールを用いて、１００㎍/mLに調製した。
混合標準原液は、メタノール：水（１：１）を用いて、
１．０㎍/mLに調整した。有機溶媒については、残留
農薬分析用およびLC/MS用を使用した。その他の
試薬については、特級を使用した。

※１ 福祉保健部豊肥保健所
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図２ 現行法および検討法の添加回収率比較

図３ 試料溶液アプライ量の検討

結 果 と 考 察

１ 結果

１．１ LC/MS/MSの移動相の検討

現行法では５mmol/L酢酸アンモニウム水溶液およ
び５mmol/L酢酸アンモニウム－アセトニトリル溶液
によるグラジエント分析を行っていた。移動相とし
て、０．０５％ギ酸水溶液およびアセトニトリルを使用
する頻度が多いことから、安定化の時間を短縮する
目的で、０．０５％ギ酸水溶液および０．０５％ギ酸－アセ
トニトリル溶液で検討を行った。０．０５％ギ酸水溶液
および０．０５％ギ酸－アセトニトリル溶液を移動相と
して使用したものについて、同等あるいは同等以上
の添加回収試験の結果が確認されたので、以降この
移動相で分析を行った。

１．２ 抽出および一部精製操作の検討

QuEChERS法を参考にして、前処理方法の検討
を行った。QuEChERS法の分散固相抽出を、現行
法で使用している固相カートリッジカラムを用いた
精製方法に変更したものを、検討法とし、添加回収
試験を実施し、現行法と比較を行った。（図２）
この結果、GC-MSによる検討法は現行法に比べ、
添加回収結果が良好な農薬成分が増加し、前処理時
間の短縮、試薬及び溶媒の削減、使用器具の削減等、
非常に良好な結果が得られた。
LC-MS/MSによる検討法は、現行法に比べて添
加回収結果が良好な農薬成分の増加、使用溶媒の削
減等、良好な結果が得られた。
このことから、以降この方法で抽出および一部精
製操作を行うこととした。

１．３ カートリッジカラムによる精製の検討

GC/PSAカラムの試料溶液負荷量（GC：２mLま
たは４mL、LC：１mLまたは２mL）及び溶出溶液量
（GC-MS：５、１０、２０、２５mL、LC-MS/MS：５、１０、
１５、２０mL）を検討した。（図３、図４‐１、図４‐２）
GC-MSについて、GC/PSAカラムへの試料溶液ア
プライ量は２mLと４mLで比較を行った。
結果、回収率の差はあまり見られなかったが、ピー
クの形状が４mLの方が良好であった。また、溶出溶
液量は５ml及び１０mlの回収率に比べて、２０mL及び
２５mLの回収率は良好であった。溶出溶液量２０mLと
２５mLについては、差が見られなかった。
従って、検討法では使用溶媒削減のため、溶出溶
液量は２０mlとした。
LC-MS/MSについて、GC/PSAカラムへの試料溶
液アプライ量は１mLと２mLで比較を行った。
結果２mLで良好であった。また、溶出溶液量は５
mL及び１０mLの回収率に比べて、１５mL及び２０mLの
回収率は良好であった。溶出溶液量１５mLと２０mLに
ついては、差が見られなかった。しかし、回収率が
改善される可能性のある成分が、溶出溶液量２０mL
の方が多かったことから、溶出溶液量は２０mlとし
た。
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図４‐１ GC-MSにおける溶出溶液量の検討

図４‐２ LC-MS/MSにおける溶出溶液量の検討

図５ 農作物（だいこん）と加工食品の
操作比較（抽出および精製）１．４ 夾雑が少ない試料を用いた検討

試料として、過去５年間で最も収去頻度の多いだ
いこんを用いて、検体数５の並行試験を現行法と検
討法で実施し、結果書に記載可能な項目数の比較を
行った。結果、検査項目２４６項目中、現行法１８３項目、
検討法２１０項目であった。一方、LC-MS/MSにおい
て、重要項目であるチアベンダゾール、メタミドホ
ス、アセフェートについて、回収率が低下した。時
間の短縮および溶媒等のコスト削減について、LC-
MS/MSを用いた検討法では顕著な結果が得られな
かったことから、以降GC-MSについてのみ検討を
行うこととした。

１．５ 数次加工食品を用いた検討

当センターでは、平成２６年１月に発生した冷凍食
品のマラチオン混入事件を受けて、平成２５年３月２６
日付事務連絡「加工食品中に高濃度に含まれる農薬
等の迅速検出法について」（以後、「事務連絡法」）
に準じて有症苦情冷凍食品のマラチオンの検査を
行った。これに伴い、新たな試薬の購入や事務連絡
法の検討等に多大な時間を要した。これに対し、検
討法は汎用性を兼ね備えており、加工食品について
も一部操作を加えることにより検査が可能である。
（図５）今回依頼のあった９種類の冷凍食品につい
て、試料濃度０．０５㎍/gとなるように添加回収試験を
行った。その結果、回収率は８０％～１０８％となり、
事務連絡法で目標とされている回収率の５０～２００％
に比べ、非常に良好な結果であった。（図６）
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図６ 検討法と事務連絡法の加工食品
（９種類）添加回収率の比較

２ まとめ

GC-MSによる残留農薬分析について、抽出法及
び精製操作の検討により抽出時間の短縮、使用器具
の減少、使用溶媒量の削減が可能となった。これに
伴い器具への付着等による農薬の減損が押さえら
れ、回収率の向上にもつながったと考えられる。ま
た、LC-MS/MSによる残留農薬分析については、
わずかな時間の短縮とコストの削減を可能にした
が、一部使用頻度が高い農薬の回収率が悪くなっ
た。このことから本検討法はGC-MSを用いた残留
農薬分析について有効な方法であると考える。
加えて検討法は汎用性があり、今回の有症苦情冷
凍食品の緊急性の高い検査では、マラチオンのみで
はあるが、当センターで常備している試薬および器
具を利用できる迅速かつ簡易な方法であることが分
かり、さらに回収率も良好であった。このことから、
検討法は緊急性の高い農薬検査における前処理法と
して有用であると考える。
今後も様々な食品について、適用可能かを継続し
て確認していきたい。
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要 旨

生野菜サラダ・カット野菜類については、県食品衛生指導基準による「大腸菌群」不適合が多く指導に苦
慮していたため、大腸菌等の細菌汚染実態調査を行い、大腸菌の簡易迅速検査法を検討した。県内流通品２１４
検体中３検体（１．４％）から大腸菌が検出された（病原性大腸菌は不検出）。大腸菌群数は、細菌数と相関し
たが、大腸菌との関連は認められず、ほとんどの大腸菌群は野菜常在菌と推測された。「大腸菌」の特定酵
素基質法による増菌培養法は、優れた感度と特異性を示し、的確な糞便汚染探知のため大腸菌群に代わる指
標として適当と考えた。

大分県食品衛生指導基準の見直しに係る生野菜サラダ類の基礎的細菌実態調査

は じ め に

近年、食生活の「中食」１，２）化から、生食用野菜を
主な材料とするサラダ等の未加熱そうざい類の消費
が増加している３）。ここ数年、生野菜類を原因食品
とする病原性大腸菌による広域的な食中毒が国内外
で発生し４‐６）、死者も多数出ており、日常監視の強化
が急務とされる。
一方、生野菜に付着している植物・環境由来の常
在菌には、糞便汚染とは無関係に一定の割合で「大
腸菌群」７）として検出されるものが多く、大分県食
品衛生指導基準（以下、指導基準）に基づく検査で
不適合の判定を受け、指導に苦慮する事例８）が少な
くない。このため、糞便汚染を的確に検知し、営業
者への適切な指導を行うために指導基準の改正が求
められている。
そこで、生野菜を使用した未加熱そうざい類の指
導基準の見直しを検討するための基礎的データを得
るために、大分県食品安全・衛生課の依頼によって
大分県食品衛生監視機動班，東部・豊肥・北部保健

所検査室及び大分市保健所との共同調査研究で、県
内に流通する生野菜サラダ類の細菌汚染実態調査を
行った。
また、大腸菌検査法の簡易迅速化を検討するた
め、特定酵素基質法を利用した乾燥培地法（コンパ
クトドライ）及び増菌培養法による検査も試行した
ので報告する。

材料及び方法

１ 検査材料

２０１２年５月から２０１３年１２月の間に、生野菜を主な
材料とするサラダ類や生食用のカット野菜を対象と
し、大分県内の量販店や弁当店、コンビニエンス店
等で収去または購入した。２０１２年度に２１４検体、２０１３
年度は、大腸菌の簡易増菌検査法の検討のため、１７６
検体とそれ以外のそうざいについても１０７検体を検
査材料とした。
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２ 検査項目

一般生菌数（以下、細菌数）、大腸菌群数、大腸
菌数（推定）、黄色ブドウ球菌、病原性大腸菌、サ
ルモネラ、リステリア（Listeria monocytognesに限
る）

３ 検査実施機関と検査方法

３．１ 衛生環境研究センター（衛環研）

検体１００ｇを無菌的に細切・混合し、その内２５ｇ
をフィルター付き滅菌ストマッカー袋（GSIクレオ
ス社製）に量り採り、滅菌リン酸緩衝生理食塩液等
（希釈液）を２２５ml加え、１分間のストマッキング
を行った後、フィルターを濾して得られた試料液を
試料原液（１０倍乳剤）として細菌数、大腸菌群数、
黄色ブドウ球菌検査等に供した。
細菌数検査はコンパクトドライTC（CDTC）
（日水製薬社製）を、大腸菌群数と大腸菌数検査は
コンパクトドライEC（CDEC）（日水）を使用した
（以下、CD法）。また、CDECで大腸菌を疑う青
色コロニー（以下、推定大腸菌）が検出された場合、
５～１０個程度釣菌して大腸菌（E.coli）の分離同定
試験を行った。
黄色ブドウ球菌検査は指導基準の検査法である
MSEY培地（日水）への直接塗沫法（コンラージ法）
で実施した。
サルモネラ検査は常法（SOP）で実施した。検体

２５ｇにEEM培地（栄研化学社製）２２５ml加えて３６℃
で１８時間の前培養後、その１mlをセレナイトシスチ
ン培地（基礎培地は日水）に接種し、４３℃の水浴中
で１６時間の選択培養を行った培養液をDHL（栄
研）、SS（栄研）、MLCB（日水）の各寒天平板
培地に画線塗沫して３６℃で２０～２４時間分離培養し
た。
リステリア検査はISO-１１２９０-１に準拠した検査法

で実施した。第１段増菌培養にはハーフフラザブイ
ヨン（シスメックス・ビオメリュー社製）を、第２
段階増菌培養にはフラザブイヨン（同社製）を用い、
分離培地にはパルカム寒天培地（同社製）とリステ
リアOAA寒天培地（同社製）を用いた。
なお、２０１３年度はサルモネラとリステリアの検査
を大分県薬剤師会検査センターに委託した。
病原性大腸菌検査は、２０１２年度は試料２５ｇに２２５
mlのTSB（BD社製）を加えて３６℃１８時間培養後の
培養液１mlから、２０１３年度は、試料原液５０mlに等量
の２倍濃TSBを加えて混合し、３６℃で１８時間培養後

の培養液１ml及び同様にして試料原液を加えたmEC
培地（栄研）の４２℃２０時間培養後の培養液１mlから、
各々テンプレートDNAを抽出し、PCR法で病原性
関連遺伝子（VT, ST, LT, invE, eae, aggR）を検索し
た。プライマーは９‐１１）、VT検出用にmMK１_１，２及び
mMK２_１，２、ST検出用にST-３とST-５、LT検出用に
LT-３とLT-４、invE検出用にI-１とI-５、eae検出用にeaek
１とEA-２、aggR検出用にaggRks１とaggRkas２を用い
た。PCR用酵素・バッファー・基質は、TaKaRa Ex
-Taq Hot Start Version（TaKaRa BIO社製）を用いた。
サーマルサイクラ―は、DNA Engine Tetrad２ PTC-
２４０（Bio-Rad社製）を使用し、PCR産物は電気泳動
で確認した。
テンプレートDNAは、キレックス抽出法を用い
て得た。すなわち、培養液１mlを１２０００rpmで５分間
遠心後、上清を捨て、沈査に２００µLのキレックス液
［５%W/Vの割にキレックス（Chelex 100 Resin２００
-４００Mesh Sodium Form、BioRad社製）を含むTE緩
衝液（pH８．０）］を加え、よく撹拌して再懸濁し、
次いで沸騰水浴中で１０分間加熱後、１２０００rpmで５分
間遠心して得られた上清をテンプレートDNAとし
た。
３．２ 保健所検査室（東部・豊肥・北部・大分市）

細菌数、大腸菌群数、黄色ブドウ球菌検査は２０１２
年度時現行の指導基準の検査法（現行法）で実施し
た。細菌数は標準寒天培地（栄研）混釈培養法７）、
大腸菌群数はデソキシコーレイト培地（栄研）混釈
培養法（以下、デソ法）７）を用いた。
２０１２年度は、CDECを併用して大腸菌群数と大腸
菌数の検査も行った。
２０１３年度は、大腸菌数（推定）の直接培養検査法
として、TBX寒天培地（クロモカルトTBX寒天培地、
メルクミリポア社製）混釈培養法（以下、TBX混釈
法）とXM-G寒天（日水）混釈培養法（以下、XM-
G混釈法）を検討した。培養温度は前者が４４℃、後
者が３５～３７℃で、培養時間はともに２４±２時間とし
た。
培地上に大腸菌を疑うコロニー(CDECとXM-Gは
青色、TBXは青緑色コロニー）が発育した場合は衛
環研にてE.coliの分離同定試験を行い、同時に当該
検体の試料液及び分離菌株について、病原性大腸菌
検査（PCR法）も実施した。
２０１２年度に、サルモネラとリステリア検査は、東
部保健所の一部検体のみ行った。サルモネラ検査は
常法（SOP）で、リステリア検査は、第２段階増菌
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図１ 大腸菌の特定酵素基質培地を用いた増菌培養法（ECブルー増菌法）

培養液を試験液としてシングルパスL’mono（メル
クミリポア社製）を用いたイムノクロマト法による
スクリーニングを行った。
３．３ 大腸菌の増菌培養法（２０１３年度実施、衛環

研・保健所）

以下の増菌培養法(ECブルー増菌法）を試行した
（図１）。
①試料原液１００mlをピルビン酸添加X-GAL－
MUG培地：ECブルー１００（日水）のボトル（１００ml
定性試験用ボトル入り滅菌培地）に加えてよく混ぜ
る。
②上記ECブルーをふ卵器内にて３５～３７℃で２４時
間培養する。
③ECブルー培養液を使い捨ての滅菌パスツール
ピペット等で取り、その２滴（または５０µL）を３ml

のラウリル硫酸加X-GAL·MUG液体培地(XMブロ
ス、エルメックス社製）に加え、これを３５～３７℃で
２４時間培養する。一方、ECブルー培養液に３６６nm
の紫外線を照射し蛍光が（弱くても）認められれば、
その１白金耳量を１枚のXM-G寒天平板培地（日水）
に画線塗沫して、３５～３７℃で２４±２時間培養する。
④XMブロス培養液の１白金耳量を１枚のXM-G寒
天平板培地またはTBX寒天平板培地に画線塗沫し
て、３５～３７℃で２４±２時間培養する。この際、XM
ブロス培養液に３６６nmの紫外線を照射し蛍光の有無
を観察しておく。
⑤上記③または④のXM-G寒天平板培地に青色コ
ロニー、TBX寒天平板培地に青緑色コロニーの発育
が認められれば、釣菌して分離同定しE.coliである
ことを確認する。

衛環研では、上記の他にmEC培地による増菌法
（以下、mEC増菌法）も検討した。すなわち、２倍
濃厚のmEC培地５０mlに試料原液５０mlを加えて混和
し、４２℃で２４時間培養後、培養液１白金耳量を１枚の
XM-G寒天平板培地またはTBX寒天平板培地に画線
塗沫して、３６℃で２４±２時間培養した。これと並行
して、上述の方法のECブルー培養液をmEC培養液
に替えて③以降の検査も実施した。

結 果

１ 細菌数、大腸菌群数

細菌数と大腸菌群数の菌数をそれぞれ常用対数
（Log）に変換して、平均値±標準偏差及び中央値
を求めた（単位：Log CFU/g）。保健所実施（n＝

１８５）の現行法では、細菌数は４．７±１．４（中央値４．８）、
大腸菌群数は２．４±１．７（２．２）であった。CD法によ
る大腸菌群数は３．２±１．７（３．２）であった。一方、
衛環研実施（n＝７９）のCD法では、細菌数は５．３±
１．２（５．１）、大腸菌群数は４．３±１．４（４．３）であっ
た。細菌数と大腸菌群数（デソ法）には正の相関
（R＝０．６６）があり、大腸菌群数が細菌数の１～２Log
程度低い値となる傾向があった。細菌数とCD法に
よる大腸菌群数では、より高い相関（R＝０．８０）を
示し、大腸菌群数は細菌数の１-２Log低い値をとっ
た。大腸菌群数の現行法（デソ法）とCD法にも相
関があり（R＝０．８０）、ＣD法の菌数が現行法より
も高くなる傾向がみられた。ともにCD法による細
菌数と大腸菌群数との間には高い相関（R＝０．９０）
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細菌数（標準寒天培地混釈培養法）
≦１０５ ≦１０６ ＞１０６

大腸菌群数＜１０２ ６５ １６ ２
（デソ法）≦１０３ ２２ １１ ４

＞１０３ １７ ２６ ２２

表１ 現行指導基準による判定（保健所検査室検査分）

注：網掛け部分は要注意（薄い）と不良（濃い）ランク

検体数

直接分離培養 増菌分離培養
青色コロニーの発
育が認められた検
体数

左記の内、
大腸菌が検出され
た検体数

ECブルーまたは
XMブロスで蛍光
を発した検体数

左記の内、
大腸菌が検出され
た検体数

生野菜サラダ・
カット野菜類等 １７６ ９ ２ ５ ５

その他のそうざい
等 １０７ １ １ ３ ３

計 ２８３ １０ ３ ８ ８
（３０％） （１００％）

表２ 直接培養法と増菌培養法の比較

が認められた。
保健所検査室分（１８５検体）の結果において現行
指導基準（未加熱そうざい）で判定すると、適合６５
検体（３５．１％）、要注意４９検体（２６．５％）、不良７１
検体（３８．４％）だった（表１）。細菌数だけで見た
場合、１００CFU万／g以下に全体の８５％（１５７／１８５）
が収まっていた。［衛環研のCDTC法のデータでは
同範囲に７６％（６０／７９）］

２ 大腸菌（２０１２年度）

CDECで推定大腸菌は２１４検体中１６検体（７．５％）
で検出され、内１５検体について大腸菌（Escherichia
coli）の分離同定試験を行ったところ、その２０％に
あたる３検体（全２１４検体中では１．４％）からE.coli
（病原因子非保有）が分離されたが、大腸菌群数や
推定大腸菌数の多少とE.coliの検出とは無関係だっ
た。なお、CDEC上で青色コロニーを形成したが、
E.coliではなかった菌の内、属・種が推定できたもの
は、Buttiauxella agrestis、Buttiauxella sp.、Pantoea sp.、
Leclericia adecarboxylata、Kluyvera cryocrescens、
Kluyvera intermedia、Enterobacter sp.などであっ
た。

３ サルモネラ、リステリア及び病原性大腸菌（２０１２

～２０１３年度）

検査した生野菜サラダ・カット野菜類のいずれの検
体からも検出されなかった。検出数／検体数：サル
モネラ（０／１１５）、リステリア（０／１１５）、病原性
大腸菌（０／９７）

４ 黄色ブドウ球菌（２０１２年度）

２１２検体中２検体（スパゲティサラダ、ホウレン草
サラダ）から検出された（検出率０．９％：２／２１２）。

５ 大腸菌（E.coli ）の直接培養法及び増菌培養法

の比較検討（２０１３年度）

生野菜サラダ・カット野菜類１７６検体及びその他
のそうざい１０７検体について、直接培養法（以下、
直接法）及び増菌培養法（以下、増菌法）を比較し
た（表２）。直接法は、XM-G混釈法で７検体（７/２３３）、
CDECで３検体（３/５０）に青色コロニー（推定大腸
菌）が発育し、その内、XM-G混釈法の２検体とCDEC
の１検体から大腸菌が検出された（３/１０、３０％）。
なお、TBX混釈法で大腸菌が検出されたものはな
かった（０/１５１）。一方、増菌法では８検体（８/２８３）
が、ECブルーまたはXMブロスで蛍光を発し、その
全てから大腸菌が検出された（８/８、１００％）。この
他に蛍光は発しなかったもののECブルー増菌液か
ら大腸菌が検出されたものが１検体（豚肉炒め）、
mEC増菌液から大腸菌が検出されたカット野菜が１
検体あった。衛環研では増菌法で蛍光が認められな
かった５７検体について、大腸菌の分離を継続してみ
たが、大腸菌が検出されたのはこの２検体だけだっ
た（３．５％、２/５７）。直接法・増菌法ともに大腸菌
が検出されたものは３検体あったが、直接法のみの
検出はなかった。
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№ 品名
細菌数 大腸菌

群数
推定
大腸菌数

直
接
培
養
法

増菌培養法
ECブルー

ブロス
↓ XM
XM-G等

mEC
ブロス

↓ XM
XM-G等（CFU/g） （CFU/g） （CFU/g）

E１６ 野菜サラダ ４．３×１０４ ８．２×１０３ ＜５ － － ＋ － ・

E２２ カット野菜
※ ２．８×１０７ ２．３×１０６ ＜５ － － － ＋ ・

E４６ ベビーリーフ
※ １．０×１０８ ７．５×１０６ ５．０×１０２ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

H１３ カット野菜 ・ １．２×１０３ ＜５ － ＋ ＋ － －

H1７ カットキャベツ ・ ３．１×１０２ １．０×１０ ＋ － ＋ － －

T１２ 大根サラダ ・ ＜５ ＜５ － ＋ ・ ・ ・
O１３１ 豆腐 １．３×１０４ ＊１．２×１０ １．０×１０２ ＋ ＋ ＋ ・ ・
O１２１６ 豚肉炒め ９．０×１０２ ＊＜５ ＜５ － ＋ ・ ・ ・

H６ ほうれん草のゴ
マ和え ４．４×１０４ ＊１．０×１０２ ＜５ － － ＋ － －

H９ ほうれん草の白
和え ５．４×１０３ ＊１．０×１０２ ＜５ － － ＋ ＋ ＋

表３ 大腸菌が検出された検体の菌数とその検査法

注）＋は検出、－は不検出、・は未実施（NT）。
大腸菌群数検査で、＊はデソ法、それ以外はCDECで実施。
推定大腸菌数は、XM-G混釈法またはCDECで実施。※：野菜素材

大腸菌が検出された生野菜サラダ・カット野菜類
６検体とその他のそうざい４検体の計１０検体について
の詳細を表３に示す。大腸菌の存在の有無は大腸菌
群数や推定大腸菌数と相関しておらず、大腸菌の汚
染菌数は少量で、増菌法でなければ検出できない場

合が多かった（１０検体中７検体が推定大腸菌数検出
下限未満）。ECブルーで一次増菌してXMブロスで
二次増菌後に、XM-G寒天平板で分離培養する方法
（ECブルー・XMブロス・XM-G系）が最も分離率
がよかった。

考 察

県内に流通する生野菜サラダ・カット野菜類に
は、数％の低頻度で、しかも菌数は少量である場合
がほとんどであったが、大腸菌が検出され、糞便汚
染が疑われる野菜の存在が示唆された。
大腸菌の存在の有無は、大腸菌群数とは関連性が
なかったこと、大腸菌群数は細菌数と相関し、菌量
的には１～２Log低い値であることからも、糞便汚染
とは直接関係のない植物・環境由来の常在菌の一部
が大腸菌群として検出されるものと考えられる。
よって原材料及び調理加工工程における糞便汚染を
的確に検知するためには、大腸菌群は不適当で、大
腸菌を指標とする方が合理的である。
少量の大腸菌を感度よく検出するためには、直接
培養法よりも増菌培養法がよく、ECブルーやXMブ
ロスなどの特定酵素基質法を用いた場合、蛍光は大
腸菌の存在のよい指標となることがわかった。直接
培養法では、青色コロニー（推定大腸菌）が発育し
ても、大腸菌ではない場合が多かったが、ECブ

ルー・XMブロス・XM-Gの検査系では、青色コロ
ニーが出現すればそれは１００％大腸菌であった。選
択増菌を２回かけるので大腸菌以外の菌は抑制され
るものと推察される。また、XMブロスに少量のEC
ブルー増菌液を接種することによる希釈効果で食品
由来成分の影響もかなり減弱されることが期待され
る。細菌学的厳密さには欠けるかもしれないが、衛
生指標として考えた場合、指導基準の簡易迅速検査
では、この検査系の最後のXM-G寒天平板上に青色
コロニーの発育が認められた時点で「大腸菌陽性」
と判定しても支障なかろう。さらに、この検査法は、
生野菜サラダ・カット野菜類以外のそうざいに適用
を拡大しても問題がないこともわかった。病原性大
腸菌のみならずノロウイルスによる食中毒予防の観
点からも、感度のよい本検査法は、糞便汚染の検知
に有用と思われる。
衛生的な取扱いをみる指標として細菌数は有用で
あるが、生野菜類は、ベースの常在菌の菌数値が高
いので、現行の未加熱そうざいの細菌数の指導基準

大分県衛生環境研究センター年報 第41号,27～32(2013)報文

３１



（１０万CFU/g以下）は、厳しすぎる。基本的に指導
基準は、実際の流通食品の実態調査の結果と学問的
に理想的なレベルのバランスから、不適合率がほぼ
２０％前後になるように設定される１２）。今回の調査
で、生野菜サラダ・カット野菜類の細菌数の分布を
見ると、１００万CFU/g以下に全体の８５％が収まるの
で、細菌数の基準は「１００万CFU/g以下」が妥当で
ある。また、弁当及びそうざいの衛生規範１３）でも、
未加熱そうざいの細菌数は「１００万／g以下」とされ
ているので、特に基準が緩いということはないであ
ろう。
一方、病原性細菌については、黄色ブドウ球菌が
1％未満の低率で検出されたが、サルモネラ、リス
テリア、病原性大腸菌は今回調べた範囲では不検出
であった。黄色ブドウ球菌は、不衛生な取扱いによ
る手指等からの汚染を知る指標として有用である。
サルモネラやリステリアは、他の報告１４‐１６）を見ても
低頻度であり、検査コストも考慮すると指導基準と
して日常的な検査項目とする必要性は低いと思われ
た。本来、指導基準は、自主衛生管理や衛生指導の
ための指標であり、個々の食品の安全性を保障する
ものではない。指導基準の検査で特に衛生状態が好
ましくない食品が見つかれば、別途、収去検査でサ
ルモネラやリステリア等の必要な検査を実施する方
が合理的と考える。
以上から「生野菜サラダ・カット野菜類」につい
ては、「細菌数１００万／ｇ以下、大腸菌が特定酵素
基質法を用いた増菌法で陰性、黄色ブドウ球菌陰
性」という新基準を設けることが適当と考えられ
た。
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Isolation of Viruses from the Acute Respiratory Infections in Oita
Prefecture,２０１２-２０１３

Miki Kato, Akiko Honda, Sachiyo Tanaka, Masao Ogawa, Kikuyo Ogata

Key Words：急性呼吸器感染症 acute respiratory infections，ウイルス virus,
マルチプレックスPCR法 MultiplexPCR assays

要 旨

２０１２年１月から２０１３年１２月に感染症発生動向調査事業で採取された検体のうち、急性呼吸器感染症と診断
された２７２検体について、呼吸器系ウイルスの検索を行った。その結果、１３４検体（４９．３％）から１４４件のウ
イルスを検出した。そのうちウイルス分離は２８検体（２０．９％）であった。
呼吸器疾患の原因ウイルスの検索には遺伝子検査が有用であり、マルチプレックスPCR法によりスクリー
ニングすることで迅速かつ特異的にウイルスを検出することが可能である。

大分県における急性呼吸器感染症からのウイルス検出状況（２０１２～２０１３年）

は じ め に

急性呼吸器感染症の原因の約８０％はウイルスであ
る１）。病院や施設等でインフルエンザのみならず急
性呼吸器感染症の集団発生が起こった場合、病原体
の特定が急がれる。呼吸器系ウイルスの効率的な検
査法を導入することで検出率が向上することによ
り、各関係機関に迅速に検査結果を還元することが
可能となり、診療の一助となるとともに感染拡大の
防止につながる。また、大分県における急性呼吸器
感染症の原因ウイルスの動向を把握することによ
り、流行の早期探知が可能となり、対策を講じる一
助となる。

材料及び方法

大分県内の医療機関より感染症発生動向調査事業
として２０１２年及び２０１３年に採取された９２９検体のう
ち、急性呼吸器感染症と診断された咽頭及び鼻腔ぬ
ぐい液及び糞便２７２検体を対象とした。
ウイルス分離にはHEp-２、RD-18s、Caco-２、MARC

１４５、Vero9013、VeroE６、LLC-MK２、MDCKの８種
の細胞を使用し、細胞変性効果を指標に３代まで継
代培養を行った。
また臨床検体から直接にPCR法によるウイルス遺

伝子の検索を行った。検体を前処理後、QIAamp Viral
RNA Mini Kitを用いてRNAを抽出し、PrimeScriptRT
reagent Kit with gDNAEraserを用いて得られたc-DNA
をテンプレートとしてRNAウイルスの検索を行っ
た２）。呼吸器系ウイルス１２種類についてはPujolらの
マルチプレックスRT-PCR法３）を実施した。また
QIAamp Viral DNA Mini Kitを用いてDNAを抽出
し、ヘルペスウイルス属４）、ヒトボカウイルス、ア
デノウイルス及び肺炎マイコプラズマの検索を行っ
た。
検索対象ウイルスは表１のとおりである。分離ウ
イルスの同定はアデノウイルス及びエンテロウイル
ス属については中和試験を行い、中和試験が困難な
分離株及び臨床検体から遺伝子を検出したウイルス

ウイルス名 産物のサイズ 備 考
Respiratory syncytial virus(RSV) ２７９

multiplex set１Influenza virus A ２１２
Influenza virus B ３６２
Human metapneumovirus ４１６
Parainfluenza virus１ ３１７

multiplex set２Parainfluenza virus２ ５０７
Parainfluenza virus３ １８９
Parainfluenza virus４ ４５１
Rhinovirus ５４９

multiplex set３Human coronavirusOC43 ５７３
Human coronavirus229E ３３５
Influenza virus C ４８５
Adenovirus ５５４

multiplex set４Human bocavirus 354
Mycoplasma pneumoniae 782
Enterovirus属 ６５０ VP０
Parechovirus １９４ ５’NTR検出用
Human herpes virus属 ２１５～３１５ 検出用

表１ 検査対象ウイルス一覧

＊１福祉保健部薬務室，＊２別府大学
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ウイルス名 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 合計
Rhinovirus １ １ ３ ２ １ ３ １ １２
Respiratory syncytial virus(RSV) １ １ ２ １ １ ２ １ ９
Parainfluenza virus１ １ １
Parainfluenza virus２ ２ ２
Parainfluenza virus３ １ １ ２
Parainfluenza virus４ １ １
CoxsackievirusA２ １ １ １ １ ４
CoxsackievirusA６ １ １ ２
CoxsackievirusA９ ２ ２
CoxsackievirusB４ １ １
Adenovirus５ １ １
Human herpes virus１(HSV) １ １
Human herpes virus６(HHV-６） １ ２ ３
Mycoplasma pneumoniae １ １

月計 ３ ４ ３ ２ １ ６ ５ ４ ３ ３ ４ ４ ４２

ウイルス名 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 合計
Rhinovirus １ １ １ ３ １ ３ ２ １ ６ １９
Respiratory syncytial virus(RSV) ２ ４ １ １ １ １ ２ １２
Human metapneumovirus １ ３ ２ １ ７
Influenza virus A H３N unknown １ １
Parainfluenza virus１ １ １ １ ３
Parainfluenza virus３ １ ４ １ ６
Parainfluenza virus４ １ １ ２
CoxsackievirusA６ ２ ２
CoxsackievirusA８ １ １
CoxsackievirusA９ １ １
CoxsackievirusB３ １ １
CoxsackievirusB４ １ １
Echovirus６ １ １ ２
Echovirus１１ １ １
Echovirus２５ １ １
Echovirus３０ ２ ３ ５
Enterovirus６８ ２ １ ３
Parechovirus１ １ １ ２
Adenovirus１ １ １
Adenovirus２ １ １ ２
Adenovirus３ １ ２ １ １ １ ６
Adenovirus５ １ １
Human herpes virus１(HSV) １ １
Epstein-Barr virus(EBV) １ １
Human herpes virus５(CMV) １ ２ ２ ５
Human herpes virus６(HHV‐６） １ ２ ３ ２ １ １ １ １１
Human herpes virus７(HHV‐７） １ １
Human bocavirus １ １ １ ３

月計 ２ ６ １０ ８ ８ ９ １６ ９ ９ １２ １１ ２ １０２

表２ 月別ウイルス検出数
２０１２年

２０１３年

については、ダイレクトシークエンス法で遺伝子配
列を決定した後、BLASTにて相同性検索を行った。

結 果

２０１２年及び２０１３年に採取された急性呼吸器感染症
の検体２７２検体のうち１３４検体（検出率４９．３％）から
１４４件（１検体につき複数検出したものを含む）のウ
イルスを検出した。最も多く検出されたのはライノ

ウイルスで３１件（２１．５％）、次いでRSウイルス２１
件（１４．６％）、パラインフルエンザウイルス１７件（
１１．８％）、HHV-６ １４件（９．７％）、アデノウイル
ス１１件（７．６％）などであった（表２）。
呼吸器系ウイルス１２種の他に４セットとしてDNA
ウイルス２種及び肺炎マイコプラズマのマルチプ
レックスPCRも呼吸器系ウイルスと同様のPCR条件
で検出可能であるとわかった。
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考 察

呼吸器系ウイルスにはある程度の季節性が認めら
れ、ライノウイルスは秋から冬にかけて流行し、RS
ウイルスは冬から春先と秋からの流行に伴って多く
検出された。２０１３年、アデノウイルスは咽頭結膜熱
の秋から冬の流行に伴い、上気道炎で同じ時期に多
く検出された。エンテロウイルス属は夏に多く検出
され、特に２０１３年はエコーウイルスの流行が見られ
た。
呼吸器系ウイルスの検索には、ウイルス分離と遺
伝子検査を併用することで検出率を向上させること
ができる。さらに、マルチプレックスRT-PCR法を
用いることで同時に多くの種類のウイルスのスク
リーニング検査をすることができ、迅速かつ特異的
な検査診断結果が得られるようになった。しかし、
今回ヘルペスウイルス属のように、持続潜伏感染す
るウイルスも検出されていることより、検出された
ウイルスが急性呼吸器感染症の原因と断定するには
注意を要する場合もあり、総合的に判断する必要が

あると考える。
近年呼吸器ウイルスの集団発生ではインフルエン
ザ以外は起こっていないが、この手法を用いて今後
も引き続き検査を進めていくとともに、集団発生が
起こった場合は迅速な検査結果を提供することで感
染拡大防止に貢献したい。

参 考 文 献

１）木村博一他：急性呼吸器ウイルス感染症の検査
診断法概要 IASR２９ ２７７-２７８（２００８）

２）病原体診断マニュアル（地方衛生研究所全国協
議会・国立感染症研究所編）

３）S Bellau-Pujol他：Development of three multi-
plexRT-PCR assays for the detection of１２respi-
ratory RNA viruses jounal of Virological Methods
１２６ ５３-６３（２００５）

４）Donard R : Detection and Analysis of Diverse
Herpesviral Species by Consensus Primer PCR
jounal of Clinical Microbiology１６６６-１６７１（１９９６）

大分県衛生環境研究センター年報 第41号,33～35(2013)報文

３５



⑵ 調 査・事 例

１）SFTS疑い症例からのRickettsia japonica検出（大分県） ………………………………………………… ３７

２）久住地域における乾性沈着物中のイオン成分の特性について（２０１１～２０１３年度） ………………… ４０

３）由布地域の大気環境調査（２０１３年度） …………………………………………………………………… ５０



加藤 聖紀、本田 顕子、百武 兼道、河口 政慎＊１、高木 崇＊２、緒方 喜久代

Rickettsia japonica Detection from SFTS Suspected Case in Oita Prefecture

Miki Kato, Akiko Honda, Kanemichi Hyakutake,
Masanori Kawaguchi, Takashi Takaki, Kikuyo Ogata

Key Words：日本紅斑熱 Japanese spotted fever，日本紅斑熱リケッチア Rickettsia japonica，
間接蛍光抗体法 indirect immunof luorescence,SFTS

要 旨

２０１４年４月２５日、SFTS疑い症例として当センターに搬入された患者血清からRickettsia japonica遺伝子を検
出した。同一患者の４月３０日採取血清から間接蛍光抗体法でRickettsia japonica抗体を検出した。SFTSの臨床
症状は発熱、消化器症状と血小板減少であり他の疾患でも同様の症状が見られることもあるため、患者疫学
情報よりリケッチア感染症等が疑われる場合は、複数の病原体を同時検査することが治療の早期開始につな
がると考えられた。

SFTS疑い症例からのRickettsia japonica検出（大分県）

は じ め に

日本紅斑熱は、リケッチアの一種であるRickettsia
japonica（Rj）の感染によって引き起こされる感染
症である。主に関東以西を中心に増加傾向があり、
直近の２年では毎年約１７０例の報告がある。ダニ媒介
性疾患の一つであり、このリケッチアを持ったマダ
ニに刺咬されることによって感染する１）。日本では
感染症予防法によって四類感染症に指定されてい
る。
大分県内では２００４年以来１０年ぶりの患者報告であ
り、検査診断で確定された初めての症例として報告
する。

症 例

１．患者

75歳女性
２．主訴

発熱、発疹、食欲不振、悪心、嘔吐、下痢、睡眠
障害
３．既往歴

特になし
４．生活歴

無職（主婦）自宅周辺の山でみかん作りに従事

ダニに刺された自覚はない。
５．経過

２０１４年４月１７日の数日前より嘔吐・下痢症状及び
倦怠感があり、同日夜の入浴後に倒れていた。翌１８
日は自宅で安静にしていたが、支えがないと自力で
立てないほど足腰に力が入らず、微熱もあったの
で、市内の夜間救急病院を受診し、点滴施行後帰宅
した。翌日も症状は変わらず、１９日に再受診し入院
となった。４月２５日、原因不明で症状改善も見られ
ないため同市内で救命救急センターのある大分県立
病院に転院となった。
６．入院時現症

体温４０．３℃、顔面から前胸部及び両上肢に発疹を
認めた。
７．血液検査

WBC９．６３×１０３/µL（Neu９３．２％、Lym３％、Mon
１．３％）、RBC４．０８×１０６/µL、Hb１３．０g/dL、Ht
３８．７％、Plt４２×１０３/µL、CRP８．１０mg/dL、PT-INR
１．０７、APTT３５．５sec、Fib３９０mg/dL、FDP５７．６µg/
mL、D-dimer２７．８µg/mL、AST１５１U/L、ALT１３４U/
L、LDH４７５U/L
８．入院後経過

２０１４年４月２５日、体温３９℃、ベッド上安静、絶食
で過ごす。意識はある。原因不明のため治療方法が
決定出来ず、血球貪食症候群もあったため、ステロ＊１大分県立病院救命救急センター、＊２大分県立病院地域医療部
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４／２３（５病日） ４／３０（１２病日）

血清診断：IF

O.tsutsugamushi IgG ≦２０ ≦２０
Kato IgM ≦２０ ≦２０

Karp IgG ≦２０ ≦２０
IgM ≦２０ ≦２０

Gilliam IgG ≦２０ ≦２０
IgM ≦２０ ≦２０

Kuroki IgG ≦２０ ≦２０
IgM ≦２０ ≦２０

Kawasaki IgG ≦２０ ≦２０
IgM ≦２０ ≦２０

R.japonica YH IgG ８０ ２５６０
IgM ≦８０ ３２０

gltA遺伝子検出 ＋ －
遺伝子検査 １７kDa蛋白抗原遺伝子検出 ＋

Rj特異遺伝子検出 ＋

表１ 検査結果

イドパルス療法及び抗生剤（メロペン）投与を施行。
発熱は２０１４年４月１８日から８日間持続、発疹は１０日間
持続していた。血小板減少と血圧低下も見られたた
め、同日、管轄保健所を通じてSFTSVの緊急行政
検査依頼をした。SFTSV遺伝子検査結果が陰性で
あったことを受け、抗生剤をミノマイシンに変更、
投与開始翌日から解熱が見られ症状及び血液検査所
見は改善され、約３週間後の２０１４年５月１７日に退院と
なった。マダニの刺し口は当初はっきりしなかった
が、数カ所の痂皮を採取して病理検査を実施した結
果、右頬に刺し口と思われる部位が確認された。

検 査 結 果

４月２５日、管轄保健所より最初の入院先の病院に
あった４月２３日の血清が当センターに搬入され、主
治医の要望により即日SFTSVの遺伝子検査を行っ
た結果、陰性であった。

４月３０日、同日採血の血清が当センターに搬入さ
れ、先に提出された４月２３日採血の血清と共にツツ
ガムシ病及び日本紅斑熱の検査を実施した。ツツガ
ムシ病については間接蛍光抗体法を実施し、両日分
ともツツガムシ５種（Kato,Karp,Gilliam,Kawasaki,
Kuroki）全てIgG、IgM共に抗体２０≧であった。
日本紅斑熱については、４月２３日採取分は間接蛍
光抗体法IgG８０，IgM８０≧で、クエン酸合成酵素Ａ遺
伝子（gltA）を標的とした紅斑熱群・発疹チフスリ
ケッチア群（SFGR）リアルタイムPCR法２）は陽性
となり、４月３０日採取分は間接蛍光抗体法IgG２，５６０，
IgM３２０で、gltAを標的にしたSFGRリアルタイム
PCR法は陰性であった。４月２３日採血分について、
１７KDa蛋白抗原のリケッチア属共通のプライマー
（R１／R２）及びRjを標的としたプライマー（Rj５／
Rj１０）でPCRを実施した結果、いずれも陽性であっ
た３）（表１）。

増幅された産物をテンプレートにダイレクトシー
クエンス及びBLASTで相同性検索を行ったとこ
ろ、Rickettsia japonica YHの配列に１００％一致し、
日本紅斑熱と確定した。

考 察

SFTS疑い症例として当センターに検体搬入され
た際には患者疫学情報は一切なかったが、迅速に検
査を実施して結果を還元したことが、リケッチア感
染症の早期治療開始につながったと考える。
４月３０日に検体が搬入された際に添付されたツツ

ガムシ様患者調査表により、顔面から前胸部及び両
上肢に発疹があることがわかり、SFTSよりむしろ
ツツガムシ病か日本紅斑熱が疑われた。仮に４月２５
日の時点で患者疫学情報があれば、SFTSと同時に
ツツガムシ病及び日本紅斑熱の検査も実施し、より
早期に確定できたのではないかと考えられた。
SFTSの臨床症状は発熱、消化器症状と血小板減
少であり他の疾患でも同様の症状が見られることも
あるため、診断にはウイルス学的検査診断が必須で
ある（表２）。また、日本紅斑熱は治療が遅れた場
合の死亡例も報告されているため迅速な検査が求め
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られる。さほど多くない疾患に対して迅速に検査対
応するためには、専門機関として検査体制を整備し
ておく必要がある。また検査を実施する上で患者疫
学情報は重要であり、それをもとにダニ媒介性疾患
が疑われる場合は、複数の病原体の同時検査も必要
であると考える。
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日本紅斑熱 SFTS 患者（７５歳女性）
潜伏期 ２～８日 ６日～２週間 －
高熱 あり（３９～４０℃） あり（３８℃以上） あり（４０．３℃）

白血球数 →または↑ ↓（４０００/µL未満） ↑（９，６３０/µL）
血小板数 ↓ ↓（１０万/µL未満） ↓（４２，０００/µL）
肝機能 ↑ ↑ ↑（AST１５１、ALT１３４、LDH４７５)
CRP ↑ ↑（軽度上昇） ↑（８．１０mg/dL）

リンパ節腫脹 なし あり なし

消化器症状 あり 嘔気、嘔吐、腹痛、下痢、下
血のいずれか 嘔吐、下痢

尿検査 潜血（＋） タンパク（＋） 潜血（＋） タンパク（＋） －

発疹 紅色の斑丘疹が手足など末梢
部から求心性に多発 なし 顔面～前胸部、両上肢に皮疹

あり

その他の所見
頭痛 倦怠感、関節痛、筋肉
痛 刺し口の存在
ＤＩＣなど重症化しやすい

意識障害 出血症状
血清電解質異常（Na↓、Ca↓）

悪心 睡眠障害 食欲不振
意識障害はなく、応答可能

表２ SFTSと日本紅斑熱の臨床所見比較
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Properties of Ionic Component in the Dry Deposition in Kuju Area（２０１１～２０１３）

Takashi Matsuda, Daigo Ando, Hayami Sakamori, Syoji Kai

Key Words：乾性沈着 Dry deposition，フィルターパック法 Filter Pack Method，粒子状物質 Particulate

要 旨

アジア地域からの汚染物質の移流状況を調査するために、県内の大気環境上のバックグラウンド地点と考
えられる久住地域において、乾性沈着物の調査を行った。
汚染物質の移流イベントと考えられている黄砂や煙霧が観測された期間は、カルシウムイオンや硫酸イオ
ンが通常よりも高濃度に検出されており、久住地域が越境移流の影響を受けている可能性が示唆された。

久住地域における乾性沈着物中の
イオン成分の特性について（２０１１～２０１３年度）

は じ め に

近年、東アジア地域の急速な経済成長に伴い大気
汚染物質の排出量が増加している。こうした中、季
節風の影響により、東アジア地域で排出された汚染
物質が日本へ移流し健康被害等を引き起こすと懸念
されている。一般に、東アジア地域の汚染物質は、
黄砂や煙霧とともに日本に移流すると考えられてお
り、本県は東アジア地域に比較的近い位置にあるた
め、汚染の影響を受けやすいと推察される。
国設大分久住酸性雨測定所は、周囲に人為的な発
生源が少ないため、本県における大気環境上のバッ
クグラウンド地点とすることができる。これまで
に、アジア地域からの移流と高濃度硫酸イオンの観
測には相関があるという報告１）があり、バックグラ
ウンド地点において高濃度事例があった場合、人為
的な発生源に近い都市地域に比べて、移流の可能性
の判断材料になりやすいと考えられる。
今回、大気中の粒子状物質及びガス状物質である
乾性沈着物について、平成23年度から平成25年度
にかけて、フィルターパック法により調査をおこ
なったので、その結果をまとめて報告する。

調 査 方 法

１ 調査期間

平成２３年３月２８日～平成２６年４月７日

２ 調査地点

久住町：竹田市久住町大字久住平木
国設大分久住酸性雨測定所
北緯３３゚ ０２′ 東経１３１゚ １５′
標高約５６０ｍ

久住町は、九州のほぼ中央部に位置し、北部一帯
は久住山を中心とするくじゅう火山群が占め、南に
久住高原が広がっている。久住山の北西斜面には硫
黄山があり、少量の火山性ガスを噴出している。
当測定所は久住山の南麓にあり、周囲には牧草地
帯が広がり、キャンプ場などの保養施設がある。約
３０ｍ南方に国道４４２号が通っているが、交通量はあ
まり多くない。

３ 試料採取方法及び分析方法

４段式フィルターパック法（以下FP法という）に
より、大気中の粒子状物質及びガス状物質を毎分１
Lの流速でろ紙上に捕集した。ろ紙は、粒子状物質
捕集用として１段目にPTFEろ紙を、ガス状物質捕集
用ろ紙として２段目に硝酸ガスを主に捕集するポリ
アミドろ紙、３段目に硫酸ガス及び塩素ガスを捕集
する6％炭酸カリウム、2％グリセリン水溶液含浸
セルロースろ紙、４段目にアンモニアガスを捕集す
る5％リン酸、2％グリセリン水溶液含浸セルロー
スろ紙を使用した。それぞれ超純水または過酸化水
素水中に抽出したのち、イオンクロマトグラフを用
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いて測定した。測定対象成分は、硫酸イオン（以下
「SO４２‐」という。）、塩化物イオン（以下「Cl‐」
という。）、硝酸イオン（以下「NO３‐」という。）、
アンモニウムイオン（以下「NH４＋」という。）、
ナトリウムイオン（以下「Na＋」という。）、カリ
ウムイオン（以下「K＋」という。）、カルシウム
イオン（以下「Ca２＋」という。）及びマグネシウム
イオン（以下「Mg２＋」という。）の８成分である。
イオン成分のうち、粒子状物質は（p）、ガス状物
質は、（g）と表す。
黄砂及び煙霧の観測記録は、大分地方気象台の発
表する大分県気象月報（観測地点：大分市）を使用
した２）。
四季は、３～５月を春季、６～８月を夏季、９～１１月
を秋季、１２～２月を冬季と分類した。

結 果

１ 粒子状物質の濃度について

粒子状物質の濃度を表１及び図１に示した。表１に
おける非海塩性成分（nss‐: non sea salt）とは各成
分の測定値から海塩由来成分量を差し引いた値であ
る。３）

粒子状物質の総イオン量は、平成２３年度は４月、
平成２４年度は３月、平成２５年度は５月といずれも春季
がもっとも多く、夏季に減少し、秋季から春季にか
けて上昇する傾向にあった。黄砂を観測した期間に
捕集した試料（平成２３年４月２５日～同年５月９日、平
成２３年５月１１日～同年同月２３日、平成２４年３月１２日～
同年同月２６日、平成２４年４月２３日～同年５月７日、平
成２５年２月２５日～同年３月１１日、平成２５年３月１１日～同
年同月２５日）では、比較的高濃度のnss-Ca２＋（p）が
検出された。
粒子状物質に占める月ごとの各成分の割合は、３

年間をとおしてnss-SO４２‐（p）の割合が最大となるこ
とが多く（３６月のうち２７月）、次いでNH４＋（p）が
最大となることが多かった（３６月のうち８月）。平
成２３年５月及び平成２５年３月はnss-Ca２＋（p）の占める
割合が他の月と比較して高かったが、これは黄砂の
主成分である炭酸カルシウムによるものと考えられ
る。平成２３年９月、平成２４年８月及び平成２５年８月は
Na＋（p）の占める割合が他の月と比較して高かっ
た。（図２）

２ ガス状物質の濃度について

ガス状物質の濃度を表２及び図３に示した。３年間

をとおしてSO２（g）濃度が最大となることが多く
（３６月のうち２８月）、次いでNH３（g）が最大となる
ことが多かった（３６月のうち８月）。NH３（g）は、春
季から夏季にかけて高く、冬季に低下し、HNO３（g）
は冬季から春季に上昇した。
SO２（g）濃度の最高値は、平成２４年８月２７日～同年

９月１０日に捕集した試料の２５８．２nmol/㎥であった。
NH３（g）濃度の最高値は、平成２５年３月２５日～同年４
月８日に捕集した試料の１９７．４nmol/㎥であった。

３ 粒子状物質及びガス状物質の総濃度について

全硫酸（SO２（g）＋nss－SO４２‐（p））、全硝酸（HNO３
（g）＋NO３‐（p））、全塩化物（HCl（g）＋Cl－）、全ア
ンモニア（NH３（g）＋NH４＋（p））濃度及びそれぞれ
の粒子化率の月平均値を図４及び図５に示した。粒子
化率は、「（粒子状成分濃度）／（粒子状及びガス状成分
の総濃度）×１００」として求めた。
全硫酸濃度及び全アンモニア濃度は、夏季に低く
なる傾向があった。また、全硝酸濃度及び全塩化物
濃度も、夏季に若干低くなる傾向がみられた。
全硝酸及び全アンモニアの粒子化率は、夏季に低
く、冬季に高かった。夏季に粒子化率が低くなる要
因としては、気温が高い時期には、硫酸アンモニウ
ムや塩化アンモニウムなどの解離が起こりやすいこ
とや土壌から放出されるアンモニアの影響を受けて
いること等が考えられる。３），４）

４ 各成分の相関関係について

各成分間の相関関係を表３に示した。nss－SO４２‐（p）
とNH４＋（p）の相関係数は０．８５と高く、また、NH４＋

（p）とnss－SO４２‐（p）のモル比は、おおむね１～２の間
にあり、硫酸塩を含む粒子の大部分は、アンモニア
で中和された硫酸アンモニウムや硫酸水素アンモニ
ウムとして存在していると考えられた。３）（図６）
Mg＋（p）とnss－Ca２＋（p）の相関係数は０．８３と高い
が、これは、黄砂中の土壌粒子に、Ca２＋(p）及びMg+

（p）が多く含まれるためと考えられる。黄砂飛来時
を除いても他の成分よりも高い相関関係にあるた
め、黄砂飛来時以外にも土壌の巻き上げの影響を受
けていると考えられる。
Cl－（p）とNa＋（p）の相関係数は０．４４であるのに対
して、全塩化物（Cl－（p）＋HCl（g））とNa＋（p）の相
関係数は０．６２と高くなった。これは、粒子としてフィ
ルターに捕集された海塩を起源とする塩化ナトリウ
ム粒子が、２週間の捕集期間中に大気中のHNO３と
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反応して、硝酸ナトリウム（粒子）と塩酸ガスになっ
たためと考えられる。

５ 黄砂及び煙霧現象との関係について

黄砂飛来時に捕集した試料は６検体、煙霧発生時
に採取した試料は３１検体（うち３検体は黄砂飛来時
と重複）であった。黄砂時、煙霧時及び非黄砂・非
煙霧時（３８検体）の３区分に分類し、粒子状物質の
各イオン成分の総イオン濃度に占める割合を図７に
示した。
黄砂時には、その他の区分と比較して、黄砂中の
土壌粒子に由来していると考えられるnss－Ca２＋濃
度の比率がもっとも高かった。
煙霧時には、その他の区分と比較してnss－SO４２‐

（p）濃度の比率が高く、これは、アジア地域からの
移流と高濃度硫酸イオンの観測とが相関関係にある
という報告１）と一致しており、本調査地点が越境移
流の影響を受けている可能性が示唆された。
nss－SO４２‐が期間中最高濃度を示した平成25年５月

２０日～同年６月３日の試料の期間では、平成２５年５月
２１日～同月２４日に大分市において煙霧が観測され
た。煙霧観測時に国設久住測定局において光化学オ
キシダントが高濃度に観測された時点（平成２５年５
月２３日１７時）の気塊の移動状況を米国海洋大気庁の
提供する後方流跡線データ５）により解析を行った結
果を図８に示した。
nss－SO４２‐高濃度現象時に観測された煙霧の気塊
は、大陸上空を通過し、久住地域に到達しているこ
とがわかった。

６ 火山の影響について

調査地点から北の方向約８kmに硫黄山があり、そ
の影響の有無を調べるため調査期間通年及び煙霧日
の最多風向を図９に示した。
調査期間通年、煙霧日ともに類似の風向を示し、
調査期間通年では西の風、煙霧日では西北西の風の
割合が最も多かった。このことから、硫黄山の影響
は少ないことが推測された。
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年 月 試料採取
開始日

試料採取
終了日

SO４２‐ nss-SO４２‐ NO３‐ Cl‐ Na＋ K＋ Ca２＋ nss-Ca２＋ Mg２＋ NH４＋
nmol/㎥

平成２３年度

４月 ４月１１日 ４月２５日 ５５．４ ５４．４ ３８．７ ５２．８ １６．４ ３．０ ５．７ ５．３ ２．９ １２３．９

５月
４月２５日 ５月９日 ５１．０ ４９．７ ３３．８ ４．２ ２１．１ ４．３ ４１．６ ４１．１ ８．４ ３４．４
５月１１日 ５月２３日 ５５．９ ５５．２ ２３．０ ４．８ １２．１ ３．８ ２３．９ ２３．６ ６．３ ６５．２
５月２３日 ６月６日 ５４．３ ５３．６ ３．８ ０．８ １１．２ ３．１ ３．８ ３．６ １．２ ８５．２

６月 ６月６日 ６月２０日 ３１．６ ３１．５ ３．５ ０．５ １．８ ２．９ １．４ １．３ ０．４ ５７．０
６月２０日 ７月４日 ３０．２ ２８．８ ５．５ ４．７ ２３．３ １．３ １．７ １．２ ２．２ ４７．５

７月 ７月４日 ７月２０日 ５．４ ５．１ １．０ ０．９ ５．０ ０．６ ０．７ ０．６ ０．６ ７．５
７月２０日 ８月１日 ５２．８ ５１．９ ２．８ ０．８ １３．８ １．５ １．３ １．０ １．５ ８２．３

８月 ８月１日 ８月１５日 ４３．６ ４２．５ ２．９ １．３ １８．５ １．５ １．０ ０．６ １．９ ６０．８

９月 ８月２９日 ９月１１日 ２７．５ ２６．４ ３．５ ３．６ １８．３ １．４ １．４ １．０ １．９ ３６．０
９月１１日 ９月２６日 １１．１ ９．７ ７．９ １３．０ ２３．８ １．１ ０．７ ０．２ １．５ １２．６

１０月
９月２７日 １０月１１日 ６８．９ ６８．３ ３４．８ ３２．８ ９．５ ２．６ ３．２ ３．０ １．７ １０７．４
１０月１１日 １０月２４日 １５．９ １５．５ ４．０ ２．２ ７．２ ０．９ ０．９ ０．７ ０．５ ２２．３
１０月２４日 １１月７日 １９．６ １７．９ １０．４ ９．３ ２８．７ １．３ １．４ ０．７ ２．１ ２２．３

１１月 １１月７日 １１月２１日 ４６．１ ４４．７ ２４．５ ６．１ ２２．７ ３．６ ５．３ ４．８ ３．５ ７６．１
１１月２１日 １２月５日 ４０．１ ３８．７ １８．５ ６．７ ２３．１ １．７ ２．８ ２．３ ２．９ ６６．１

１２月 １２月５日 １２月１９日 １０．７ １０．３ ９．３ １．６ ６．４ ０．６ ０．９ ０．８ ０．８ ２１．０
１２月１９日 １月４日 ５０．５ ４９．０ ３６．０ １０．５ ２５．７ ３．６ ５．４ ４．８ ３．２ ８２．８

１月 １月４日 １月１６日 ４５．１ ４４．２ ３７．２ ６．７ １５．５ ３．４ ３．４ ３．０ ２．０ ８７．３
１月１６日 １月３０日 ５０．０ ４８．９ ３７．４ ６．１ １７．９ ５．５ ５．０ ４．６ ２．５ ９３．０

２月 １月３０日 ２月１３日 ４３．２ ４２．１ ２６．５ ４．８ １７．６ ２．８ ４．４ ４．０ ２．６ ７３．３
２月１３日 ２月２７日 ４６．３ ４５．４ ２４．８ ５．３ １５．０ ２．３ ２．９ ２．５ １．９ ８３．２

３月 ２月２７日 ３月１２日 ３７．９ ３７．９ １４．２ ２．７ １０．８ １．７ １．３ １．０ ０．７ ８５．３
３月１２日 ３月２６日 ４８．６ ４８．６ ４７．８ １２．４ ２４．２ ５．６ １４．８ １４．３ ４．１ １０７．３

平成２４年度

４月 ４月９日 ４月２３日 ４８．８ ４８．１ １３．４ １．７ １１．７ ２．４ ５．９ ５．６ ２．２ ８９．８

５月
４月２３日 ５月７日 ３９．９ ３９．４ １４．７ ０．５ ８．２ ２．０ １２．３ １２．１ ２．７ ４８．８
５月７日 ５月２２日 ８５．８ ８５．１ １３．１ ０．１ １２．５ ４．０ １５．２ １４．９ ３．１ １２１．１
５月２２日 ６月４日 ８０．８ ８０．０ ９．７ ２．５ １３．４ ３．３ ６．０ ５．７ ２．５ １３６．０

６月 ６月４日 ６月１８日 ２４．８ ２４．４ ６．６ １．４ ６．２ ２．６ ２．５ ２．４ １．５ ４３．６

７月 ７月２日 ７月１７日 ２８．１ ２７．６ １．５ １．２ ８．８ １．０ １．８ １．６ １．２ ４７．９
７月１７日 ７月３０日 ２９．１ ２８．９ ０．９ ０．０ ２．６ ０．７ ２．２ ２．１ １．３ ４７．０

８月 ７月３０日 ８月１３日 ２．８ ２．７ ０．５ ０．４ ２．０ ０．４ ０．８ ０．８ ０．５ ３．９
８月１３日 ８月２７日 ２．３ ２．０ ０．２ ２．１ ４．５ ０．４ １．８ １．７ １．１ １．８

９月 ８月２７日 ９月１０日 ４０．９ ４０．３ １．１ １．４ １０．８ １．１ ３．１ ２．９ ２．０ ６５．７
９月１０日 ９月２４日 ５０．９ ５０．１ １１．８ ０．９ １４．１ ２．５ ４．３ ４．０ ２．６ ６６．３

１０月
９月２４日 １０月９日 ３１．０ ２９．７ １０．９ １．６ ２２．２ ２．０ ３．４ ２．９ ２．７ ４３．３
１０月９日 １０月２２日 ５６．３ ５４．６ １６．０ １．６ ２９．０ ３．０ ６．９ ６．３ ３．９ ９１．０
１０月２２日 １１月５日 ５０．８ ４９．４ ２５．４ ５．７ ２４．１ ２．４ ４．２ ３．７ ３．３ １０１．８

１１月 １１月５日 １１月１９日 ６０．７ ５７．５ ３４．９ ２３．７ ５２．６ ４．４ ９．９ ８．７ ９．１ ７１．４
１１月１９日 １２月３日 ３５．９ ３４．８ ２６．８ ８．１ １８．９ ２．２ ７．７ ７．３ ３．２ ７５．５

１２月 １２月３日 １２月１７日 ３９．７ ３８．１ ２３．４ ８．５ ２６．５ ２．１ ６．３ ５．７ ３．６ ７５．９
１２月１７日 １２月２５日 ３９．９ ３８．８ ２１．３ ３．４ １７．７ １．４ ４．３ ３．９ ３．１ ７４．９

１月 １２月２５日 １月７日 ３９．７ ３８．５ ２７．０ ７．１ １９．４ ２．７ ７．２ ６．８ ３．３ ８２．５
１月２１日 ２月４日 ６３．１ ６２．０ ３４．５ ２．８ １８．６ ３．５ ６．４ ６．０ ２．９ １１５．０

２月 ２月４日 ２月１８日 ３７．６ ３６．８ １８．８ ２．８ １２．８ ２．７ ４．１ ３．８ ２．４ ８３．５
２月１８日 ２月２５日 ６６．６ ６５．６ ４７．０ ６．５ １６．２ ４．０ ６．４ ６．０ ３．５ １４６．９

３月 ２月２５日 ３月１１日 ９１．３ ８９．０ ９４．４ １５．２ ３８．７ ９．０ ７０．４ ６９．５ １２．０ １６６．２
３月１１日 ３月２５日 １５．８ １５．４ ９．２ １．２ ７．０ ０．８ ２．５ ２．３ １．４ ３０．９

平成２５年度

４月
３月２５日 ４月８日 ２．０ ２．０ ０．９ ０．２ ０．４ ０．３ ０．２ ０．２ ０．１ １．７
４月８日 ４月２２日 ７１．４ ６９．９ ４９．１ ３．４ ２５．４ ４．６ １１．６ １１．０ ４．９ １２９．６
４月２２日 ５月７日 ７２．７ ７１．８ ２０．４ ０．９ １４．７ ３．９ ５．９ ５．６ ３．３ １０６．８

５月 ５月７日 ５月２０日 ７２．２ ７１．０ １２．８ ３．３ １９．６ ３．２ ６．０ ５．６ ３．３ １４２．６
５月２０日 ６月３日 １２１．９ １２０．５ ２３．７ １．９ ２３．７ ６．０ １２．１ １１．５ ４．９ １７７．３

６月 ６月３日 ６月１７日 ４３．９ ４３．９ ２．５ ０．４ ０．６ ０．１ １．６ １．５ ０．５ ２．９
６月１７日 ７月１日 ０．７ ０．２ ０．１ １．０ ８．６ ３．３ ２．７ ２．５ １．８ ８１．７

７月 ７月１日 ７月１６日 １４．２ １３．２ １．２ １．０ １７．３ ２．４ ３．６ ３．３ ２．４ ７９．７
７月１６日 ７月２９日 ２．１ １．６ ０．３ ０．５ ８．１ １．２ ２．２ ２．１ １．４ ７０．１

８月 ７月２９日 ８月１２日 ０．０ ０．０ ０．０ ０．４ ０．７ ０．１ ０．１ ０．１ ０．１ ０．０
８月１２日 ８月２６日 ０．２ ０．２ ０．２ ０．３ ０．５ ０．１ ０．１ ０．１ ０．０ ０．４

９月 ９月２６日 １０月７日 ５２．７ ５０．５ １９．７ ４．６ ３７．５ ３．８ ３．９ ３．１ ４．４ ６９．２
１０月 １０月２１日 １１月５日 ６１．８ ６０．０ ３３．０ １１．６ ３０．２ ４．２ ５．４ ４．７ ４．３ １１５．０

１１月 １１月５日 １１月１８日 ３７．６ ３６．７ １８．２ ７．６ １４．４ ２．８ ６．７ ６．４ ２．７ ７３．５
１１月１８日 １２月２日 ３１．０ ２９．４ ２１．９ １３．４ ２７．２ ２．６ ３．８ ３．２ ３．６ ５１．７

１２月 １２月２日 １２月１６日 ４０．２ ３８．９ ３３．０ １３．８ ２２．０ ４．２ ５．４ ４．９ ３．０ ９４．９
１２月１６日 １２月２６日 １９．９ １９．１ １３．２ ９．６ １３．６ ０．９ １．０ ０．７ １．７ ４１．４

１月 １２月２６日 １月９日 ５８．５ ５６．３ ７０．７ ２３．５ ３６．４ ６．３ ２２．９ ２２．１ ６．６ １１５．０
１月９日 １月２７日 ５０．９ ４９．７ ４３．６ ６．８ ２０．２ ４．５ ４．９ ４．５ ２．８ １１０．９

２月 １月２７日 ２月１０日 ２４．９ ２４．４ １０．４ ３．０ ８．３ ３．４ ２．６ ２．４ １．２ ４４．０
２月１０日 ２月２４日 ２７．９ ２７．２ １９．０ １．６ １１．６ ２．０ ３．８ ３．５ ２．１ ６０．１

３月

２月２４日 ３月１０日 ２５．０ ２４．６ １７．７ １．７ ６．９ １．９ ２．５ ２．３ １．３ ６１．３
３月１０日 ３月２４日 ６０．１ ５９．４ １３．４ ２．７ １２．２ ４．９ １３．８ １３．５ ５．１ １３４．４

３月２４日 平成２６年
４月７日 ４０．７ ３９．５ ２３．２ ７．３ １９．８ ３．３ ５．９ ５．５ ３．４ ８２．２

表１ 粒子状物質の測定結果
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年 月 試料採取
開始日

試料採取
終了日

HNO３ SO２ HCl NH３
nmol/㎥

平成２３年度

４月 ４月１１日 ４月２５日 ０．２４ １５７．３ ４．２ ２９．５

５月
４月２５日 ５月９日 １２．７ ７７．３ ２０．４ １００．７
５月１１日 ５月２３日 １８．８ ２３４．８ ２３．７ ８２．４
５月２３日 ６月６日 ５．３ １１９．１ ２０．５ ３２．１

６月 ６月６日 ６月２０日 ８．１ ２２．４ ４．９ ４４．５
６月２０日 ７月４日 ２．９ ８６．５ １５．９ ４８．５

７月 ７月４日 ７月２０日 ３．３ １６．４ ８．２ ４６．８
７月２０日 ８月１日 １３．０ ７９．３ １０．９ ５１．６

８月 ８月１日 ８月１５日 ６．８ ５９．９ １５．１ ５６．９

９月 ８月２９日 ９月１１日 １０．９ ５２．１ ９．８ ８２．７
９月１１日 ９月２６日 １１．９ ２０．８ ３．６ ４５．９

１０月
９月２７日 １０月１１日 １２．９ １１７．３ ４．１ １６．６
１０月１１日 １０月２４日 １３．９ ２０１．３ ３４．８ ３４．３
１０月２４日 １１月７日 １４．９ ５３．６ ２５．３ ２８．２

１１月 １１月７日 １１月２１日 １５．９ ４２．５ １４．１ ３３．１
１１月２１日 １２月５日 １６．９ １６４．３ １７．９ ２５．８

１２月 １２月５日 １２月１９日 １７．９ ３．８ １．６ ０．２
１２月１９日 １月４日 １８．９ ７７．２ ２０．１ ９．５

１月 １月４日 １月１６日 １９．９ １２６ ２６ ７．３
１月１６日 １月３０日 ２０．９ ９５．１ １５．１ １５．９

２月 １月３０日 ２月１３日 ２１．９ ９２ １３．４ １６．４
２月１３日 ２月２７日 ２２．９ １３０．７ １１．８ ２３．６

３月 ２月２７日 ３月１２日 ７．１ ６１．３ ４．６ ４６．２
３月１２日 ３月２６日 １５．７ ３５．７ １３．６ ２０．１

平成２４年度

４月 ４月９日 ４月２３日 １６．３ １００．４ １３．１ ４４．７

５月
４月２３日 ５月７日 １５．８ １５７．６ １４．５ ５５．３
５月７日 ５月２２日 ３５．９ ５４．５ １３．９ ８７．１
５月２２日 ６月４日 ２５．０ １００．１ １４．２ ４５．６

６月 ６月４日 ６月１８日 ９．６ ３４．８ １２．２ １７５．７

７月 ７月２日 ７月１７日 ７．１ ８９．１ １３．０ ４３．０
７月１７日 ７月３０日 ４．４ ７４．６ ４．７ ２９．３

８月 ７月３０日 ８月１３日 ０．６ ２．４ １．４ １０．４
８月１３日 ８月２７日 １．８ ２８．７ １１．７ １３６．５

９月 ８月２７日 ９月１０日 ８．６ ２５８．２ ２３．７ ４２．４
９月１０日 ９月２４日 １３．２ ２２．７ １６．９ ４８．６

１０月
９月２４日 １０月９日 １０．７ ３２．３ ５．９ ５３．１
１０月９日 １０月２２日 １９．８ １１．７ ３６．８ ３９．３
１０月２２日 １１月５日 １２．３ ８４．４ １９．９ ３９．７

１１月 １１月５日 １１月１９日 ７．４ ６７．１ ３１．０ ２２．２
１１月１９日 １２月３日 ９．５ １３９．２ １９．８ ２４．７

１２月 １２月３日 １２月１７日 ５．４ ７８．９ １８．７ ２０．７
１２月１７日 １２月２５日 ９．９ ３１．４ １４．４ １０．２

１月 １２月２５日 １月７日 ６．０ ７７．２ １６．４ １２．０
１月２１日 ２月４日 １２．６ １３５．３ ２４．０ ２５．２

２月 ２月４日 ２月１８日 ５．４ １１２．９ １１．２ ３３．２
２月１８日 ２月２５日 １２．６ ８６．０ １１．８ ２５．１

３月 ２月２５日 ３月１１日 １７．３ ８３．４ ３３．９ ７９．０
３月１１日 ３月２５日 ６．３ １０１．６ ５．５ ５４．８

平成２５年度

４月
３月２５日 ４月８日 ５０．３ １８６．３ ２３．６ １９７．４
４月８日 ４月２２日 ２１．１ １７２．７ ２２．２ １０９．７
４月２２日 ５月７日 ３８．４ １２４．０ ２３．１ ８５．９

５月 ５月７日 ５月２０日 ３０．１ １５４．０ ３２．８ ８２．０
５月２０日 ６月３日 ２０．８ ７４．６ １９．１ １２８．８

６月 ６月３日 ６月１７日 １５．１ ３４．８ １３．２ １４６．１
６月１７日 ７月１日 ２．９ ２１．９ １．９ ４６．４

７月 ７月１日 ７月１６日 １．０ ８４．９ ８．４ ２２．５
７月１６日 ７月２９日 ０．８ ７．７ １．７ １０．２

８月 ７月２９日 ８月１２日 ０．４ ５６．６ ３７．６ １６９．７
８月１２日 ８月２６日 ０．５ ７７．０ ２５．７ ９５．０

９月 ９月２６日 １０月７日 ５．４ ４０．５ ３７．４ ５３．２
１０月 １０月２１日 １１月５日 １０．５ １０１．５ ４０．９ ２９．９

１１月 １１月５日 １１月１８日 ９．８ １３０．２ ２０．９ ４３．２
１１月１８日 １２月２日 ４．９ ３５．８ １７．３ １７．２

１２月 １２月２日 １２月１６日 １５．５ ８３．１ １５．７ ２１．３
１２月１６日 １２月２６日 ３．６ ４６．２ １１．１ ２３．２

１月 １２月２６日 １月９日 ４．５ １５０．２ １３．４ ２２．０
１月９日 １月２７日 １４．９ ７１．９ １７．８ １５．１

２月 １月２７日 ２月１０日 ７．７ ８８．４ １６．０ １５．４
２月１０日 ２月２４日 ６．１ ６７．４ １２．３ １４．０

３月
２月２４日 ３月１０日 １５．０ ７３．２ ８．１ ５６．５
３月１０日 ３月２４日 １０．３ ８３．８ １４．７ ４１．５
３月２４日 平成２６年４月７日 ８．２ ４１．３ １１．３ ４０．６

表２ ガス状物質の測定結果
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図１ 粒子状物質濃度の月変動

図２ 粒子状物質成分比率の月変動

図３ ガス状物質濃度の月変動
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図４ 粒子状物質及びガス状物質の総濃度の月変動

図５ 粒子化率の月変動
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図６ nss-SO４
－２（P）濃度とNH４

＋（P）濃度の関係

図７ 黄砂、煙霧の有無で分類した粒子状物質のイオン成分比率
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図８ 平成２５年５月２３日１７時を起点とする後方流跡線

図９ 調査期間通年及び煙霧日の最多風向
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岡本 英子、松田 貴志、甲斐 正二

Survey of Atmospheric Environment in Yufu Area,２０１３

Eiko Okamoto, Takashi Matsuda, Shoji Kai

Key Words：大気環境 atmospheric environment，常時監視 constant monitoring，
光化学オキシダント photochemical-oxidants

図１ 調査地点６）

由布地域の大気環境調査（２０１３年度）

は じ め に

本県では、大気汚染防止法第２２条の規定に基づく
大気汚染状況の常時監視を行う測定局（以下「常時
監視測定局」という。）が整備されていない地域に
おいて、大気環境測定車を一定期間設置することに
より、大気環境の把握を行っている１）～５）。２０１０年度
及び２０１１年度に由布地域において大気環境測定車に
よる測定を実施したところ、光化学オキシダントの
濃度が他の常時監視測定局と比べ高い値を示し
た４）～５）。このため、２０１３年度に再度調査を実施し、
測定の検証を行ったので報告する。

調 査 方 法

１ 調査期間

２０１３年４月２３日～２０１３年７月３１日

２ 調査地点

中部保健所由布保健部駐車場敷地内：由布市庄
内町大字柿原337‐２（図１）

由布市は、大分県のほぼ中央部に位置し、北部か
ら南西部にかけては由布岳や黒岳など標高１，０００ｍ
級の山々が連なる人口３万人余の地域である。
当該保健部は、市役所に隣接し、約１５０ｍ北方に
大分市と福岡県久留米市を結ぶ国道２１０号（由布市
庄内町柿原交通量：約１２，７００台／日）が東西にかけ
て走っている７）。また、南西～南東方向には田園が
広がり、約１００ｍ東方には大分川の支流となる阿蘇
野川が流れる。

３ 測定項目、方法及び使用機器

測定項目、方法及び使用機器は、表１のとおり
である。各項目の測定は、環境大気常時監視マニュ
アル８）に従って行った。
なお、測定データは、バッチ処理による通信シス
テムを用いて収集した。
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測定項目 方法 使用機器

二酸化硫黄 紫外線蛍光法 大気中二酸化硫黄測定装置
GFS-２１２J＊１

窒素酸化物
（一酸化窒素及び二酸化窒素） オゾンを用いる化学発光法 大気中窒素酸化物測定装置

GLN-２１４J＊１

一酸化炭素 非分散赤外線吸収法 大気中一酸化炭素測定装置
GIA-２７２H＊１

浮遊粒子状物質 ベータ線吸収法 浮遊粒子状物質測定装置
DUB-２２２＊１

光化学オキシダント 紫外線吸収法 大気中オゾン測定装置
GUX-２１３J＊１

気象
（風向及び風速） 風向、風速計による測定 風向風速計

C-W５０３＊２

表１ 測定項目、方法及び使用機器

＊１：東亜ディーケーケー株式会社
＊２：株式会社 小笠原計器製作所

調査地点 調査期間

一酸化炭素 一酸化窒素 二酸化窒素 二酸化硫黄 浮遊粒子状物質 オキシダント 風向 風速

日平均値８時間値 １時間値 日平均値１時間値 日平均値１時間値 日平均値１時間値 日平均値１時間値 昼間＊の
日平均値

昼間の
１時間値 １時間値 日平均値１時間値

最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最高値 最頻風向 最高値 最高値

最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 最低値 その割合 最低値 最低値

平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 平均値 CALM割合 平均値 平均値

ppm ppb ppb ppb µg/㎥ ppb ％ m/s

中部保健所
由布保健部
（由布市）

４月２３日
～

７月３１日

０．６ ０．９ １．５ ７ ２２ １７ ４２ １１ ２１ ６３ １３８ ８１ １１１ E ４．１ ６．６

０．０ ０．０ ０．０ １ ０ １ ０ ２ ２ ２ ０ ９ ２ １６ ０．７ ０．０

０．２ ０．２ ０．２ ２ ２ ６ ６ ４ ４ ２１ ２１ ４２ ４２ １０ １．４ １．４

環境基準９）１０）

１時間値の１日平均値が１０
ppm以下であり、かつ、
１時間値の８時間平均値が
２０ppm以下

－

１時間値の１日平
均値が４０ppbか
ら６０ppbまでの
ゾーン内又はそ
れ以下

１時間値の１日平
均値が４０ppb以
下 で あ り、か
つ、１時間値が
１００ppb以下

１時間値の１日平
均値が１００µg/㎥
以下であり、か
つ、１時間値が
２００µg/㎥以下

１時間値が
６０ppb以下 － －

表２ 調査結果

＊オキシダントの測定における「昼間」とは、５時から２０時までの時間帯をいう。

調 査 結 果

測定結果の概要を表２に示す。光化学オキシダン

ト（以下「Ox」という。）は、環境基準値の超過
があったが、その他の調査項目については環境基準
値を満たしていた。（表２）

環境基準値の超過があったOxについて検討を
行った。Oxに係る測定結果の概要を表３に示す。
測定期間中の昼間の１時間値の平均値は、０．０４２
ppmであった。
昼間の１時間値が基準値（０．０６ppm以下）を超過

した時間数は、３５２時間であり、環境基準を満たさ
なかった。また、超過した日数は51日であった。
由布地域は他の常時監視測定局と比べ、基準値（０．０６
ppm以下）を超過した時間数が多かった。（図２）
本県では、「大分県大気汚染緊急時等対策実施要
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綱」１１）に基づき、１測定地点において、Ox濃度が０．１２
ppm以上になり、気象条件等からみて、その状態が

継続すると認められるときは注意報を発令すること
としているが、０．１２ppmを超えた時間はなかった。

月別濃度変化を見ると、Oxの昼間の日最高１時間
値の月間平均値及び昼間の１時間値の月平均値は、
春季(４月及び５月）に高く、夏季(６月及び７月）にか
けて減少した。（図３）
Oxの昼間の１時間値の最高値は、５月に最も高い
値を示し、他の常時監視測定局もほぼ同様の挙動を
示した。由布地域はすべての月において、常時監視
測定局より高い値を示した。（図４）
Ox濃度の経時変化は、他の常時監視測定局も含
め14時から16時をピークに日中に山なりに大きく
なっており、由布地域は９時から19時の平均値が他
の常時監視測定局より高い値を示した。（図５）
由布地域の風向別濃度は0.023~0.055ppmの範囲

にあり、東方向のやや弱い風が吹くとき、Ox濃度
が高い傾向にあった。（図６）

項目 ４月 ５月 ６月 ７月 平均値＊
昼間測定日数 （日） ８ ３１ ３０ ３１ （１００）
昼間測定時間 （時間） １１３ ４６３ ４４８ ４６０ （１４８４）
昼間の１時間値の月平均値 （ppm） ０．０５８ ０．０５４ ０．０３７ ０．０３０ ０．０４２
昼間の１時間値が０．０６ppmを超えた日数 （日） ５ ２６ ９ １１ （５１）
昼間の１時間値が０．０６ppmを超えた時間数 （時間） ５０ ２０１ ４７ ５４ （３５２）
昼間の１時間値が０．１２ppm以上の日数 （日） ０ ０ ０ ０ （０）
昼間の１時間値が０．１２ppm以上の時間数 （時間） ０ ０ ０ ０ （０）
昼間の１時間値の最高値 （ppm） ０．０９４ ０．１１１ ０．０９９ ０．０９９ ０．１０１
昼間の日最高１時間値の月間平均値 （ppm） ０．０７５ ０．０７５ ０．０５６ ０．０５２ ０．０６５

表３ 光化学オキシダント測定結果

＊：（ ）内は合計値

図２ Ox濃度別時間数（常時監視測定局及び由布地域）
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図３ 月別濃度変化（由布地域） 図４ 月別濃度変化（常時監視測定局及び由布地域）

図５ Ox経時変化（常時監視測定局及び由布地域） 図６ Ox風向別濃度（由布地域）

考 察

２０１０年４）及び２０１１年５）で、由布地域は、他の常時監
視測定局と比べ、Ox濃度が高く、また東方向の風
が吹くときやや高い傾向を示すことを報告したが、
２０１３年度も同様の傾向にあった。
Oxの発生源がほとんどない由布地域が、他の常
時監視測定局よりOx濃度が高くなる要因として、
気象条件、地形、大分川に沿って吹く東方向からの
風及び越境移流等が考えられる。
まず、風向風速及び最頻風向・割合経時変化か
ら、大分川沿いに設置されている大分市の常時監視
測定局（南大分中及び西部清掃事務所）及び調査地
点の由布地域では、昼間は大分川を沿って吹く海か
らの風、夜は陸から海へ吹く風の影響を受けている
ことがわかる（図７、図８）。
さらに、由布地域の平均風速は、南大分中及び西
部清掃事務所と比べ一日を通して低い値を示してお
り、Oxが高くなる条件の一つである微風の日が多
い。（図９）
このことから、由布地域では、大分川に沿って吹
く東方向からの海風によって、Oxまたはその前駆
物質がこの地域に運ばれ、かつ、一日を通して微風

であるという条件が揃い、Ox濃度が高くなるもの
と推察される。
今回はOx濃度が高くなる時期の４月から７月のみ
調査を実施したが、高濃度現象の解明を進めるため
には、この地域に常時監視測定局を設置し、日照時
間等の気象データを含めた長期的なデータを蓄積す
る必要がある。

お わ り に

本調査の実施にあたり、大気環境測定車の設置及
び保守管理にご協力いただいた中部保健所由布保健
部の職員に深謝致します。
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図８ 大分川沿いの最頻風向・割合経時変化
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図９ 大分川沿いの風速経時変化
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Chemical Examination of Distribution Foods in Oita Prefecture,２０１３
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食品の理化学的検査結果について（２０１３年度）

は じ め に

２０１３年度に県下５ブロックの食品衛生監視機動班
が、「平成２５年度食品衛生監視指導計画」に基づい
て収去した食品の理化学的検査結果（以下「収去検
査」という。）について報告する。また、依頼検査
と食品表示モニター搬入の食品検査結果（以下「表
示モニター検査」という。）についても報告する。

材料及び方法

２０１３年４月から２０１４年３月の間に収去した食品２１９
検体、依頼のあった食品３８検体及び表示モニターが
買い上げた食品２８検体について、食品衛生法に定め
られた試験法に準拠した大分県検査実施標準作業書
に基づき検査を実施した。

結 果

食品の理化学的検査結果を表１に示す。
１ 動物用医薬品

収去検査において、県産鶏卵、県産・国産・輸入
食肉、県産・輸入養殖魚介類９９検体について検査を
実施した結果、輸入鶏肉１検体からナイカルバジン、
輸入豚肉１検体からリンコマイシンが検出された
が、すべて基準値未満であった。

２ 残留農薬

収去検査において、県産・輸入野菜および果実３０
検体について検査を実施した結果、県産野菜・果実
からは、エトフェンプロックス、クロルフェナピル、
プロシミドン、ボスカリドが検出された検体もあっ
たが、すべて基準値未満であった。また、輸入野菜・

果実からは、イマザリル、クロルピリホス、チアベ
ンダゾール、チアメトキサム、フルジオキソニルが
検出された検体もあったが、すべて基準値未満で
あった。
一方、依頼検査においては、国産冷凍食品３７検体
についてマラチオンの検査を実施した結果、いずれ
の検体においても検出されなかった。

３ 漂白剤、保存料、甘味料、発色剤

収去検査において、県産・国産加工食品１５検体に
ついて漂白剤を、魚肉ねり製品、漬物、及び食肉製
品の合計４５検体について保存料及び甘味料の検査を
それぞれ実施した。国産加工食品２検体から漂白剤
が検出されたが、すべて基準値未満であった。魚肉
ねり製品６検体、漬物７検体、食肉製品４検体からソ
ルビン酸が検出されたが、すべて基準値未満であっ
た。また、漬物２検体からサッカリンNaが検出され
たが、すべて基準値未満であった。食肉製品１５検体
については発色剤の検査も実施したところ、１３検体
から亜硝酸根が検出されたが、いずれも基準値未満
であった。このなかで、使用表示が無い１検体から
微量の亜硝酸根が検出されたが、調査の結果、これ
は製造する際の燻煙行程で生じる窒素酸化物からの
生成物による影響と考えられた１、２）。

４ 特定原材料（アレルギー物質）

収去検査において、県産加工食品１０検体について
特定原材料（小麦）を、県産・国産加工食品１０検体
について特定原材料（そば）を、県産加工食品１０検
体について特定原材料（落花生）の検査を、それぞ
れ市販キットを用いELISA法で実施した。小麦の検
査では１検体で陽性となったが、注意喚起表示等は＊１福祉保健部豊肥保健所
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なかった。一方、表示モニター検査においては、県
産・国産加工食品２８検体について特定原材料（そ
ば）の検査を実施した結果、いずれの検体において
も検出されなかった。

５ その他の検査

依頼検査において、国産缶詰食品１検体について
ヒスタミンの検査を実施したが、検出されなかっ
た。
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検査項目 検体名 検体数 項目数 基準値
超過数 結果の概要

動物用医薬品

収去検査
県産鶏卵 １０ ７３ ０ すべて検出せず
県産鶏肉 １６ ７７ ０ すべて検出せず
国産鶏肉 ４ ７５ ０ すべて検出せず

輸入鶏肉 ３ ７５ ０ １検体からナイカルバジンが検出されたが，すべて基準値
未満

県産豚肉 １７ ７５ ０ すべて検出せず
国産豚肉 １ ７５ ０ すべて検出せず

輸入豚肉 ７ ７５ ０ １検体からリンコマイシンが検出されたが，すべて基準値
未満

県産牛肉 ４ ７５ ０ すべて検出せず
国産牛肉 １ ７５ ０ すべて検出せず
輸入牛肉 ７ ７５ ０ すべて検出せず
県産養殖魚介類 ９ ８５ ０ すべて検出せず
輸入養殖魚介類 ２０ ７９ ０ すべて検出せず

残留農薬

収去検査

県産野菜・果実 ２０ ２３５ ０
１検体からエトフェンプロックス、１検体からクロルフェナ
ピル、１検体からプロシミドン、１検体からボスカリドが検
出されたが，すべて基準値未満

輸入野菜・果実 １０ ２３６ ０
９検体からイマザリル、２検体からクロルピリホス、８検体
からチアベンダゾール、１検体からチアメトキサム、２検体
からフルジオキソニルが検出されたが，すべて基準値未満

依頼検査

国産冷凍食品 ３７ １ ０ マラチオンについて検査を行ったが、すべて検出せず

漂白剤

収去検査
県産加工食品 ９ １ ０ すべて検出せず

国産加工食品 ６ １ ０ ２検体から二酸化硫黄が検出されたが，すべて基準値未満，
表示も適正

保存料
甘味料

収去検査

魚肉ねり製品 １５ ５ ０ ６検体からソルビン酸が検出されたが，すべて基準値未満，
表示も適正

漬物 １５ ５ ０ ７検体からソルビン酸が，２検体からサッカリンNaが検出さ
れたが，すべて基準値未満，表示も適正

食肉製品 １５注１ ５ ０ ４検体からソルビン酸が検出されたが，すべて基準値未満，
表示も適正

発色剤
収去検査

食肉製品 １５注１ １ ０ １３検体から亜硝酸根が検出されたがすべて基準値未満、う
ち１検体使用表示なし

特定原材料
（小麦）

収去検査
県産加工食品 １０ １ １ １検体で陽性

特定原材料
（そば）

収去検査
県産加工食品 ９ １ ０ すべて検出せず
国産加工食品 １ １ ０ すべて検出せず
表示モニター検査
県産加工食品 １６ １ ０ すべて検出せず
国産加工食品 １２ １ ０ すべて検出せず

特定原材料
（落花生）

収去検査
県産加工食品 １０ １ ０ すべて検出せず

ヒスタミン 依頼検査
国産缶詰食品 １ １ ０ すべて検出せず

合計 ２８５ １

表１ 食品の理化学的検査結果

＊注１は同一検体である
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緒方 喜久代、佐々木 麻里、吉原 琢哉＊１、高良 武俊＊２、奥野 ルミ＊３

Serotype and Drug Susceptibility of Group A Hemolytic Streptococci Isolated in
Kyushu Area,２０１３

Kikuyo Ogata, Mari Sasaki, Takuya Yoshihara＊１，Takatoshi Takara＊２，Rumi Okuno＊３

Key word : Ａ群溶レン菌 Group A Streptococci，血清型別 Sero-typing，
九州地方 Kyushu area，薬剤感受性 Drug Susceptibility

九州地方における臨床由来溶血レンサ球菌の血清型の推移と
薬剤感受性について（２０１３年）

は じ め に

１９９１年度以来、九州地区では地方衛生研究所のレ
ファレンス業務の一環として「九州ブロック溶レン
菌感染症共同調査要領１）」に基づき、共同でＡ群溶
血性レンサ球菌感染症の調査２‐１３）を実施しており、
前報に引き続き、２０１３年の血清型の動向について報
告する。
併せて、１９９０年代後半からマクロライド系薬剤耐
性Ａ群溶血性レンサ球菌が検出され、その動向が問
題となっているため、大分県において分離されたＡ
群溶血性レンサ球菌について薬剤感受性試験を実施
し、その傾向について検討したので報告する。

材料及び方法

１ 材料

２０１３年に大分県、佐賀県及び沖縄県の各医療機関
定点で採取された臨床材料から、各地方衛生研究所
で分離または群・型別したＡ群溶血性レンサ球菌
１１６株について集計を行った。その内訳は大分県が
７７株、佐賀県が８株、沖縄県が３１株であった。

２ 同定、群別及びＴ型別

ウマ血液寒天培地上でβ溶血を示した菌株につい
て常法に従い同定し１２）、ストレプトＬＡ（デンカ生
研）用いて群別を行った。Ｔ蛋白による型別は、市
販のＴ型別用免疫血清（デンカ生研）を用いてスラ
イド凝集反応により実施した。血清凝集反応で型別
不能となった菌株については、ピロリドニルアリル

アミダーゼ活性試験１３）（以下、PYR試験）でＡ群溶
血性レンサ球菌であることの確認を行った。

３ 薬剤感受性試験

ドライプレート（栄研化学）を用いた微量液体希
釈法により実施し、LA-２０（栄研化学）により判定
した。供試薬剤は、アンピシリン（ABPC）、セフ
ジニール（CFDN）、セファレキシン（CEX）、セ
フジトレン（CDTR）、テトラサイクリン（TC）、
クロラムフェニコール（CP）、エリスロマイシン
（EM）、クラリスロマイシン（CAM）、クリンダ
マイシン（CLDM）、リンコマイシン（LCM）の
１０剤を用いた。

結 果

１ 九州地方におけるＡ群溶血性レンサ球菌のＴ型

分布の年次推移

九州地方におけるＡ群溶血性レンサ球菌のＴ型分
布および年次菌型推移を図１、表１に示した。２０１３年
に九州地区で分離された血清型は９種類で、分離頻
度の高かった順にT１２型（１８％）、T４型（１７％）、
TB３２６４（１５％）、T２５型（１４％）、T２８型（１３％）、
T１型（１１％）の順で、例年に比べ、主要菌型が平
均的に分離される傾向にあった。県別に主な流行菌
型を見ると、大分県では８種類の血清型が分離され、
T４型が２０％と最も多く、次いでT２５型とT１２型が
１９％、T２８型が１６％と分離され、T１型は減少した
（図２、表２）。佐賀県では３種類の血清型が分離さ
れた（図３、表３）。沖縄県では８種類の血清型が分
離され、TB３２６４型が２９％、T１型が２２％と、これら
の血清型で半数を占めた（図４、表４）。

＊１佐賀県衛生薬業センター，＊２沖縄県衛生環境研究所，
＊３東京都健康安全研究センター
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次に、T型別の経年変化（１９９２～２０１３年）を図１、
表５に示した。ここ数年流行したT１型が大きく減少
し、T１２型、T４型、TB３２６４型が主要な血清型となっ
た。

２ 劇症型溶血性レンサ球菌感染症報告

２０１３年に九州地区各県より報告のあった劇症型溶
血性レンサ球菌感染症について表６に示した。九州
地区においては、例年、年間４～５症例の同患者発生
報告であったが、Ａ群溶血レンサ球菌Ｔ１型を中心
に、２０１１年から同感染症の報告数は１６事例と激増
し、２０１２年も増加傾向は続き、２４事例の報告があっ
た。２０１３年は１２例と減少したが、引き続き、その動
向に注意を要する。
現在、大分県においては、同感染症の患者報告数
は少ないものの、Ａ群溶血性レンサ球菌感染症の患
者報告数が増加傾向にあること、劇症型溶血性レン
サ球菌感染症患者から良く分離されるＴ１型が増加
傾向にあることから、その動向に注視する必要があ
ると考える。

３ 薬剤感受性試験

薬剤感受性試験の結果、β‐ラクタム系薬剤であ
るABPC、CFDN、CEX、CDTRの４剤お よ びCPに
ついては、いずれも良好な抗菌力を示した。一方、
その他の５薬剤ではすべての薬剤に対して耐性株が
見られた。耐性パターンをみると、EM（≧１µg/ml)
およびCAM（≧１µg/ml）の２剤耐性が２０株（２３．９％）、
EM、CAM、CLDM（≧１µg/ml）およびLCMの４剤
耐性が15株（１７．９％）、TC（≧８µg/ml）、EM、CAM、
CLDMおよびLCMの５剤耐性が１４株（１６．７％）、TC、
EMおよびCAMの３剤耐性が１２株（１４．３％）、EM、
CAM、CLDMの３剤耐性が１株（１．２％）であった。
このうち、EM＞６４µg/mlの高度耐性株はEM耐性株
６２株中１４株（２２．５％）で、全国平均と同等であった。
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１３）緒方喜久代、諸石早苗、久高 潤、奥野ルミ：
九州地方における臨床由来溶血レンサ球菌の血
清型の推移と薬剤感受性について（２０１２年），
大分県衛生環境研究センター年報，４０，７５-８２
（２０１２）

１４）厚生省監修：微生物検査必携 細菌・真菌検査
第３版 F２８，日本公衆衛生協会

１５）Ａ群溶血レンサ球菌（Streptococcus pyogenes）
検査マニュアル，p９
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群・Ｔ型別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 ％

Ａ群

Ｔ‐１ ３ １ １ １ ２ ２ １ １ １ １３ １１．２
Ｔ‐２ ０ ０．０
Ｔ‐３ ０ ０．０
Ｔ‐４ ２ ４ ３ １ ２ ２ １ ２ １ ２ ２０ １７．２
Ｔ‐６ １ １ ２ １．７
Ｔ‐８ ０ ０．０
Ｔ‐９ ０ ０．０
Ｔ‐１１ １ １ ０．９
Ｔ‐１２ ４ ２ １ ６ １ ２ ２ ３ ２１ １８．１
Ｔ‐１３ ０ ０．０
Ｔ‐１４／４９ ０ ０．０
Ｔ‐２２ １ １ ２ １．７
Ｔ‐２３ ０ ０．０
Ｔ‐２５ １ １ １ １ １ １ ５ ６ １７ １４．７
Ｔ‐２８ １ １ ２ ３ ３ ３ １ ２ １６ １３．８
Ｔ‐Ｂ３２６４ １ １ ４ １ ２ １ ２ ２ ４ １８ １５．５
Ｔ‐５／２７／４４ ０ ０．０
型別不能 １ １ １ １ １ １ ６ ５．２
Ｔ型別の計 １３ １０ １３ １３ １０ ９ １ ２ １０ ５ １１ １９ １１６
（％） １１．２ ８．６ １１．２ １１．２ ８．６ ７．８ ０．９ １．７ ８．６ ４．３ ９．５ １６．４ １００．０
Ｂ群 １ １
Ｃ群 １ １ １ １ １ ５
Ｇ群 １ １ １ １ １ ５
合計 １４ １２ １５ １５ １０ ９ １ ２ １１ ６ １２ ２０ １２７

群・Ｔ型別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 ％

Ａ群

Ｔ‐１ １ １ ２ １ １ ６ ７．８
Ｔ‐２ ０ ０．０
Ｔ‐３ ０ ０．０
Ｔ‐４ ２ ４ ３ １ ２ ２ ２ １６ ２０．８
Ｔ‐６ １ １ １．３
Ｔ‐８ ０ ０．０
Ｔ‐９ ０ ０．０
Ｔ‐１１ １ １ １．３
Ｔ‐１２ ４ １ ２ １ ２ ２ ３ １５ １９．５
Ｔ‐１３ ０ ０．０
Ｔ‐２２ ０ ０．０
Ｔ‐２３ ０ ０．０
Ｔ‐２５ １ １ １ １ ５ ６ １５ １９．５
Ｔ‐２８ １ １ ２ ２ ３ ２ ２ １３ １６．９
Ｔ‐Ｂ３２６４ １ １ ２ ４ ８ １０．４
Ｔ‐５／２７／４４ ０ ０．０
型別不能 １ １ ２ ２．６
Ｔ型別の計 ８ ５ ８ ７ ７ ８ ０ ０ ８ ４ ７ １５ ７７
（％） １０．４ ６．５ １０．４ ９．１ ９．１ １０．４ ０．０ ０．０ １０．４ ５．２ ９．１ １９．５ １００．０
Ｂ群 １ １
Ｃ群 １ １ １ １ ４
Ｇ群 ０
合計 ８ ６ ９ ９ ７ ８ ０ ０ ８ ４ ７ １６ ８２

表１ 九州地区：Ａ群溶レン菌のＴ型別分類（２０１３年）

注）九州地区：佐賀県＋大分県＋沖縄県

表２ 大分県：溶レン菌分離株の群・Ａ群Ｔ型別分布（２０１３年）
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群・Ｔ型別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 ％

Ａ群

Ｔ‐１ ０ ０．０
Ｔ‐２ ０ ０．０
Ｔ‐３ ０ ０．０
Ｔ‐４ ０ ０．０
Ｔ‐６ ０ ０．０
Ｔ‐８ ０ ０．０
Ｔ‐９ ０ ０．０
Ｔ‐１１ ０ ０．０
Ｔ‐１２ １ ２ ３ ３７．５
Ｔ‐１３ ０ ０．０
Ｔ‐１４／４９ ０ ０．０
Ｔ‐２２ ０ ０．０
Ｔ‐２３ ０ ０．０
Ｔ‐２５ ０ ０．０
Ｔ‐２８ １ １ ２ ２５．０
Ｔ‐Ｂ３２６４ １ １ １２．５
Ｔ‐５／２７／４４ ０ ０．０
型別不能 １ １ ２ ２５．０
Ｔ型別の計 ０ ２ １ ２ ２ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ８
（％） ０．０ ２５．０ １２．５ ２５．０ ２５．０ ０．０ ０．０ ０．０ １２．５ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０
Ｂ群 ０
Ｃ群 ０
Ｇ群 ０
合計 ０ ２ １ ２ ２ ０ ０ ０ １ ０ ０ ０ ８

群・Ｔ型別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 ％

Ａ群

Ｔ‐１ ２ １ １ １ １ １ ７ ２２．６
Ｔ‐２ ０ ０．０
Ｔ‐３ ０ ０．０
Ｔ‐４ １ １ ２ ４ １２．９
Ｔ‐６ １ １ ３．２
Ｔ‐８ ０ ０．０
Ｔ‐９ ０ ０．０
Ｔ‐１１ ０ ０．０
Ｔ‐１２ １ ２ ３ ９．７
Ｔ‐１３ ０ ０．０
Ｔ‐１４／４９ ０ ０．０
Ｔ‐２２ １ １ ２ ６．５
Ｔ‐２３ ０ ０．０
Ｔ‐２５ １ １ ２ ６．５
Ｔ‐２８ １ １ ３．２
Ｔ‐Ｂ３２６４ １ １ ３ １ １ １ １ ９ ２９．０
型別不能 １ １ ２ ６．５
Ｔ型別の計 ５ ３ ４ ４ １ １ １ ２ １ １ ４ ４ ３１
（％） １６．１ ９．７ １２．９ １２．９ ３．２ ３．２ ３．２ ６．５ ３．２ ３．２ １２．９ １２．９ １００．０
Ｂ群 ０
Ｃ群 １ １
Ｇ群 １ １ １ １ １ ５
合計 ６ ４ ５ ４ １ １ １ ２ １ ２ ５ ４ ３７

表３ 佐賀県：溶レン菌の群・Ａ群Ｔ型別分布（２０１３年）

表４ 沖縄県：溶レン菌の群・Ａ群Ｔ型別分布（２０１３年）
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図１ 九州地区の推移（１９９２～２０１３）

図２ 大分県の推移（１９９２～２０１３）

大分県衛生環境研究センター年報 第41号,62～70(2013)資料

６８



図３ 佐賀県の推移（１９９２～２０１３）

図４ 沖縄県の推移（１９９２～２０１３）
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NIH
症例番号 発生県名 年齢 性別 発症

年月日 群別 T型別 EMM emm spe型 転帰

９６５ 熊本県 ７１ 女 ２０１３．１．２２ A T１ EMM１．０ emm１．０ A,B,F 治療中
９７１ 福岡県 ４５ 男 ２０１３．２．９ A T１ EMM１．０ emm１．０ A,B,F 軽快
９７２ 福岡県 ６５ 女 ２０１３．２．４ A T１ EMM１．２２ emm１．２２ A,B,F 死亡
９７３ 福岡県 ６９ 男 ２０１３．２．２６ G STC５３４５．１ stC５３４５．１ 軽快
９７４ 沖縄県 ４７ 女 ２０１３．２．２８ A T１ EMM１．０ emm１．０ A,B,F 軽快
１０１７ 熊本県 ８９ 女 ２０１３．８．１ G STG４８５．０ stG４８５．０ 死亡
１０２１ 熊本県 ７７ 女 ２０１３．８．２９ B V 死亡
１０２５ 鹿児島県 ７９ 男 ２０１３．８．２９ A TB３２６４ EMM８９．０ emm８９．０ B,F 死亡
１０４２ 沖縄県 ３５ 女 ２０１３．８．２９ A T１ EMM１．０ emm１．０ A,B,F 死亡
１０５４ 鹿児島県 ８５ 男 ２０１３．１２．９ C STG６５３．０ stG６５３．０ 死亡
１０６３ 福岡県 ９０ 女 ２０１３．１２．８ G STC４６．０ stC４６．０ 死亡
１０６４ 福岡県 ４０ 男 ２０１３．１２．１６ A TB３２６４ EMM８９．０ Emm８９．０ B,C,F 軽快

表６ 劇症型溶血レンサ球菌感染症例（２０１３年）
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加藤 聖紀、本田 顕子、田中 幸代＊１、小河 正雄＊２、緒方 喜久代

Report on Isolation of Viruses in Oita Prefecture,２０１３

Miki Kato, Akiko Honda, Sachiyo Tanaka, Masao Ogawa＊２，Kikuyo Ogata

Key words：感染症発生動向調査 surveillance、ウイルス virus

感染症発生動向調査からみたウイルスの流行状況（２０１３年）

は じ め に

私たちは、感染症の予防及び感染症の患者に対す
る医療に関する法律に係る感染症発生動向調査事業
に基づき、ウイルスの検索及びその動態について、
大分県内の調査を行っている。２０１３年の調査結果に
ついて報告する。

検 査 方 法

ウイルス検索の材料は、大分県内の医療機関より
提出された鼻腔・咽頭ぬぐい液、髄液、糞便、尿、
皮膚病巣、剖検材料（脳）及び血液を対象とした。
ウイルス分離にはHEp-２、RD-１８s、Caco-２、MARC

１４５、Vero９０１３、VeroE６、MDCK、LLC-MK２の８種
の細胞を使用し、細胞変性効果を指標に３代まで継
代培養を行った。分離ウイルスの同定は、抗血清の
あるものについては中和試験を行い、それ以外の分
離株については、PCR法１），２），３）で遺伝子を増幅し、ダ
イレクトシークエンス法で遺伝子配列を決定した
後、BLASTにて相同性検索を行った。
また臨床検体から直接にPCR及びダイレクトシー
クエンスを実施し、ライノウイルス、パレコウイル
ス、パラインフルエンザウイルス、RSウイルス、
ヒトメタニューモウイルス、ヘルペスウイルス属及
び一部のエンテロウイルス属の検出を行った。ノロ
ウイルス及びサポウイルスの検出には、リアルタイ
ムPCR法を行って検出したのち、RT-PCR法及びダ
イレクトシークエンス法で遺伝子型を同定した。
Ａ群ロタウイルスの検出にはラピッドテスタ ロ
タ・アデノ（積水メディカル株式会社）を使用した。

結 果

２０１３年は県内の１１医療機関から５２０件の検査依頼
があった。疾患別にみるとかぜ症候群が８９件と最も
多く、次いでインフルエンザ様疾患が７７件、感染性
胃腸炎が６８件であった。
検出した病原体は、３０４件（１検体につき複数検出
したものを含む）、検出率は５６％であった。多く検
出されたウイルスは、インフルエンザウイルスＡＨ
３・Ｂ、コクサッキーウイルスＡ６型、ライノウイル
ス及びエコーウイルス３０型であった（表１）。
インフルエンザ様疾患では、AH３型が１月から５月
にかけて６０件検出された。Ｂ型は１月から６月にかけ
て１０件、１２月に２件検出された。
感染性胃腸炎では、Ａ群ロタウイルスが最も多く

３月から５月にかけて１５件検出された。次いでノロウ
イルスGⅡが７件でウイルスの遺伝子型の内訳はGⅡ
／４が３件、GⅡ／３が２件、GⅡ／not typedが２件検出さ
れた。その他ではアデノウイルスが４件（２型・４型・
５型・３１型各１件）、サポウイルスが３件（ＧⅠ２件・
ＧⅡ１件）、パレコウイルス１型が１件検出された。
手足口病では、コクサッキーウイルスＡ６型が１月
から２月にかけて２件、５月から７月にかけて２１件検出
された。
ヘルパンギーナでは、コクサッキーウイルスＡ６
型が６月から７月にかけて２件、エコーウイルス３０型
が７月に１件検出された。
咽頭結膜熱では、９月にアデノウイルス３型が２件
検出された。
無菌性髄膜炎では夏季に流行がみられ、エコーウ
イルス３０型が６月から１０月にかけて１５件、エコーウ
イルス６型が１月から２月にかけて４件と７月から９月に
かけて５件検出された（表２）。今回得られたEcho
３０及びEcho６と、これまで国内外で報告されている＊１福祉保健部薬務室，＊２別府大学
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株の系統樹を作成した結果、２０１３年に分離された
Echo３０株は、VP１部分配列においてBastianii（参照
株）と約８０％一致しているが、登録されている２００８
－２０１０年国内分離株とは５％程度異なっていた（図
１）。Echo６については２０１０－２０１２年に欧州で報告
された株とほぼ同一クラスターを形成した（図２）。
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図１ Echo３０の系統樹

図２ Echo６の系統樹
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検出病原体 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計
Coxsackievirus A６ １ １ ３ ７ １５ ２７
Coxsackievirus A８ １ １
Coxsackievirus A９ ３ ３
Coxsackievirus A１０ １ １
Coxsackievirus A１２ １ １ ２
Coxsackievirus B３ １ １
Coxsackievirus B４ １ １ ２
Echovirus６ ２ ２ ４ ２ １ １ １２
Echovirus１１ １ １
Echovirus１８ ２ ２
Echovirus１９ １ １
Echovirus２５ １ １ ２
Echovirus３０ １ １７ ５ ２ ２５
Parechovirus１ １ １ １ １ ４
Enterovirus６８ ２ １ ３
Enterovirus７１ １ １
Rhinovirus ２ １ １ ５ ２ １ ３ ２ １ ６ ２ ２６
Aichivirus １ １
Influenza virus A H３N unknown ４１ ８ ５ ５ ３ ６２
Influenza virus B １ ２ ３ １ ２ １ ２ １２
Parainfluenza virus１ １ １ １ ３
Parainfluenza virus３ １ ４ １ ６
Parainfluenza virus４ １ １ ２
Respiratory syncytial virus（RSV） ２ ４ １ １ １ １ ２ １２
Human metapneumovirus １ ３ ２ １ ７
Human bocavirus １ １ １ ３
Rotavirus group A ３ ３ ９ １５
Norovirus genogroup II １ １ ２ ３ ７
Sapovirus ２ １ ３
Adenovirus１ １ １ ２
Adenovirus２ １ １ １ ３
Adenovirus３ １ ２ ２ １ １ ７
Adenovirus４ １ １
Adenovirus５ １ １ ２
Adenovirus３１ １ １
Herpes simplex virus１（HHV‐１） １ １ ２ １ ５
Varicella-zoster virus（VZV) ３ １ ４
Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １ １ ２ １ ２ ２ １０
Human herpes virus６（HHV‐６） ２ １ ２ ２ ３ ３ １ １ ２ １ １ １９
Human herpes virus７（HHV‐７） １ １
Epstein-Barr virus（EBV） １ １
Dengue virus４ １ １

合 計 ５４ ２４ ２２ ２３ ３０ ２２ ５１ １７ １０ ２３ １７ １１ ３０４

表１ 平成２５年 ウイルスの月別検出状況

（複数検出を含む）
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臨床診断名 病原体名 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 合計
水痘 Varicella-zoster virus(VZV) ３ １ ４
感染性胃腸炎 Coxsackievirus A12 １ １

Coxsackievirus B４ １ １
Echovirus６ １ １
Echovirus25 １ １ ２
Echovirus30 １ １ ２
Parechovirus１ １ １
Rotavirus group A ３ ３ ９ １５
Norovirus genogroup II １ １ ２ ３ ７
Sapovirus ２ １ ３
Adenovirus２ １ １
Adenovirus４ １ １
Adenovirus５ １ １
Adenovirus３１ １ １

手足口病 Coxsackievirus A６ １ １ ３ ６ １２ ２３
Echovirus30 １ １
Adenovirus３ １ １

ヘルパンギーナ Coxsackievirus A６ １ １ ２
Echovirus30 １ １

インフルエンザ様疾患 Influenza virus A H３N unknown ４０ ８ ４ ５ ３ ６０
Influenza virus B １ ２ ３ １ ２ １ ２ １２

咽頭結膜熱 Adenovirus３ ２ ２
無菌性髄膜炎 Coxsackievirus A９ １ １

Echovirus６ ２ ２ ３ １ １ ９
Echovirus18 １ １
Echovirus30 １ １１ ２ １ １５
Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １
Human herpes virus６（HHV‐６） １ １ ２

脳炎 Herpes simplex virus１（HHV‐１） １ １
（急性）脳症 Rhinovirus １ １
不明熱 Echovirus19 １ １

Echovirus30 １ １
Herpes simplex virus１（HHV‐１） １ １
Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １
Human herpes virus６（HHV‐６） １ １

かぜ症候群 Coxsackievirus A６ ２ ２
Coxsackievirus A８ １ １
Coxsackievirus A９ １ １
Echovirus６ １ １ ２
Echovirus30 １ ３ ４
Enterovirus68 １ １
Rhinovirus １ １ １ ２ １ １ ２ １ ６ １６
Influenza virus A H３N unknown １ １ ２
Parainfluenza virus３ １ １ ２
Respiratory syncytial virus（RSV） ２ １ ３
Human metapneumovirus １ １ ２
Adenovirus１ １ １
Adenovirus２ １ １
Adenovirus３ １ １ ２
Adenovirus５ １ １
Herpes simplex virus１（HHV‐１） １ １
Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １
Human herpes virus６（HHV‐６） １ ２ ３ ２ １ １ １０
Human herpes virus７（HHV‐７） １ １
Epstein-Barr virus（EBV） １ １

表２ 平成２５年 臨床診断名別ウイルス・クラミジア検出状況
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臨床診断名 病原体名 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 合計
気管支炎 Coxsackievirus B４ １ １

Parechovirus１ １ １
Echovirus11 １ １
Enterovirus68 １ １ ２
Rhinovirus ２ ２
Parainfluenza virus１ １ １ １ ３
Parainfluenza virus３ １ １ ２
Parainfluenza virus４ １ １ ２
Respiratory syncytial virus（RSV） １ １ １ １ １ ２ ７
Human metapneumovirus １ ２ ３
Human bocavirus １ １ ２
Adenovirus２ １ １
Adenovirus３ １ １
Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １ １ ３
Human herpes virus６（HHV‐６） １ １

肺炎 Coxsackievirus B３ １ １
Echovirus30 １ １
Rhinovirus １ １
Parainfluenza virus３ ２ ２
Respiratory syncytial virus（RSV） １ １ ２
Human metapneumovirus １ １ ２
Human bocavirus １ １
Adenovirus３ １ １

発疹症 Coxsackievirus A９ １ １
Coxsackievirus A10 １ １
Coxsackievirus A12 １ １
Echovirus18 １ １
Rhinovirus ２ ２ ４
Herpes simplex virus１（HHV‐１） １ １
Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １ １
Human herpes virus６（HHV‐６） １ １ １ ３

腸重積症 Parechovirus１ １ １
Adenovirus１ １ １
Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １

熱性けいれん Rhinovirus １ １
Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １
Human herpes virus６（HHV‐６） １ １

単純ヘルペス Herpes simplex virus１（HHV‐１） １ １
ヘルペス口内炎 Enterovirus71 １ １
肝障害 Parechovirus１ １ １

Cytomegalovirus（HHV‐５） １ １
その他 Rhinovirus １ １

Aichivirus １ １
Human herpes virus６（HHV‐６） １ １
Dengue virus４ １ １

（複数検出を含む）
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百武 兼道、加藤 聖紀、本田 顕子、田中 幸代＊１、小河 正雄＊２、緒方 喜久代

Surveillance of Vaccine-preventable Diseases,２０１３

Kanemichi Hyakutake, Miki Kato, Akiko Honda, Sachiyo Tanaka, Masao Ogawa, Kikuyo Ogata

Key words：流行予測調査 Surveillance of Vaccine-preventable Diseases，日本脳炎 Japanese encephalitis

感染症流行予測調査について（２０１３年度）

は じ め に

２０１３年度の厚生労働省委託による感染症流行予測
事業として、大分県内の日本脳炎感染源調査を行っ
たので、その概要を報告する。

材料及び方法

検査材料は２０１３年度感染症流行予測調査実施要領
に従って採取し、国東市で飼育された、と畜場出荷
豚の血液を用いた。検査方法は感染症流行予測調査
事業検査術式（２００２年６月）に従って行った。

結果及び考察

２０１３年７月上旬から９月中旬まで約１０日毎に１０頭ず
つ、計８０頭の日本脳炎HI抗体を測定した（表１）。
最初にHI抗体保有豚が確認されたのは８月１２日で、
前年より４１日遅く（図１）、最近１０年間の平均（７月
１６日）より２７日遅かった。また、日本脳炎汚染地区
の判定基準であるHI抗体保有率５０％を超えたのは８
月２３日で、５０％を超えなかった２０１０年を除く最近１０
年間の平均（８月１９日）より４日遅かった。１００％に
達したのは８月２３日であった。採取した血液からVero
９０１３細胞を用いて日本脳炎ウイルスの分離を試みた
ところ、８月１２日の血清から日本脳炎ウイルスが２株
分離された。
２ME感受性抗体を保有している場合、その豚は
日本脳炎ウイルスの感染初期であると考えられる。
２ME感受性抗体保有率は８月中旬は０％であったが
下旬には８０％となり、９月上旬には１０％にまで低下

している。このことから、８月中旬から下旬にかけ
てブタの間での感染が急激に拡大したと推測され
る。国東市武蔵の観測地点のデータでは８月上旬・
中旬が高温小雨であった。日本脳炎ウイルスを媒介
するコガタアカイエカが発生しやすい気候になった
ことにより、８月中旬にブタのHI抗体保有率が３０％
であったものが下旬には大幅に上昇し、１００％に達
したものと考えられる。
２０１３年度も県内で患者の届出は無かった。しか
し、近接する熊本県では２名の患者が発生している。
本調査でブタの血清から抗体が検出されたことから
も、県内でも日本脳炎ウイルスに感染する可能性が
あり、ワクチン接種の機会を逃した可能性のある平
成７～１８年度に生まれた世代については特に注意が
必要である。

＊１福祉保健部薬務室 ＊２別府大学
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採血月日 検査
頭数

ＨＩ抗体価 抗体陽性率
（％）

２ME感受性抗体
保有率（％）＜１０ １０ ２０ ４０ ８０ １６０ ３２０ ６４０≦

７月 １日 １０ １０ ０．０ ０．０
７月１２日 １０ １０ ０．０ ０．０
７月２２日 １０ １０ ０．０ ０．０
８月 ２日 １０ １０ ０．０ ０．０
８月１２日 １０ ７ １ １ １ ３０．０ ０．０
８月２３日 １０ １ ２ ３ ４ １００．０ ８０．０
９月 ２日 １０ ７ ３ １００．０ １０．０
９月１３日 １０ ５ ３ ２ １００．０ ０．０

表１ と畜場出荷豚の日本脳炎HI抗体保有状況

図１ 各年の豚血清中HI抗体陽性律の推移（２００９年～２０１３年）
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Key words：微生物学的検査 microbiological examination、収去検査 distribution foods

食品の微生物学的検査成績について（２０１３年度）

は じ め に

大分県では、食中毒の発生防止対策、流通食品の
汚染状況の把握および汚染食品の排除を目的とし、
大分県食品衛生監視指導計画に基づき、市販食品の
収去検査を実施している。２０１３年度は、県産・輸入
食肉、加工食肉、県産鶏卵、県産ミネラルウォー
ター、県産養殖魚介類、輸入養殖魚介類および二枚
貝の計１４９件について、食中毒起因菌や汚染指標細
菌、残留抗生物質、ノロウイルスなどの項目につい
て検査を実施した。

材料および方法

１ 材料

２０１３年４月から２０１４年３月にかけて、県下５ブロッ
クの食品衛生監視機動班が収去・搬入した県産及び
国産食肉４３検体、輸入食肉１７検体、加工食肉２０検体、
県産鶏卵１０検体、県産ミネラルウォーター２０検体、
県産養殖魚介類９検体、輸入養殖魚介類２０検体およ
び二枚貝１０検体（うち４検体は生食用むき身カキ）
について検査した（表１）。

２ 検査項目

検査項目は、食中毒起因細菌（病原大腸菌、黄色
ブドウ球菌、サルモネラ属菌、カンピロバクター、
腸炎ビブリオ）、レジオネラ属菌、汚染指標細菌
（一般細菌数、大腸菌群・大腸菌）、抗生物質およ
びノロウイルスについて検査を行った。

３ 検査方法

各項目の検査方法は、規格基準の定められた食品
は公定法（食品衛生法および関連法規）に従って実
施し、それ以外の食品については、大分県検査実施

標準作業書に基づいて実施した。
検査法の詳細は既報のとおり４）であるが、平成２４
年１２月１７日付け厚生労働省医薬食品局食品安全部監
視安全課長通知「腸管出血性大腸菌Ｏ２６、Ｏ１１１及
びＯ１５７の検査法について」に基づいて、病原大腸
菌のうち腸管出血性大腸菌についての検査法を変更
した。 即ち、試料原液２５mlに２倍濃度のmEC２５ml
を加え４２±１℃で２０時間培養後、ベロ毒素遺伝子の
PCRスクリーニングを実施し、スクリーニング陽性
であれば、培養液を直接及びＯ２６、Ｏ１１１、Ｏ１５７の
各免疫磁気ビーズで集菌後、CT-Smac寒天培地等
を用いて分離培養し、平板状に発育した疑わしいコ
ロニーを釣菌、生化学的性状試験、必要に応じて血
清型別試験やベロ毒素産生試験を行った。

結 果

１４９検体中２２検体（１５％）について、食中毒起因
菌等の検出や汚染指標菌が示す不良な衛生状態が認
められた（表１）。
県産及び国産食肉４３検体中８検体から食中毒起因
菌が検出され、その内訳は４検体から黄色ブドウ球
菌、４検体からサルモネラ属菌、２検体からカンピロ
バクターが検出された（重複有り）。食中毒起因菌
が検出された８検体は全て鶏肉で、豚肉、牛肉から
はいずれの菌も検出されなかった。
輸入食肉１７検体中鶏肉２検体、牛肉１検体から黄色
ブドウ球菌が検出され、そのうち牛肉１検体からは
ベロ毒素産生性大腸菌（OUT : HNT, VT２）も検出
された。サルモネラ属菌、カンピロバクターは検出
されなかった。
なお、抗生物質はいずれの食肉からも不検出で
あった。
加工食肉２０検体については、４検体からサルモネ
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エンテロ
トキシン型

コアグラーゼ型
ｎ Ⅱ Ⅱ・Ⅲ Ⅴ Ⅶ Ⅷ

Ｃ
Ａ‐Ｄ非産生

１ １
９ ５（１），１ １（１） １ １
１０ ６ １ １ １ １
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検
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検
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県産・国産食肉 ４３ ８ ０ ４注１） ４注２） ２注３） ０
鶏肉 ２０ ８ ０ ４ ４ ２ ０

（内訳） 豚肉 １８ ０ ０ ０ ０ ０ ０
牛肉 ５ ０ ０ ０ ０ ０ ０

輸入食肉 １７ ３ １注４） ３注１） ０ ０ ０
鶏肉 ３ ２ ０ ２ ０ ０ ０

（内訳） 豚肉 ７ ０ ０ ０ ０ ０ ０
牛肉 ７ １ １ １ ０ ０ ０

加工食肉（ミンチ・成型肉） ２０ ４ ０ ３注１） ４注５） ０
県産鶏卵 １０ ０ ０注６） ０
県産ミネラルウォーター ２０ ７ １ ６注７） ０
県産養殖魚介類 ９ ０ ０
輸入養殖魚介類 ２０ ０ ０
生食用・加熱用二枚貝 １０ ０ ０ ０ ０

合計 １４９ ２２ １ １０ ８ ２ ０ １ ６ ０ ０ ０

表１ 食品の微生物学的検査成績

注１）コアグラーゼ型とエンテロトキシン産生性の分布は表２に示す。
注２）S.Schwarzengrund（O４：d :１，７）２件，S.Infantis（O７：r :１，５）１件，

S. Infantis（O７：１，５: r）, S. Corvallis（O８：z４，z２３: -）, S. Bovismorbificans（O６，８:１，５: r）の複合検出１件
注３）Campylobacter jejuni
注４）ベロ毒素産生性大腸菌（VTEC OUT : HNT（VT２））
注５）S. Manhattan（O6,8 : d :１，５）２件，S.Schwarzengrund（O４：d :１，７）１件，S.Infantis（O７：r :１，５）１件
注６）１検体からEnterobacter cloacae , Leclercia adecarboxylataを検出
注７）食品衛生法によるミネラルウォーターの原水の基準（１００/ml以下）を超えたものを検出件数としている

表２ 黄色ブドウ球菌のコアグラーゼ型とエンテロトキシン産生性

（ ）内は、輸入食肉分再掲、斜字は加工食肉由来

ラ属菌が検出され、そのうち３検体からは黄色ブド
ウ球菌も検出された。４検体はいずれも鶏ミンチで
あった。
県産鶏卵１０検体からサルモネラ属菌及び抗生物質
は不検出であったが、１検体からEnterobacter cloacae,
Leclercia adecarboxylata が検出された。
県産ミネラルウォーター２０検体では、大腸菌群は

不検出であったが、レジオネラ属菌が１検体から検
出された（菌量は２０CFU/１００ml）。食品衛生法の
ミネラルウォーターの製造基準で原水の基準となっ

ている一般細菌数１０２/mlを超えるものが６検体あ
り、内訳は１０５オーダーが２検体、１０４オーダーが２検
体、１０３オーダーが１検体、１０２オーダーが１検体であっ
た。なお、レジオネラ属菌が検出された検体の一般
細菌数は３０未満／mlであった。
県産養殖魚介類９検体及び輸入養殖魚介類20検体
からは、抗生物質は検出されなかった。
二枚貝（生カキ）１０検体からは、ノロウイルス遺
伝子は検出されなかった。このうち生食用むき身カ
キ４検体は全て成分規格に適合していた。
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考 察

既報１‐７）と同様に今回の調査においても、鶏肉から
黄色ブドウ球菌、サルモネラ属菌、カンピロバクター
が検出され、県産品、輸入品あわせて４３％（１０／２３
）の検体がいずれか若しくは複数の細菌に汚染され
ていた。また、ミンチ等の加工食肉においても鶏ミ
ンチの汚染率が高かった（８０％（４／５））。牛肉に
ついては２０１１年１０月に生食用食肉の規格基準が施行
されたが、鶏肉、豚肉に関しては法的な規制はない。
しかし、調査結果を見る限り、生又は加熱不十分な
状態で肉を食べることは食中毒のリスクが高いこと
が示唆される。また、ミンチ等の加工食肉から食中
毒起因菌が検出されていることからも、食肉を取り
扱う営業者や消費者に対し、十分な加熱の必要性と
二次汚染への注意を払うことをさらに啓発すべきと
考える。
２０１１年度、２０１２年度、２０１３年度と食肉（加工食肉
を含む。）各１検体からベロ毒素産生性大腸菌が検
出された。腸管出血性大腸菌感染症は重篤な症状を
起こすこともあり、動向を注視したい。
鶏卵については、サルモネラ属菌は検出されな
かったものの、１検体から複数種の細菌が検出され
た。検査においては破卵を供試しないよう目視で除
いているが、卵殻についた判別できない程の小さな
傷から細菌が卵内に侵入したものと考えられる。卵
を傷つけないよう取扱は慎重に行い、生食期限内で
あっても場合によっては加熱する等の対応が必要で
あると考える。
ミネラルウォーターについては、食品衛生法の規
格基準には製品の一般細菌数の基準はないものの、
原水の基準（１０２/ml以下）を超えることは、製造工
程上の殺菌不良等の可能性があるので、製造業者に
対する指導が必要と考える。既報１‐６）によると原水の
基準を超えた細菌数が認められたミネラルウォー
ターは、２００７年度以降概ね２０％前後で推移していた
が、２０１２年度は３０％（６／２０）、２０１３年度は３５％（７／

２０）と増加傾向であり、菌数のオーダーも高い検体
が増えた。県内の清涼飲料水製造業者に対し、より
一層の指導が必要と考える。
以上のように、流通する食品の微生物汚染を早期
に探知することで、食中毒の未然防止や食品の安全
確保が図られ、衛生行政に貢献できると考える。
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Ion Components of Rainwater in Oita Prefecture,２０１３

Fusa Igagami, Daigo Ando, Syouji Kai

Key words：雨水 Rainwater，酸性降下物 Acid deposition，水素イオン濃度 pH

大分県における雨水成分調査（２０１３年度）

は じ め に

当センターでは、雨水の化学的性状を把握し酸性
雨発生機構解明の基礎資料を得るため、１９８５年度か
ら継続して雨水成分調査を行っている１）‐２７）。今回は、
県内の３箇所で行っているろ過式採取法による調査
について、２０１３年度の降水量、pH、イオン成分濃
度及び沈着量の状況とそれらの推移などを報告す
る。

調 査 方 法

１ 調査期間

２０１３年３月２５日～２０１４年４月７日

２ 調査地点

①大分市：大分市高江西２‐８
大分県衛生環境研究センター
北緯３３゚ ０９′ 東経１３１゚ ３６′
標高約９０ｍ

大分市は、約４７万人の人口を抱える県下随一の都
市である。北部には臨海工業地帯（当センターから
北北東に約１４㎞）があり、鉄鋼や石油化学等の工場
が立地している。
当センターは、市の中心から南約１０㎞に位置して
いる。周囲は閑静な住宅地域である。
②日田市：日田市大字有田字佐寺原

大分県農林水産研究指導センター
林業研究部
北緯３３゚ ２０′ 東経１３０゚ ５７′
標高約１５９ｍ

日田市は、周囲を標高１，０００ｍ級の山々に囲まれ
た盆地に開けた都市である。市の北西約５０㎞に福岡
市があり、南南東約５０㎞には阿蘇山が座している。
当試験場は、市の中心から２㎞ほど離れた山間部
に位置している。周囲は山林に囲まれ、大きなばい
煙の発生源はない。

③久住町：竹田市久住町大字久住平木
国設大分久住酸性雨測定所
北緯３３゚ ０２′ 東経１３１゚ １５′
標高約５６０ｍ

久住町は、九州のほぼ中央部に位置し、北部一帯
は久住山を中心とするくじゅう火山群が占め、南に
久住高原が広がっている。久住山の北西斜面には硫
黄山があり、少量の火山性ガスを噴出している。
当測定所は久住山の南麓にあり、周囲には牧草地
帯が広がり、キャンプ場などの保養施設がある。約
３０ｍ南方に国道４４２号が通っているが、交通量はあ
まり多くない。

３ 試料採取方法及び分析方法

試料の採取は、ろ過式採取装置により原則月曜日
に１週間ごとの雨水を採取する方法を用いた。ただ
し、久住町では２週間ごとに採取した。
試料の分析は、湿性沈着モニタリング手引き書２８）

に準じて、次のとおり行った。
測定項目のうち、pH及び電気伝導率は、pH計及
び電気伝導率計により測定した。雨水中のイオン成
分濃度については、イオンクロマトグラフにより測
定した。測定したイオン成分は、塩化物イオン（以
下「Cl‐」という。）、硝酸イオン（以下「NO３‐」
という。）、硫酸イオン（以下「SO42‐」という。）、
アンモニウムイオン（以下「NH４＋」という。）、＊１ 生活環境部環境保全課
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ナトリウムイオン（以下「Na＋」という。）、カリ
ウムイオン（以下「K＋」という。）、カルシウム
イオン（以下「Ca２＋」という。）及びマグネシウム
イオン（以下「Mg２＋」という。）の８成分である。

調 査 結 果

以下に、２０１３年度の状況を示す。
pH及びイオン成分当量濃度の月平均値及び年平
均値は、降水量加重平均値とした。降水量加重平均
値とは、測定値を単純に平均したものではなく、降
水量で重み付けした平均値のことであり、以下の計
算式により算出した２９）。
降水量加重平均値（pH）

＝‐log｛Σ（１０－pHi×Qi）｝/ΣQi
＝‐log（合計H＋量）／合計降水量

pHi：各測定時のpH ,Qi：各測定時の降水量

降水量加重平均値（成分濃度）
＝｛Σ（Ci×Qi）｝/ΣQi
＝合計成分量／合計降水量

Ci：各測定時の成分濃度，Qi：各測定時の降水量

１ 降水量について

降水量（㎜）は、捕集試料量（ml）と捕集面積
（㎠）により算出した。
２０１３年度の降水量は、それぞれ、大分市１，７７０㎜、
日田市１，７５５㎜、久住町２，０２１㎜であった。また、１９８９
～２０１３年度の年平均降水量は、大分市１，７２５㎜、日
田市１，６４３㎜、久住町１，８９０㎜（１９９４～２０１３年度）で
あった（表１‐１～３）。
前年度と比較して、大分市で７３６㎜、日田市で３５２
㎜、久住町で８９㎜減少していた。年平均降水量と比
較すると、大分市は前年度とほぼ同程度であり、日
田市及び久住町で１００㎜程度多かった。

２ pHについて

２０１３年度のpHの年平均値は、それぞれ、大分市pH
４．５７、日田市pH４．６８、久住町pH４．６５であった。ま
た、１９８９～２０１３年度における降水量加重平均値は、
大分市４．６０、日田市４．７１、久住町４．７１（１９９４～２０１３
年度）であった（表１‐１～３）。
大分市では、前年度とほぼ同程度であった。日田
市では、２０１１年度以降減少傾向にある。久住町では
前年度に比べ、わずかに増加した。

１週間降雨（久住町は２週間）の測定値によるpH
の分布状況を図１に示す。
大分市では、pHが４．６～４．８の範囲の雨水が最も
多く、前年度と比較すると４．４～４．８を中心に比較的
狭い分布となったが、pH３．８以下の雨水があった。
日田市では、pHが４．６～４．８の範囲の雨水が最も
多く、４．２～４．８を中心に比較的広い分布となった。
pH3.8以下の雨水はなく、pH６．０以上の雨水があっ
た。
久住町では、pHが４．６～４．８の範囲の雨水が最も

多く、前年度と同様にpH３．８～５．２と狭い範囲に分
布を示した。また、pH３．８以下及びpH５．２以上の雨
水はなかった。

３ イオン成分当量濃度について

地点別のイオン成分当量濃度を表２に示す。
表２及び表３における非海塩成分（nss- : non-sea-
salt）とは、各成分の測定値から海塩由来成分量を
差し引いた値である。海塩由来成分は、雨水に含ま
れるNa＋をすべて海塩由来であるとし、かつ海塩由
来の成分濃度の比率は海洋→大気（雲）→雨水中で
変化しないと仮定して、Na＋を基準に算出する２８）。
雨水中には、海水中のSO42‐やCa２＋などが含まれる
ため、人為的起源による沈着量を把握するには、海
塩成分を考慮する必要がある。
雨水中の酸性成分として、SO42‐及びNO３‐が挙げ
られる。
年間平均SO42‐当量濃度は、それぞれ、大分市３６．４
µeq/l、日田市３３．５µeq/l、久住町２９．８µeq/lであった。
年間平均NO３‐当量濃度は、それぞれ、大分市１５．８
µeq/l、日田市１２．０µeq/l、久住町１２．１µeq/lであり、
酸性成分は大分市でもっとも高濃度であった。
雨水中の塩基性成分としては、NH４＋及びCa２＋が

挙げられる。
年間平均NH４＋当量濃度は、それぞれ、大分市１２．９
µeq/l、日田市８．４µeq/l、久住町１３．８µeq/lであった。
年間平均Ca２＋当量濃度は、それぞれ、大分市１１．５
µeq/l、日田市１４．６µeq/l、久住町１０．０µeq/lであり、
塩基性成分は大分市でもっとも高濃度であった。
イオン成分当量濃度の季節変動を図２に示す。
降水量は例年と同様に、初夏に多く、冬期に少な
かった。降水量が少ない期間は多い期間と比較し
て、イオン成分が高濃度になりやすいため、各成分
ともおおむね冬季に高い傾向にあった。
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４ イオン成分沈着量について

地点別のイオン成分沈着量を表３及び図３に示す。
沈着量（meq/㎡）は、イオン成分濃度（µeq/l）

と降水量（mm）により算出した。
年間のSO42‐沈着量は、それぞれ、大分市６４．１meq

/㎡、日田市５８．７meq/㎡、久住町６０．２meq/㎡であり、
大分市で最大であった。
年間のNO３‐沈着量は、それぞれ、大分市２７．８meq

/㎡、日田市２０．９meq/㎡、久住町２４．５meq/㎡であり、
大分市で最大であった。
年間のNH４＋沈着量は、それぞれ、大分市２２．７meq

/㎡、日田市１４．６meq/㎡、久住町２７．９meq/㎡であり、
久住町で最大だった。
年間のCa２＋沈着量は、それぞれ、大分市２０．２meq

/㎡、日田市２５．５meq/㎡、久住町２０．１meq/㎡であり、
塩基性成分は日田市で最大であった。
年間の総沈着量は、前年度と比較して大分市及び
久住町は、わずかに減少し、日田市では、同程度で
あった（図４）。

５ イオン成分沈着量の経年変動について

イオン成分の沈着量の経年変動を図５に示す。
前年度と比較して、大分市ではNO３‐の沈着量は
わずかに増加したが、SO42‐の沈着量が減少したた
め、H＋は減少した。
イオン成分の沈着量は、沈着量＝成分濃度×降水
量として計算されるため、沈着量の増減は降水量に
影響される。そのため、沈着量のみで降水中の大気
成分の経年変動を評価することは難しい。そこで、
降水量の変動を加味した沈着量の年変化率（%・
year‐１）について検討した３０），３１）。
まず、SO42‐、NO３‐、NH４＋、Ca２＋及びH＋の２００４年
から２０１３年度の１０年分の月間集計値を、４～６月を春
季、７～９月を夏季、１０～１２月を秋季、１～３月を冬季
に分類した。季節ごとに、年度をｘ軸、各イオン成
分の沈着量をｙ軸とする回帰直線を作成し、「（回
帰直線の傾き／１０年間の平均値）×１００」として、
沈着量の年変化率を求めた。降水量についても同様
の操作を行い、沈着量の変化率から降水量の変化率
を差し引いたものを「降水量の変動を加味した沈着
量の年変化率」とした（表４、図６）。
大分市では、酸性成分であるSO42‐が減少傾向を
示し、降水量も減少傾向を示したが、SO42‐の減少
幅が大きかったため、降水量の変動を加味した沈着
量の年変化率は、わずかに減少した。また、酸性成

分であるNO３‐もSO42‐と同様に減少傾向を示した
が、H＋は増加傾向を示した。しかし、黄砂の影響
が大きいとされる春季では減少傾向にあった。
日田市では、すべての成分において年変化率が減
少傾向にあった。黄砂の影響が大きいとされる春季
では増加傾向にあった。
久住町では、酸性成分であるSO42‐が減少傾向を
示し、降水量も減少傾向を示したが、SO42‐の減少
幅が大きかったため、降水量の変動を加味した沈着
量の年変化率は、わずかに減少した。秋季にNH４＋

の減少傾向が見られた。

お わ り に

本調査の実施にあたり、試料採取並びにpH及び
ECの測定にご協力いただいた大分県農林水産研究
指導センター林業研究部の職員に深謝致します。
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地点 年度 雨水pH 試料数 降雨量
㎜ 備 考平均値注） 最大値 最小値

大分市

１９８９ ４．５０ ６．１７ ３．９４ ３１ （１５４３） １１，１２月採取不可
１９９０ ４．５７ ６．５６ ４．０８ ３８ １５０５
１９９１ ４．４２ ６．３１ ３．９２ ４２ ２０９６
１９９２ ４．５７ ６．４２ ３．８０ ３８ １２０８
１９９３ ４．７５ ５．８１ ３．９４ ４１ ２８４２
１９９４ ４．４７ ６．２０ ３．６８ ３４ １１５２
１９９５ ４．６８ ７．５９ ４．１５ ３３ １２５１
１９９６ ４．５９ ６．１１ ３．８４ ３７ １２１７
１９９７ ４．８１ ６．８１ ４．１６ ４３ １８０７
１９９８ ４．６４ ６．８４ ４．０１ ３７ １４５１
１９９９ ４．７２ ６．９８ ３．４４ ３８ １８３３
２０００ ４．６０ ７．１０ ４．１１ ３７ １３１３
２００１ ４．５５ ６．９１ ４．００ ４０ １４０４
２００２ ４．６０ ６．１６ ３．９０ ３３ １１４４
２００３ ４．５３ ６．９５ ３．９９ ４３ ２１２５
２００４ ４．６３ ６．３７ ３．９６ ４０ ２３２５
２００５ ４．６８ ６．４４ ３．７２ ３５ １６６２
２００６ ４．５８ ６．５１ ３．９２ ４０ １９６９
２００７ ４．６５ ６．４０ ４．１２ ３６ ２１２６
２００８ ４．５４ ６．１３ ３．９５ ４０ １７７８
２００９ ４．４９ ６．３８ ４．０６ ３８ １４１９
２０１０ ４．５８ ５．９２ ３．８９ ３８ １２２０
２０１１ ４．５７ ６．１６ ３．８２ ４０ （２４３２） ９／２０‐９／２６採取不可
２０１２ ４．５８ ５．８５ ３．７２ ４９ ２５０６
２０１３ ４．５７ ５．９２ ３．７８ ３８ １７７０

地点 年度 雨水pH 試料数 降雨量
㎜ 備 考平均値注） 最大値 最小値

日田市

１９８９ ４．４５ ４．９８ ３．９０ ４１ （１１３１） ５月から開始
１９９０ ４．５５ ６．０１ ３．７５ ４５ １１５６
１９９１ ４．５９ ７．０４ ４．００ ４４ １８８１
１９９２ ４．５１ ５．９９ ３．９５ ３９ １１７０
１９９３ ５．０６ ６．８４ ３．６９ ４２ ２４００
１９９４ ４．７６ ７．０６ ４．０３ ３４ ９００
１９９５ ４．７６ ８．２４ ３．９７ ３９ １８０５
１９９６ ４．５９ ５．７５ ４．３３ ４２ １５１２
１９９７ ４．９０ ６．７０ ４．０１ ３３ １９０６
１９９８ ４．６８ ６．２８ ４．１０ ４１ １４６１
１９９９ ４．８１ ６．５８ ３．９６ ３７ （１８１３） ２，３月採取不可
２０００ ４．８２ ７．０８ ４．００ ４３ １８７５
２００１ ４．６７ ７．３０ ３．５３ ４４ １８２２
２００２ ４．６１ ５．８９ ４．０４ ３４ １１５９
２００３ ４．６８ ６．５４ ３．７７ ４４ １９８８
２００４ ４．７３ ６．８８ ３．８８ ４８ ２１４３
２００５ ４．６７ ６．６２ ３．９７ ３９ １３２８
２００６ ４．６６ ６．１４ ３．８２ ４５ １７１７
２００７ ４．８０ ７．５０ ４．０９ ３８ １１１４
２００８ ４．７４ ６．７７ ４．１６ ４５ １４２８
２００９ ４．７７ ６．７０ ４．２０ ３３ １５６５
２０１０ ４．７５ ５．７３ ４．０５ ４３ １６２９ ４／７～７／１４水曜採取
２０１１ ４．８３ ６．２０ ３．５７ ４２ ２３１３
２０１２ ４．７５ ５．４０ ３．９２ ４８ ２１０７
２０１３ ４．６８ ６．３４ ３．９４ ４３ １７５５

地点 年度 雨水pH 試料数 降雨量
㎜ 備考平均値注） 最大値 最小値

久住町

１９９４ ４．５１ ５．６１ ３．９１ １８ （６６４） ５月から開始
１９９５ ４．７３ ６．２４ ４．１５ ２４ ２０００
１９９６ ４．８３ ６．９３ ４．３３ ２５ １７９９
１９９７ ５．００ ７．６３ ４．０５ ２６ ２５１８
１９９８ ４．８５ ６．２７ ４．１０ ２３ １６３２
１９９９ ４．８１ ７．２１ ３．９３ ２５ ２０３２
２０００ ４．７７ ７．１６ ４．２９ ２３ １８５２
２００１ ４．７０ ６．５８ ４．０７ ２６ １８１８
２００２ ４．６７ ６．７１ ４．１９ ２５ １６４７
２００３ ４．５６ ６．２４ ４．１７ ２４ ２４６０
２００４ ４．６５ ６．２１ ４．１２ ２６ １６６７
２００５ ４．６３ ５．９３ ３．８５ ２４ １４７８
２００６ ４．７３ ５．９１ ４．２５ ２４ ２０９６
２００７ ４．８４ ６．６２ ４．０５ ２６ （１５２２） ７／１８～８／１４採取不可
２００８ ４．６８ ５．９１ ４．１７ ２５ ２６４７
２００９ ４．６４ ５．４５ ３．９３ １９ （１４２３） ６／２２～７／２１採取不可
２０１０ ４．６２ ６．０４ ４．００ ２３ １７９６
２０１１ ４．６７ ５．４８ ４．０２ ２５ ２６１８
２０１２ ４．５９ ６．２６ ４．１９ ２７ ２１１０
２０１３ ４．６５ ５．１７ ３．９９ ２７ ２０２１

表１‐１ 雨水pHの経年変化（大分市）

注）降水量加重年平均値

表１‐２ 雨水pHの経年変化（日田市）

注）降水量加重年平均値

表１‐３ 雨水pHの経年変化（久住町）

注）降水量加重年平均値
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図１ ２０１３年度 雨水pH分布
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図２ イオン成分濃度の季節変動（成分別）
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図３ ２０１３年度 年間イオン成分沈着量（地点別）
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図４ イオン成分沈着量の経年変化（地点別）
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図５ イオン成分沈着量の経年変動（成分別）
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図６ SO４
２－の年間沈着量と降水量の経年変化
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測 定 期 間
測定
日数

降雨量
㎜

成 分 濃 度 非海塩成分量

開始 終了
pH EC Cl－ NO３‐ SO４２‐ Na＋ NH４＋ K＋ Mg２＋ Ca２＋ H＋ SO４２‐ Ca２＋

µS/㎝ µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l ％ µeq/l ％
４月 ４月１日 ４月３０日 ２９ １２９ ４．５３ ２０．９ ２３．３ １６．１ ４５．８ １７．２ １５．０ １．６ ６．３ １６．４ ２９．７ ４３．７ ９５ １５．７ ９５
５月 ４月３０日 ５月２７日 ２７ １４ ５．０９ ２３．２ ５０．５ ３３．７ ６０．３ ３１．１ ２０．１ ４．２ １３．４ ６６．６ ８．１ ５６．６ ９４ ６５．２ ９８
６月 ５月２７日 ７月１日 ３５ ３４８ ４．４５ ２０．８ １１．０ １２．９ ３８．５ ５．３ １１．９ ０．５ ２．９ ６．５ ３５．２ ３７．９ ９８ ６．３ ９６
７月 ７月１日 ７月２９日 ２８ ６５ ４．５９ １８．２ １５．０ ２１．７ ４３．０ ９．４ ２０．９ １．４ ４．３ １７．６ ２５．５ ４１．８ ９７ １７．１ ９８
８月 ７月２９日 ９月２日 ３５ ２５０ ４．６５ １３．３ １２．７ １１．２ ２７．２ ５．８ ９．５ ０．７ ３．１ ８．８ ２２．４ ２６．５ ９７ ８．６ ９７
９月 ９月２日 ９月３０日 ２８ ２０２ ４．８６ ９．５ １６．８ ８．２ １５．６ １３．４ ６．５ ０．５ ５．３ ７．４ １３．９ １４．０ ９０ ６．８ ９２
１０月 ９月３０日 １１月５日 ３６ ３８１ ４．７４ １３．０ ２５．３ １２．２ ２３．７ ２１．７ ８．７ ０．７ ５．９ ７．３ １８．１ ２１．１ ８９ ６．４ ８７
１１月 １１月５日 １２月２日 ２７ ５ ４．９６ ３２．２ ７２．５ ８３．３ ９３．７ ８８．０ １７．１ ３．７ ２９．５ ９１．１ １１．０ ８３．１ ８９ ８７．２ ９６
１２月 １２月２日 １２月２７日 ２５ ６３ ４．５２ ２３．７ ６２．０ １７．９ ４４．６ ５１．４ １１．１ ２．２ １１．９ １６．５ ３０．３ ３８．４ ８６ １４．２ ８６
１月 １２月２７日 ２月３日 ３８ ３４ ４．３９ ２２．３ １９．７ ２０．１ ５０．５ １６．８ １０．０ １．６ ５．９ １８．６ ４０．８ ４８．５ ９６ １７．８ ９６
２月 ２月３日 ３月３日 ２８ ２１４ ４．４０ ３１．５ ６８．１ ２４．７ ５７．６ ５３．９ ２３．０ ２．６ １３．４ １６．６ ４０．０ ５１．１ ８９ １４．２ ８６
３月 ３月３日 ３月３１日 ２８ ６５ ４．３５ ３６．８ ４０．６ ４６．５ ８１．６ ３２．１ ３１．５ ４．９ １２．６ ２９．３ ４５．０ ７７．８ ９５ ２７．９ ９５
年間値 ４月１日 ３月３１日 ３６４ １，７７０ ４．５７ １８．７ ２６．４ １５．８ ３６．４ １９．９ １２．９ １．２ ６．３ １１．５ ２７．１ ３４．０ ９３ １０．６ ９２

測 定 期 間
測定
日数

降雨量
㎜

成 分 濃 度 非海塩成分量

開始 終了
pH EC Cl－ NO３‐ SO４２‐ Na＋ NH４＋ K＋ Mg２＋ Ca２＋ H＋ SO４２‐ Ca２＋

µS/㎝ µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l ％ µeq/l ％
４月 ３月２５日 ４月３０日 ３６ １５２ ４．５０ ３４．０ ４３．８ ３５．８ ９７．４ ２８．６ ３０．１ ６．１ １３．９ ５８．４ ３１．９ ９３．９ ９６ ５７．１ ９８
５月 ４月３０日 ５月２７日 ２７ １８ ４．３９ ２７．９ ２４．０ １２．５ ６６．２ ９．７ ３．５ １．５ ７．７ ３８．１ ４０．６ ６５．１ ９８ ３７．７ ９９
６月 ５月２７日 ７月１日 ３５ ３４１ ４．７６ １０．７ １１．１ ２．９ ２０．０ ６．３ ４．９ ０．７ ２．６ ５．３ １７．３ １９．２ ９６ ５．１ ９５
７月 ７月１日 ７月２９日 ２８ １４５ ４．６１ １５．７ １４．２ １２．４ ３４．７ １０．８ １１．３ ０．７ ４．０ ９．４ ２４．５ ３３．４ ９６ ８．９ ９５
８月 ７月２９日 ８月２６日 ２８ ２６９ ４．８７ ７．２ ９．５ ６．６ １３．５ ７．２ ３．６ ０．４ ２．６ ６．８ １３．３ １２．６ ９４ ６．５ ９５
９月 ８月２６日 ９月３０日 ３５ ３０８ ５．１２ ５．２ １１．７ ０．８ ９．６ ５．９ ２．１ ０．３ ２．４ ４．３ ７．６ ８．９ ９３ ４．１ ９４
１０月 ９月３０日 １１月５日 ３６ １９３ ４．９９ ９．２ ３２．７ １．６ １６．７ ２０．６ ０．６ １．０ ５．５ ６．６ １０．３ １４．２ ８５ ５．７ ８６
１１月 １１月５日 １２月２日 ２７ ５０ ４．３０ ４２．４ １２０．１ ３２．３ ８５．４ ９４．３ ２．４ ５．４ ２８．１ ４０．２ ４９．６ ７４．１ ８７ ３６．１ ９０
１２月 １２月２日 １２月２７日 ２５ ４４ ４．２８ ４９．９ １９４．６ ３４．９ ８５．８ １５７．３ ８．５ ４．６ ３８．８ ２８．７ ５２．３ ６６．９ ７８ ２１．９ ７６
１月 １２月２７日 １月２７日 ３１ ３４ ４．２２ ５９．９ １４６．０ ９４．２ １３０．６ １１２．８ ６０．９ ５．０ ３０．０ ５２．８ ６０．２ １１７．１ ９０ ４７．９ ９１
２月 １月２７日 ２月２４日 ２８ ５１ ４．５１ １７．８ ２３．６ ９．７ ４０．８ １８．５ ０．０ ０．６ ６．０ ２０．１ ３０．７ ３８．６ ９５ １９．２ ９６
３月 ２月２４日 ３月３１日 ３５ １５０ ４．４６ ２４．５ ４０．３ ２２．３ ４４．８ ２６．３ １６．２ ２．２ ７．９ １５．４ ３５．０ ４１．７ ９３ １４．２ ９３
年間値 ３月２５日 ３月３１日 ３７１ １，７５５ ４．６８ １５．８ ２９．６ １２．０ ３３．５ ２０．６ ８．４ １．５ ６．７ １４．６ ２０．８ ３１．１ ９３ １３．７ ９４

測 定 期 間
測定
日数

降雨量
㎜

成 分 濃 度 非海塩成分量

開始 終了
pH EC Cl－ NO３‐ SO４２‐ Na＋ NH４＋ K＋ Mg２＋ Ca２＋ H＋ SO４２‐ Ca２＋

µS/㎝ µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l µeq/l ％ µeq/l ％
４月 ４月１日 ４月２２日 ２１ ８７ ４．６４ ２３．０ ２０．０ ２７．１ ６５．０ １７．０ １９．４ ２．４ ９．５ ３９．２ ２３．１ ６３．０ ９７ ３８．５ ９８
５月 ４月２２日 ５月２０日 ２８ ６８ ４．５９ １７．１ ２５．０ １０．２ ３４．６ ７．４ １５．１ ４．３ ５．１ １６．１ ２５．８ ３３．７ ９７ １５．７ ９８
６月 ５月２０日 ７月１日 ４２ ３６５ ４．６５ １７．１ ３３．８ ８．４ ２３．９ １４．１ １９．７ １．９ ４．６ ５．７ ２２．３ ２２．２ ９３ ５．１ ８９
７月 ７月１日 ７月２９日 ２８ ２８６ ４．６３ １７．０ １６．４ １８．５ ３７．４ １１．２ ２７．２ １．０ ４．１ ５．８ ２３．６ ３６．１ ９６ ５．３ ９２
８月 ７月２９日 ８月２６日 ２８ ３９２ ５．０２ ６．２ ８．７ ５．８ １０．８ ５．７ ７．１ ０．９ １．７ ２．６ ９．５ １０．１ ９４ ２．３ ９０
９月 ８月２６日 ９月２４日 ２９ ２２４ ４．６８ １１．３ ８．２ ３．０ ２５．５ ４．１ ３．０ ０．３ ２．７ ４．５ ２０．７ ２５．０ ９８ ４．４ ９６
１０月 ９月２４日 １１月５日 ４２ １９７ ５．００ ７．６ ２３．０ ４．０ １１．０ １６．１ ３．９ １．１ ４．８ ６．７ １０．０ ９．１ ８３ ６．０ ９０
１１月 １１月５日 １２月２日 ２７ ３６ ４．２２ ３８．５ ８２．１ ２３．３ ８２．８ ６０．３ １３．０ ４．３ １７．４ ２９．０ ５９．８ ７５．６ ９１ ２６．４ ９１
１２月 １２月２日 １２月２６日 ２４ ４８ ４．１９ ３６．８ ８１．０ １４．１ ４７．７ ３５．１ ８．３ １．４ ８．７ １４．１ ６４．０ ４３．５ ９１ １２．６ ８９
１月 １２月２６日 １月９日 １４ ２６ ３．９９ １１３．１ ８６．９ ２０．３ ６７．６ ４０．８ ０．５ ２．６ １３．１ ３５．７ １０２．３ ６２．７ ９３ ３３．９ ９５
２月 １月９日 ２月２４日 ４６ ９８ ４．４５ ２４．１ ４０．７ ３０．５ ５１．１ ２５．８ １８．２ ２．８ ８．２ １７．１ ３５．３ ４８．０ ９４ １６．０ ９３
３月 ２月２４日 ４月７日 ４２ １９２ ４．６３ ２１．１ ２７．０ ２２．４ ４４．４ １４．４ １７．３ ２．３ ７．２ ２１．８ ２３．３ ４２．７ ９６ ２１．２ ９７
年間値 ４月１日 ４月７日 ３７１ ２，０２１ ４．６５ １６．５ ２４．１ １２．１ ２９．８ １３．３ １３．８ １．５ ４．９ １０．０ ２２．２ ２８．２ ９５ ９．４ ９４

表２ ２０１３年度月平均当量濃度

大分市

日田市

久住町

注）降雨量加重平均値
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測 定 期 間
測定
日数

降雨量
㎜

成 分 沈 着 量 非海塩成分量

開始 終了
pH EC Cl－ NO３‐ SO４２‐ Na＋ NH４＋ K＋ Mg２＋ Ca２＋ H＋ nss-SO４２‐ nss-Ca２＋

µS/㎝ meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡ ％ meq/㎡ ％
４月 ４月１日 ４月３０日 ２９ １２９ ４．５３ ２０．９ ３．０ ２．１ ５．９ ２．２ １．９ ０．２ ０．８ ２．１ ３．８ ５．６ ９５ ２．０ ９５
５月 ４月３０日 ５月２７日 ２７ １４ ５．０９ ２３．２ ０．７ ０．５ ０．８ ０．４ ０．３ ０．１ ０．２ ０．９ ０．１ ０．８ ９４ ０．９ ９８
６月 ５月２７日 ７月１日 ３５ ３４８ ４．４５ ２０．８ ３．８ ４．５ １３．４ １．８ ４．１ ０．２ １．０ ２．３ １２．２ １３．２ ９８ ２．２ ９６
７月 ７月１日 ７月２９日 ２８ ６５ ４．５９ １８．２ １．０ １．４ ２．７ ０．６ １．３ ０．１ ０．３ １．１ １．６ ２．７ ９７ １．１ ９８
８月 ７月２９日 ９月２日 ３５ ２５０ ４．６５ １３．３ ３．２ ２．８ ６．８ １．５ ２．４ ０．２ ０．８ ２．２ ５．６ ６．６ ９７ ２．１ ９７
９月 ９月２日 ９月３０日 ２８ ２０２ ４．８６ ９．５ ３．４ １．６ ３．１ ２．７ １．３ ０．１ １．１ １．５ ２．８ ２．８ ９０ １．４ ９２
１０月 ９月３０日 １１月５日 ３６ ３８１ ４．７４ １３．０ ９．７ ４．７ ９．１ ８．３ ３．３ ０．３ ２．２ ２．８ ６．９ ８．１ ８９ ２．４ ８７
１１月 １１月５日 １２月２日 ２７ ５ ４．９６ ３２．２ ０．２ ０．２ ０．２ ０．２ ０．０ ０．０ ０．１ ０．２ ０．０ ０．２ ８９ ０．２ ９６
１２月 １２月２日 １２月２７日 ２５ ６３ ４．５２ ２３．７ ３．９ １．１ ２．８ ３．３ ０．７ ０．１ ０．７ １．０ １．９ ２．４ ８６ ０．９ ８６
１月 １２月２７日 ２月３日 ３８ ３４ ４．３９ ２２．３ ０．６ ０．６ １．６ ０．５ ０．３ ０．１ ０．２ ０．６ １．３ １．５ ９６ ０．６ ９６
２月 ２月３日 ３月３日 ２８ ２１４ ４．４０ ３１．５ １４．６ ５．３ １２．３ １１．５ ４．９ ０．６ ２．９ ３．５ ８．６ １０．９ ８９ ３．０ ８６
３月 ３月３日 ３月３１日 ２８ ６５ ４．３５ ３６．８ ２．６ ３．０ ５．３ ２．１ ２．０ ０．３ ０．８ １．９ ２．９ ５．０ ９５ １．８ ９５
年間値 ４月１日 ３月３１日 ３６４ １，７７０ ４．５７ １８．７ ４６．６ ２７．８ ６４．１ ３５．１ ２２．７ ２．２ １１．１ ２０．２ ４７．８ ５９．９ ９３ １８．７ ９２

測 定 期 間
測定
日数

降雨量
㎜

成 分 沈 着 量 非海塩成分量

開始 終了
pH EC Cl－ NO３‐ SO４２‐ Na＋ NH４＋ K＋ Mg２＋ Ca２＋ H＋ nss-SO４２‐ nss-Ca２＋

µS/㎝ meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡ ％ meq/㎡ ％
４月 ３月２５日 ４月３０日 ３６ １５２ ４．５０ ３４．０ ６．７ ５．５ １４．８ ４．４ ４．６ ０．９ ２．１ ８．９ ４．９ １４．３ ９６ ８．７ ９８
５月 ４月３０日 ５月２７日 ２７ １８ ４．３９ ２７．９ ０．４ ０．２ １．２ ０．２ ０．１ ０．０ ０．１ ０．７ ０．７ １．２ ９８ ０．７ ９９
６月 ５月２７日 ７月１日 ３５ ３４１ ４．７６ １０．７ ３．８ １．０ ６．８ ２．２ １．７ ０．２ ０．９ １．８ ５．９ ６．５ ９６ １．７ ９５
７月 ７月１日 ７月２９日 ２８ １４５ ４．６１ １５．７ ２．１ １．８ ５．０ １．６ １．６ ０．１ ０．６ １．４ ３．５ ４．８ ９６ １．３ ９５
８月 ７月２９日 ８月２６日 ２８ ２６９ ４．８７ ７．２ ２．６ １．８ ３．６ １．９ １．０ ０．１ ０．７ １．８ ３．６ ３．４ ９４ １．７ ９５
９月 ８月２６日 ９月３０日 ３５ ３０８ ５．１２ ５．２ ３．６ ０．３ ２．９ １．８ ０．６ ０．１ ０．７ １．３ ２．３ ２．７ ９３ １．２ ９４
１０月 ９月３０日 １１月５日 ３６ １９３ ４．９９ ９．２ ６．３ ０．３ ３．２ ４．０ ０．１ ０．２ １．１ １．３ ２．０ ２．７ ８５ １．１ ８６
１１月 １１月５日 １２月２日 ２７ ５０ ４．３０ ４２．４ ６．０ １．６ ４．３ ４．７ ０．１ ０．３ １．４ ２．０ ２．５ ３．７ ８７ １．８ ９０
１２月 １２月２日 １２月２７日 ２５ ４４ ４．２８ ４９．９ ８．２ １．５ ３．６ ６．６ ０．４ ０．２ １．６ １．２ ２．２ ２．８ ７８ ０．９ ７６
１月 １２月２７日 １月２７日 ３１ ３４ ４．２２ ５９．９ ５．０ ３．２ ４．４ ３．８ ２．１ ０．２ １．０ １．８ ２．０ ４．０ ９０ １．６ ９１
２月 １月２７日 ２月２４日 ２８ ５１ ４．５１ １７．８ １．２ ０．５ ２．１ １．０ ０．０ ０．０ ０．３ １．０ １．６ ２．０ ９５ １．０ ９６
３月 ２月２４日 ３月３１日 ３５ １５０ ４．４６ ２４．５ ６．０ ３．３ ６．７ ３．９ ２．４ ０．３ １．２ ２．３ ５．３ ６．３ ９３ ２．１ ９３
年間値 ３月２５日 ３月３１日 ３７１ １，７５５ ４．６８ １５．８ ５１．８ ２０．９ ５８．７ ３６．０ １４．６ ２．７ １１．８ ２５．５ ３６．５ ５４．４ ９３ ２４．０ ９４

測 定 期 間
測定
日数

降雨量
㎜

成 分 沈 着 量 非海塩成分量

開始 終了
pH EC Cl－ NO３‐ SO４２‐ Na＋ NH４＋ K＋ Mg２＋ Ca２＋ H＋ nss-SO４２‐ nss-Ca２＋

µS/㎝ meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡meq/㎡ ％ meq/㎡ ％
４月 ４月１日 ４月２２日 ２１ ８７ ４．６４ ２３．０ １．７ ２．４ ５．７ １．５ １．７ ０．２ ０．８ ３．４ ２．０ ５．５ ９７ ３．４ ９８
５月 ４月２２日 ５月２０日 ２８ ６８ ４．５９ １７．１ １．７ ０．７ ２．３ ０．５ １．０ ０．３ ０．３ １．１ １．８ ２．３ ９７ １．１ ９８
６月 ５月２０日 ７月１日 ４２ ３６５ ４．６５ １７．１ １２．４ ３．１ ８．７ ５．１ ７．２ ０．７ １．７ ２．１ ８．１ ８．１ ９３ １．９ ８９
７月 ７月１日 ７月２９日 ２８ ２８６ ４．６３ １７．０ ４．７ ５．３ １０．７ ３．２ ７．８ ０．３ １．２ １．７ ６．８ １０．３ ９６ １．５ ９２
８月 ７月２９日 ８月２６日 ２８ ３９２ ５．０２ ６．２ ３．４ ２．３ ４．２ ２．２ ２．８ ０．４ ０．７ １．０ ３．７ ４．０ ９４ ０．９ ９０
９月 ８月２６日 ９月２４日 ２９ ２２４ ４．６８ １１．３ １．８ ０．７ ５．７ ０．９ ０．７ ０．１ ０．６ １．０ ４．６ ５．６ ９８ １．０ ９６
１０月 ９月２４日 １１月５日 ４２ １９７ ５．００ ７．６ ４．６ ０．８ ２．２ ３．２ ０．８ ０．２ ０．９ １．３ ２．０ １．８ ８３ １．２ ９０
１１月 １１月５日 １２月２日 ２７ ３６ ４．２２ ３８．５ ３．０ ０．８ ３．０ ２．２ ０．５ ０．２ ０．６ １．１ ２．２ ２．８ ９１ １．０ ９１
１２月 １２月２日 １２月２６日 ２４ ４８ ４．１９ ３６．８ ３．９ ０．７ ２．３ １．７ ０．４ ０．１ ０．４ ０．７ ３．１ ２．１ ９１ ０．６ ８９
１月 １２月２６日 １月９日 １４ ２６ ３．９９ １１３．１ ２．２ ０．５ １．７ １．１ ０．０ ０．１ ０．３ ０．９ ２．６ １．６ ９３ ０．９ ９５
２月 １月９日 ２月２４日 ４６ ９８ ４．４５ ２４．１ ４．０ ３．０ ５．０ ２．５ １．８ ０．３ ０．８ １．７ ３．４ ４．７ ９４ １．６ ９３
３月 ２月２４日 ４月７日 ４２ １９２ ４．６３ ２１．１ ５．２ ４．３ ８．５ ２．８ ３．３ ０．４ １．４ ４．２ ４．５ ８．２ ９６ ４．１ ９７
年間値 ４月１日 ４月７日 ３７１ ２，０２１ ４．６５ １６．５ ４８．６ ２４．５ ６０．２ ２６．９ ２７．９ ３．１ ９．８ ２０．１ ４４．８ ５６．９ ９５ １８．９ ９４

表３ ２０１３年度月沈着量

大分市

日田市

久住町

大分県衛生環境研究センター年報 第41号,82～97(2013)資料
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SO４２‐ NO３‐ NH４＋ Ca２＋ H＋

春季 ‐３．６ ‐５．５ ‐９．１ ‐１０．５ １．４
夏季 ０．４ ‐１．２ ‐１．６ ４．０ ２．２
秋季 ‐１．６ ‐３．９ ‐７．７ ２．０ ‐２．５
冬季 ０．９ ０．８ １．１ ‐３．１ ４．９
年間 ‐０．５ ‐１．７ ‐３．３ ‐１．８ ２．０

SO４２‐ NO３‐ NH４＋ Ca２＋ H＋

春季 １．３ ‐１．６ ‐１．９ １．２ ４．６
夏季 ‐４．３ ‐０．２ ‐２．１ ０．４ ‐５．４
秋季 ‐１．８ ‐２．５ ‐２．７ ０．０ ５．６
冬季 ‐６．２ ‐４．６ ‐３．４ ‐５．５ ‐１．６
年間 ‐３．４ ‐３．１ ‐３．１ ‐２．４ ‐０．３

SO４２‐ NO３‐ NH４＋ Ca２＋ H＋

春季 ０．３ ‐０．４ ‐５．３ ４．２ ２．４
夏季 １．１ ０．０ ２．４ ８．０ ‐０．２
秋季 １．０ ‐４．６ ‐１０．９ １．８ ２．６
冬季 ‐３．１ ‐３．９ ‐４．７ ‐７．１ ４．０
年間 ‐０．２ ‐１．７ ‐３．０ ‐０．１ １．７

表４ イオン成分沈着量年変化率（２００４～２０１３年度）

大分市 （％・year－１）

日田市

久住町

大分県衛生環境研究センター年報 第41号,82～97(2013)資料
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学会発表等１０
⑴ 他誌等掲載論文

表 題 著 者 学 会 誌 名 巻（No），ページ，年

レジオネラ生菌の迅速検査

烏谷竜哉、荒井桂
子、磯部順子、金谷
潤一、緒方喜久代、
泉山信司、八木田健
司、矢崎知子、吉崎
美和、倉 文明

病原微生物検出情報 ３４，（６），２０１３

ATP測定による入浴施設の衛生管
理・レジオネラ汚染リスク評価

黒木俊郎、渡辺祐
子、寺西 大、佐々
木美江、藤田雅弘、
荒井桂子、杉山寛
治、磯部順子、中嶋
洋、田栗利紹、緒
方喜久代、倉 文明

病原微生物検出情報 ３４，（６），２０１３

＜速報＞無菌性髄膜炎患者からのエ
ンテロウイルスの検出－大分県

○加藤聖紀 本田顕
子 田中幸代 小河
正雄

病原微生物検出情報
Vol.３４
No.１０（２０１３．１０）
p２２（３０８）

最近の食中毒の傾向について 小河正雄 看護科学研究 １１，２０１３

Identification of Escherichia albertii
as a Causative Agent of a Food-Borne
Outbreak Occurred in２００３

Nanami Asoshima,
Masanori Matsuda,
Kumiko Shigemura,
Mikiko
Honda,Hidehiro
Yoshida, Hiroshi
Hiwaki, Kikuyo
Ogata, and Takahiro
Oda

Jpn. J. Infect. Dis. ６７，１３９-１４０，２０１４

Isolation and Characteristics of Shiga
Toxin２f-Producing Escherichia coli
among Pigeons in Kyushu, Japan

Koichi Murakami,
Yoshiki Etoh,
Sachiko Ichihara,
Eriko Maeda,
Shigeyuki Takenaka,
Kazumi Horikawa,
Hiroshi Narimatsu,
Kimiko Kawano,
Yoshiaki Kawamura,
Kenitiro Ito

PLOS ONE
９（１）: e８６０７６.
doi : １０.１３７１/January
２３，２０１４
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⑶ 講師派遣の状況

課 題 主 催 年 月 日 派遣職員 場 所 参加者数

レジオネラ検査の取り組み 保健所環境監視担当職員 ２０１３．４．２４ 緒方喜久代 大分市保健所 ２１

細菌・ウイルス以外の食中毒 若草会 ２０１３．６．１２ 小河 正雄 創生の里
（大分市） ２２０

大分スーパーサイエンスキャン
プ「科学実験室」

大分スーパーサイエン
スコンソーシアム
（代表 大分県立大分舞鶴高等学校）

２０１３．６．１４ 入江 久生
松田 貴志

大分県立大分
豊府高等学校 ２５

レジオネラ実技研修会 関東化学株式会社
九州支店 ２０１３．８．２３ 緒方喜久代 久留米大学病院 ２５

レジオネラ属菌の検査法とコツ ㈳大分県臨床検査技師会 ２０１３．８．３１ 緒方喜久代 大分中村病院 ３０

レジオネラ検査研修会 厚生労働省レジオネラ
研究班 ２０１３．９．２７ 緒方喜久代 富山県衛生研究

所 ３０

微生物担当って何か？ 大分県立森高等学校 ２０１３．１０．３０ 小河 正雄 大分県立森高等
学校 ２１

食品添加物を使ったオリジナル
スライム作り 大分市立大在西小学校 ２０１３．１１．２

衛藤加奈子
林 由美
橋口 祥子
二宮 健

大分市立大在西
小学校 ４５

マダニとマダニの感染症 ㈳大分県臨床検査技師会 ２０１３．１１．１６ 小河 正雄 大分県臨床検査
技師学校 ２５

ノロウイルス食中毒予防と対策 大分市食品衛生協会 ２０１３．１２．４ 小河 正雄 大分市保健所 １００

大気汚染について
くらしと水 おおざい老人大学 ２０１４．２．６ 長野 真紀

首藤 弘樹 大在公民館 １２０

レジオネラ検査の取り組み 保健所環境監視担当職員 ２０１４．２．７ 緒方喜久代 県庁舎別館１階
１２会議室 ２１

９９
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